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は じ め に

産業情報化推進センター(CII)とEDI推 進協議会(JEDIC)は 、 日本 にお ける

EDIの 普及 を推進す るた めに、産業界各位からのご協力をいただきなが ら、各種の普

及 ・啓蒙事業を行っています。こうした活動や多くの業界、企業の努力を通 じて、ま

た昨今の情報技術の急速な発展により、EDIは 日本で も着実 に進展 してきて い るよう

に思われます。

しかしなが ら、その進展状況を定量的に観測するデータは残念なが らほとんどない

ようです。このため、EDIの 普及促進のために今後 どのような領域に注力すべきかを

把握することが困難であ り、また実際にEDIを 使 い始 めよ うとす る企業 にとっては、

相手先業界のEDI化 の状況の把握が 困難 になってい ます。

こうした背景か らCIIとJEDICで は、国内企 業のEDIの 実態 を把握 し、その結果

を広 く一般 に公表することを目的として、平成8年 度か らEDIの 利用実態に関す る調

査 を開始 しま した。この調査は、今後 も継続 して行う計画であり、本報告書はその第

4回 目の調査結果 を中心 に取 りまとめたものです。

本報告書は、この調査結果 と米国企業等 に対するヒアリング結果か ら以下のように

構成されています。企業等でEDIに 携わ っている方 々 にとって少 しで も参考になれば

幸いです。

第1章 は調査結果 の概 要です。

第2章 と第3章 は、JEDIC会 員である業界 団体 に所属す る企業等、約3,100社 を

対象 に行 った、国内EDIと 国際EDIに 関す るアンケー トの調査結果 を取 りまとめた

ものです。

第4章 は、米国の調査 会社 に依頼 して実施した、米国企業の情報技術(IT)戦 略の

状況 につ いて取 りま とめた ものです。

最後に、ご多忙の中、本調査の企画か ら実施 ・調査の取 りまとめのために、ご指導

並びにご協力をいただいた通商産業省、EDI推 進協 議会 を始 め とす る関係各位 に深甚

なる感謝の意を表します。

平成12年3月

(財)日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター
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1.概 要





1.概 要

EDIの 導入企業数、適用業務 、採用 している標準等について、具体的、定量的かつ

継続的に調査したデータはほとんどないのが実情である。また、国内において、企業

間の電子データ交換は業務遂行上不可欠なものと認識されてきているが、米国に比べ

てわが国のEDIは 標準化な どの面で遅れて いるという見方もあり、これが産業競争力

の回復を阻害 しているとも指摘されている。

このような背景の中で、産業情報化推進センター(CII)とEDI推 進協議 会(JEDIC)

は、1999年 に引き続 いて、2000年 初 めに国 内企業 を対象 にEDI実 態 調査(第4回)

を実施 した。1.1及 び1.2は 、 この第3回 実態調査結果の概 要であ る。 また詳細につ

いては第2章 に国内編 を、第3章 に国際編 をそれぞれ記載 した。 ・

なお、同調査では、EDIの 実施 状況 をよ り広範 に把握 するため、CII、UN/EDIFACT

等 の標準的な規約 を使用 して いな い、業界等の独自規約による電子データ交換 も調査

の対象としている。また、4回 目の実態調査 を実施す るにあたり、一部設問の追加修

正等を行っている。本調査は、EDIの 導入 に前向 きなJEDICの 会員所属企業等 、3,149

社 を対象 と して いる ことか ら、前 回同様、電子データ交換が、わが国全体の平均的な

状況よりもかな り進んでいるという調査結果になっていることが考えられる。

また 、海外 の実態 を調査 す る 目的 か ら、米 国の調査 会社 ワシ ン トン ・コ ア

(WashingtonCore)社 が(財)日 本情報処理開発協会 ・産 業情報化推進セ ンターの委

託によりヒアリング及び文献等で調査 した結果 を報告 している。その概要を1.3に 記

した。また詳細 について は第4章 に記載 して いる。本年度は 「米国企業の情報技術(IT)

戦略 一「ネ ッ トワー ク ・エ ンタープライズ」への挑戦一」を主要テーマ として、1999

年12月 よ り2000年3月 にかけて ヒア リング ・文献調査 、インターネッ トを通 じての

調査等を実施 したものであり、その後の最新情報については関係する企業や コンソー

シアム等のホームページ等で確認していただきたい。
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1.1国 内EDIの 実態 調 査(調 査 票 発 送 数3,149社 、 回収 数665社 、 回収 率21.1%)

(1)電 子 デー タ交換 の実施状況

電子デー タ交換について、500社(75.2%)が 実施 している と回答 してお り、前回

(74.9%)と 同様 に高 い実施率にな って いる。業種別では電気機器(75社)、 卸売業

(73社)、 小 売業(45社)、 商社(41社)が 多い。電子デー タ交換 をして いる業務区

分においては、商流EDI(受 発注 、見積 り、納期 間合せ等)が421社(84.2%)、 金

融(金 流)EDI(請 求支払、フ ァー ムバ ンキ ング等)が303社(60.6%)、 物流EDI

(運送指示 、倉庫管理 、貨物追跡等)が228社'(45.6%)と な ってお り、8割 以上の

企業が商流EDIを 実施 している ことにな る。また、照会業務や設計管理のようにどれ

にも属さないその他の業務も61社(12.2%)あ り、電子デー タ交換 にお ける業務の多

様化が見 られる。

(2)使 用 して い る標 準i

販 売業 務(受 注 業 務)に つ いて は 、取 引 先 の 独 自 フ ォー マ ッ トを使 用 す る と ころ が

多 く(28.6%)、 国 内標 準 で あるCII標 準 の採 用 は25.9%と な っ て い る 。一 方 、購 買 業

務(発 注 業 務)に つ い て は 、 自社 の独 自 フ ォ ー マ ッ トの採 用 が 、25.5%と 一 番 多 く、

続 いてCII標 準(25.2%)と な って い る。 な お 、 業 界標 準 と してCII標 準 を使 用 して

いて も、そ れ を認識 して いな い 回答 も多 い と推 定 で き るの で 、CII標 準 の実 際 の採 用

は、 この値 よ り も大 き い と思 わ れ る 。 国 内標 準 のCIIと 国 際標 準 のUN/EDIFACTを

合 計 した割 合 は29.4%で あ り、昨 年 の28.1%に 比 べ て1.3ポ イ ン ト上 昇 して い る。 な

お 、CII標 準 と と もにEDIEACTの シ ンタ ッ クス ル ー ル(ISO9735)は 、1999年4

月 にJIS(JapanIndustrialStandard)に な っ て お り、今 後 標 準EDIの 導 入 が加 速 す

る もの と思 われ る。

(3)今 後 電子 データ交換 を実施 した い相手業種

現在、電子データ交換を実施 していない企業の中で、今後、電子データ交換を実施

したい相手業種は、全体としてみると商社、電気機器、卸売業の順に多い。 この順序

は、販売業務、購買業務に限ってみても同じ結果になっている。

(4)電 子デー タ交換 の課題

電子デー タ交 換を行っている企業のさらなる推進のための課題 としては、「コス ト

がかか りすぎる」(49.8%)と 「ハー ド、 ソフ トな どの環境整備不足」(46.0%)が 圧

倒的 に多 く、 ほぼ半数 の企業が選択 している。続いて 「取引先の理解を得 られない」

(35.4%)に な っている。デー タ交換 を実施 していない企業の導入上の問題点 として

は、 「ハー ド、ソフ トなどの環境整備不足」(49.1%)、 「必要性 がな い」(36.5%)、 「社

内の情報化が進 んでいない」(35.2%)と 続 いて いる。
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(5)電 子デー タ交換 を行 うための要望事項

電子データ交換を行 うための要望事項としては、電子データ交換の実施の有無に係

わ らず、「国内の標準 を統一 して欲 しい」、「業界内の方式を統一 して欲 しい」、「安価

な トランス レータがほしい」が上位3項 目にな っている。

(6)電 子デー タ交換 によるメ リッ ト/期 待す る効果

電 子 デ ー タ交 換 を実 施 した ことによるメ リッ トとしては、 「省 力化が進んだ」

(55.6%)と 「事務処理 コス トが低減 した」(51.5%)が 多 く、続 いて 「重点顧客 との

パー トナーシップが強化された」(38.2%)と 続 いて いる。また 「多端末現象の解消に

つながった」(3.1%)と 「変換地獄 の解消 につなが った」(1.6%)に つ いては ほとん ど

選ばれず、電子データ交換を実施 している企業にとっては、多端末現象や変換地獄は

大きな問題になっていないことが うかがわれる。

(7)通 信回線種別

電子 デ ー タ交換 に使 用 している通信回線 としては、VANを 利用 して い る企 業 が

74.0%と 一番多 く、次 に公 衆回線(70.6%)と なって いる。イ ンターネ ッ トの利用は

昨年の22.6%か ら38.0%へ15.4ポ イ ン ト上昇 してお りオー プ ンなネッ トワーク環境

による電子データ交換の実施が確実に増加 している。

1.2国 際EDIの 実 態 調 査(調 査 票 発 送数3,149社 、 回収 数574社 、 回 収 率18.2%)

(1)国 際電子 データ交換の実施状況

国際取 引に電子データ交換を 「導入 している」のは11.1%、 「導入 作業 中」が0.2%、

「導入 の予定で ある」が4 .9%と な って いる。 「導入予定」 まで含 めると16.2%に なっ

て いる。

(2)国 際電子デー タ交換 によるメ リッ ト/期 待す る効果

国際取 引 に電 子デー タ交換を使 うメリットは、「省力化が進んだ」(50.0%)、 「重要

顧客 とのパ ー トナー シ ップが強化 された」(44.4%)「 事務 処理 コス トが低減 した」

(41.1%)と な って いる。 これ ら以外 のメ リッ トを挙げている企業 もあり、導入企業

が複数のメリットを享受 していることがうかがえる。また前回と比較すると顧客 との

パー トナーシップ強化(前 回39.5%)、 納期 の短縮(今 回34.4%、 前回23.7%)と い

った ところが増加 して いる。

(3)国 際電子デー タ交換 の実施形態

電子 データ交換を形態別に見ると、回答企業の70.5%が 海外 取 引先 との直接交換型、

42.6%が 現地法人経 由型 、在 日法人経 由型と国内商社経由型がいずれ も10%未 満 とな
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ってお り、現地法人型の増加(前 回35.5%)が 目立っている。取 引相手国別 に分けて

見ると直接交換型、現 地法人型が多い傾向が見 られる。

(4)UNIEDIEACTの 利 用 状 況

UN/EDIFACTに つ いて は 「自社 で の取 引 に利 用 して い る」(30 .4%)、 「名 前 を 知 っ

て い る 」(26.1%)、 「内容 を知 って い る」(21.7%)、 「利 用 す る方 向 で検 討 して い る」

(8.7%)と な ってお り、 「知 らな い」 は10.9%と な って い る。 前 回 と比較 す る と、 自

社取 引 に利 用(前 回25.7%)が 増 加 し、 そ の一 方 で 知 らな い(前 回13.3%)と の回 答

が 若干 低 く な って お り、利 用 度 、 認 知 度 が 少 しず つ 広 ま って い る よ う に見 られ る。 ま

た 、UN/EDIFACTと 取 引地 域 と の 関係 で は 、 国 際 取 引 に83.8%が 使 用 され て い る。

国 内取 引 に 限 って み る と、 前 回 の6.5%か ら16.2%へ と大 幅 に 増 加 して い る。

UN/EDIFACTが 使 わ れ て いな い理 由 と して は 、 「取 引先 がUN/EDIEACT以 外 の方

式 を要 求 して い る 」(24.7%)、 「自社/自 業 界 の現 在 の電 子 デ ー タ 交 換 シス テ ム が 安

定 稼 働 して お り、変 更 の必 要 が な い」(22.4%)が 主 な もの とな って い る。

(5)シ ン タ ッ クスル ール

電 子 デ ー タ 交換 に用 い られ て い る シ ンタ ック ス ル ー ル は 、固定 長 自社 方 式(35.6%)

が多 いが 、UN/EDIFACT(25.0%)、CII(10.6%)、ANSIX12(6.9%)の いわ ゆ る

標 準EDIに よ る実 施 が 合 わ せ て42.5%と な って い る 。取 引 先 地 域 別 にみ て み る と、北

米 はANSIX12、 ヨー ロ ッパ と ア ジ ア はUNIEDIFACTを 使 用 す る傾 向 に あ り、 取 引

先 に よ って シ ンタ ック ス ルー ル を使 い 分 けて い る も の と考 え られ る 。 た だ し自 社 方 式

な どの標 準 とは 別 の シ ンタ ック ス ル ー ル につ いて は、 特 に地 域 に偏 りな く利 用 され て

い る。

(6)通 信 プ ロ トコル

使 用 さ れ て い る通 信 プ ロ トコ ル は 、 自社 方 式(27.5%)、Tcpnp(16.4%)、

SDLC!HDLC(14.8%)と が 中心 とな っ て い る。特 徴 と して 自社 方 式 が 前 回(15.9%)

よ り大 き く伸 び て い る こ とが挙 げ ち れ る。
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1.3米 国企 業 の情報技術(IT)戦 略

米 国の製造業 は、かつて 日本 をはじめとする海外の競争に直面 し、業績低迷に陥っ

たが、1990年 代 に入 り、IT(情 報技術)を 利 用 した効率化 を図った結果、再び競争

力を取 り戻す ことができた。その背景には、業務プロセスの再構築(ビ ジネス ・プ ロ

セス ・リエ ンジニ アリング)を 目指 し、ITを 利用 した米 国企業 の戦 略の成果 が挙げら

れる。1現在 、米 国企 業 は、社 内、取 引先、部品供給者、委託製造業者、販売店、顧客

にいたるまで、企業を取 り巻 くプレイヤ と、全方位的な連携を図る 「ネッ トワーク ・

エンタープライズ」を目指し、さらなる競争力の増強を図っている。

米 国企 業 は 、ITを 戦 略 的 に取 り入 れ る こ とで 、効 率 化 を阻 む さ ま ざ まな 問題 点 を解

決 し、海 外 か らの競 争 に立 ち 向 か っ た 。 まず 、 資 材購 入 か らデ リバ リまで の 生産 工程

か ら、会 計 、 財 務 、 人事 な どの バ ッ クオ フ ィス を全て 統 括 した 基 幹 業 務 パ ッケ ー ジ で

あ るERP(EnterpriseResourcePlanning)の 導 入 に よ り、社 内 の業 務 プ ロセ ス の 改

革 を遂 行 した。そ の後 、ERPを バ ック ボー ンに 、社外 の取 引先 を ネ ッ トワー ク に取 り

こむ た め に 、SCM(SupplyChainManagement)を 取 り入 れ 、 資 材 ・部 品 ・サ ー ビ

スが スム ー ズ に効 率 よ く流れ る体 制 を作 り上 げ た。 そ の後 、社 内 業 務 や 生 産活 動 な ど

のバ ック エ ン ドの み な らず 、顧 客 との 密 接 な リ レー シ ョ ンシ ップ作 りを 目指 し、CRM

(CustomerRelationshipManagement)を 導 入 す る ことで 、 業 務 の フ ロ ン トエ ン ド

の体 制 を 整 備 した 。 最 後 に、電 子 商 取 引 の潤 滑 油 とな る新 規 オ ン ライ ン仲 介 業 者 の支

援 を得 て 、EC(ElectronicCommerce)機 能 を充 実 し、対 顧 客 用 、対 取 引用 の電 子 商

取 引 イ ン フ ラ を構 築 した。

「ネッ トワーク ・エンタープライズ」は、業務ITイ ンフラとして のERPを ベース

に、 これ らSCM、CRM、EC機 能 を全て統合す るもので ある。ERPを 土台 に、SCM

を通 じてサ プ ライヤ との連携 を図 り、CRMを 使 って顧客情報 を管 理 し、企業 間EC

を通 じて新規サ プ ライ ヤの発掘、既存の取引先との取引業務の処理、顧客 とのネッ ト

ワークを統合する。(図1参 照)米 国企業は、原材料調達 か ら製造、発送、アフター

サー ビスまで一貫 したバ リューチェーンのネ ットワーク化 を目指 しているが、未だ ど

の企業 も完壁な 「ネッ トワーク ・エンタープライズ」を構築 しているケースはない。

しかし、「ネットワーク ・エンタープライズ」を目指し、高度で洗練 された企業情報ネ

ットワークを作 り上げているエクセ レン ト・カ ンパニーは多々存在する。
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図1「 ネットワー ク・エンター プライズ 」の概 念
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イ ンターネットやソフ トウェア、ネ ットワーキング技術の進歩が早 く、至極の 「ネ

ットワーク ・エンタープライズ」モデルは常に進化を遂げている。既存の大手競合者

のみならず、新規ベンチャーか らも激 しい攻勢に遭う米国企業を取 り巻 くビジネス環

境はます ます厳 しくなる一方である。 このような競合に立ち向かうために、米国企業

は次々とIT戦 略 を打 ち立て弛 まな い自己改革 を続けている。
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2.国 内EDIの 実態調査

2.1調 査概 要

本調査 は、EDI推 進協議会(JEDIC)の 活動の一環 と して、国内取 引におけるEDI

の実施状況 を広 範に把握す るた めに、1997年 よ り開始 した。今後 も毎年継続 して実施

する計画であ り、今回の調査はその4回 目である。

2.1.1調 査 の 目的

日本における電子データ交換は、多 くの業界団体、企業の努力によ り着実に進展し

ていると考えられる。 しか し、米国な どに較べると標準化の面などで遅れていると指

摘する声 もある。こうした状況の中でJEDICで は、電子デー タ交 換 の実態 を把握 し

て、その結果 を一般に公表することによ り、電子データ交換の一層の普及のために役

立てるという考えのもと調査を実施 した。

2.1.2調 査 の 範 囲

EDIの 正 しい定義は、 「異な る組織間 で、取引のためのメッセージを、通信回線を

介 して標準的な規約 く可能な限 り広く合意された各種規約)を 用 いて、 コン ピュータ

(端末 を含む)間 で交換す ること。」で あ り、 「広く合意された」標準により実施され

るものであるが、本調査では、広範囲にわた り情報を集めるために、電子的に行われ

ているデータ交換全般を対象 としている。便宜的に"電 子 デー タ交換"を 次 のよ うに

定義 して調査 範囲 とする。

今回の調査における電子データ交換:

・敢引に必要なデータを他の企業や組織 と交換する際、コンピュータ間の通信を利

用すること。ただ し、電子メールによる事務連絡などは除く。

・本調査票(国 内編)で は、 日本 国内にある相手(日 本 国籍 、外 国資本 にかかわ ら

ず)と の取 引で の"電 子デー タ交換"を 対象 としている。

2.1.3調 査 票 の概 要

今回の調査では、これまでの調査 との連続性を維持す るために、原則、前年度の調

査票の設問と同じとしているが、JEDICの 普及 ・啓蒙部会 と国際部会 での検討結果に

従い、若干の追加 ・修正を加えている。なお、実際の調査票を添付資料1に 示す。
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2.2調 査 結果

国内企業におけるEDIの 実態 につ いて、調査票 の項 目に沿って、これ までの調査

(1997年 、1998年 、1999年)と 比較 した形で以下 に示す。

2.2.1回 答 企 業 の概 要

回答企業の概要(資 本 金、売上高 、従業員数 、業種及び取引状況)は 、以下 の とお

りこれ まで とほ とんど同じ傾向である。

資本 金 によ る 回 答企 業 の特 徴 は 、 「1億 円以 上5億 円未 満 」が20.5%と 前 回 に続 い て

最 も多 く、次 に 「500億 円未 満 」 が15.9%と な っ て い る 。10億 円未 満 の企 業 が 半 数

(50.0%)を 占 めて い るが 、100億 円以 上 も25.4%に 達 して いる(図 表2.1)。

国 内売 上 高 で見 る と、分 布 状 況 は これ まで と ほ とん ど変 わ っ て いな い。「100億 円以

上500億 円未満 」の企 業 が 約1/4(23.9%)と 一 番 多 い 。1000億 円以 上 も28.4%と1/4

以 上 に達 して い る(図 表2-2)。

国 内従 業 員 数 で は、多 い順 か ら 「100人 以 上500人 未 満 」、 「1000人 以 上5000人 未

満 」。 「500人 以 上1000人 未 満 」 で あ り、 この3区 分 で67.6%を 占め る 。 この順 序 は

過 去3回 と も同 じで あ る(図 表2-3)。

図表2-1:回 答企業 の資本 金

資本金
2000 1999 1998 1997

`

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1

5000万 円未満 77 11.6% 126 17.9% 78 13.1% 74 12.6%

～1億 円未満 64 9.6% 91 12.9% 66 11.1% 52 8.8%

～5億 円未満 136 20.5% 129 18.3% 129 21.7% 116 19.7%

～10億 円未満 55 8.3% 45 6.4% 41 6.9% 35 5.9%

～50億 円未満
102 15.3% 108 15.3% 87 14.6% 93 15.8%

～100億 円未満 43 6.5% 39 5.5% 44 7.4% 51 8.7%

～500億 円未満 106 15.9% 89 12.6% 78 13.1% 94 16.0%

～1000億 円未満 24 3.6% 30 4.3% 23 3.9% 29 4.9%

1000億 円以 上 39 5.9% 30 4.3% 27 4.5% 33 5.6%

無回答 19 2.9% 17 2.4% 21 3.5% 12 2.0%

合計
■

665 100.0% 704 100.0% 594 100.0% 589 100.0%
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図表2-2:回 答企業の国内売 上高

売上高
2000 1999 1998 1997

`

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1

1億円未満 2 0.3% 1 0.1% 3 0.5% 3 0.5%

～5億 円未 満 17 2.6% 18 2.6% 17 2.9% 11 1.9%

～10億 円未 満
,31 4.7% 31 4.4% 22 3.7% 19 3.2%

～50億 円未 満 108 ・16 .2% 112 15.9%
151 25.4% 142 24.1%～100億 円未 満

.

55 8.3% 73 10.4%
～500億 円未 満 1159 23.9% 197 28.0% 145 24.4% 154 26.1%

～1000億 円未 満 65 9.8% 64 9.1% 76 12.8% 61 10.4%
～5000億 円未 満

.

117 17.6% 116 16.5% 101 17.0% 125 21.2%
～1兆 円未 満

.

38 5.7% 29 4.1% 26 4.4% 27 4.6%

1兆円以上 34 5.1% 35 5.0% 30 5.1% 33 5.6%

無回答
.

39 5.9% 28 4.0% 23 3.9% 14 2.4%

合計
■

665 100.0% 704 100.0% 594 100.0% 589 100.0%

図表2・3:回 答企業の国内従 業員数

従業員数
2000 1999 1998 1997

■

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1

10人 未 満11 1.7% 12 1.7% 13 22% 9 1.5%

～50人 未 満64 9.6% 79 11.2% 55 9.3% 49 8.3%

～100人 未満 56 8.4% 71 10.1% 59 9.9% 48 8.1%

～500人 未満 203 30.5% 213 30.3% 184 31.0% 155 26.3%
～1000人 未満 86 12.9% 97 13.8% 73 12.3% 94 16.0%

～5000人 未満
.

161 24.2% 144 20.5% 130 21.9% 150 25.5%

～1万 人未満 132 4.8% 34 4.8% 35 5.9% 36 6.1%

～5万 人未満 38 5.7% 41 5.8% 28 4.7% 39 6.6%

5万人以上 3 0.5% 3 0.4% 3 0.5% 2 0.3%

無回答
.

11 L7% 10 1.4% 14 2.4% 7 1.2%

合計 665 100.0% 704 100.0% 594 100.0% 589 100.0%
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回答企業の業種は、電気機器が一番多 く13.8%、 続 いて卸売業 の13.5%で あ った。

今 回の調査か ら、銀行 ・証券 ・保険等の金融関係にも調査票 を送付することとな り、

8.3%(55社)の 回答 を得た。

図表2・ ・4:回 答 企 業 の業 種

業種(注)
2000 1999 1998 1997

1企業数1
企業数1 企業数1 企業数1

水産 ・農 林 2 0.3% 2 0.3% 1 02% 1 0.2%

鉱業 1 0.2% 0 0 0

建設 21 3.2% 16 2.3% 15 2.5% 19 32%

食料品 29 4.4% 31 4.4% 21 3.5% 22 3.7%

繊維製品 46 6.9% 59 8.4% 47 7.9% 37 6.3%

パル プ ・紙 4 0.6% 4 0.6% 9 1.5% 7 1.2%

化学 13 2.0% 16 2.3% 11 1.9% 30 5.1%

医薬品 1 0.2% 2 0.3% 2 0.3% 1 0.2%

石油 ・石炭 0 1 0.1% 1 0.2% 1 02%

ゴム製品 0 0 1 0.2% 1 0.2%

ガ ラス ・土石製品 2 0.3% 2 0.3% 2 0.3% 2 0.3%

鉄鋼 18 2.7% 21 3.0% 23 3.9% 15 2.5%

非鉄金属 17 2.6% 21 3.0% 14 2.4% 20 3.4%

金属製品 10 1.5% 14 2.0% 10 1.7% 9 1.5%

機械 6 0.9% 10 1.4% 11 1.9% 16 2.7%

電気機器 92 13.8% 98 13.9% 82 13.8% 91 15.4%

輸送用機器 11 1.7% 9 1.3% 7 1.2% 16 2.7%

精密機器 10 1.5% 12 1.7% 8 1.3% 8 1.4%

その他製品 18 2.7% 21 3.0% 22 3.7% 23 3.9%

商社 47 7.1% 52 7.4%
147 24.7% 133 22.6%

卸売業 90 13.5% 117 16.6%

小売業 51 7.7% 54 7.7% 44 7.4% 33 5.6%

銀行 30 4.5% 0 0 0

その他金融 18 2.7% 0 1 0.2% 2 0.3%

証券 1 0.2% 0 0 0

保険 6 0.9% 0 1 0.2% 0

不動産 1 0.2% 0 0 0

陸運 9 1.4% 7 1.0% 5 0.8% 4 0.7%

海運 3 0.5% 5 0.7% 7 1.2% 3 0.5%

空運 0 2 0.3% 0 2 0.3%

運輸 ・倉庫 25 3.8% 28 4.0% 25 4.2% 34 5.8%

通信 2 0.3% 2 0.3% 1 0.2% 3 0.5%

電気 11 1.7% 9 1.3%
36 6.1% 25 4.2%

ガス 39 5.9% 41 5.8%

旅行関連サービス 3 0.5% 3 0.4% 2 0.3% 0

情報サ ー ビス 9 1.4% 7 1.0% 13 2.2% 8 1.4%

その他 サー ビス 4 0.6% 7 1.0% 5 0.8% 5 0.8%

行政 5 0.8% 7 1.0% 7 1.2% 7 1.2%

その他 7 1.1% 8 1.1% 13 2.2% 11 1.9%

無回答 3 0.5% 16 2.3%

合計
1

665 100.0% 704 100.0% 594 100.0% 589 100.0%

注:業 界名の分類は証券取引所の定める新業種分類を参考にしている。

本表は各企業の回答結果を単純集計している。

2-4



次の2表 は、回答企 業の取 引状 況 を示 したものであ り、伝票(発 注 、受注)の 件数

によ り整理 した もので ある。なお、1回 の受発注で複数種類 の商品、サー ビスの取引

が行われている場合は、総延べ数の回答になっている。また、件数は月平均の値を示

している。

図 表2・5:国 内企 業 へ の発 注 件 数

発注伝票(あ るいは商品、サー ビスの提供に付属す る伝票や電子データ)の 件数

発注取引件数
2000 1999 1998 1997

■

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1

500件 未満 91 13.7% 79 11.2% 69 11.6% 59 10.0%

～1000件 未満 50 7.5% 67 9.5% 34 5.7% 48 8.1%
～5000件 未 満 96 14.4% 120 17.0% 102 172% 102 17.3%
～1万 件未 満 53 8.0% 62 8.8% 76 12.8% 70 1L9%
～5万 件未満 104 15.6% 115 16.3% 115 19.4% 121 20.5%

～10万 件未 満 47 7.1% 47 6.7% 37 6.2% 37 6.3%
～50万 件未 満 46 6.9% 43 6.1% 42 7.1% 47 8.0%

50万 件以 上 38 5.7% 41 5.8% 33 5.6% 38 6.5%

無回答 140 21.1% 130 18.5% 86 14.5% 67 11.4%

合計
■

665 100.0% 704 100.0% 594 100.0% 589 100.0%

図表2-6:国 内企 業 か らの受 注 件 数

受注伝票(あ るいは商品、サー ビスの提供に付属す る伝票や電子データ)の 件数

受注取引件数
2000 1999 1998 1997

1

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1

500件 未満 96 14.4%

　

67 9.5% 75 12.6% 49 8.3%

～1000件 未満 41 6.2% 58 8.2% 29 4.9% 37 6.3%
～5000件 未満 80 12.0% 110 15.6% 76 12.8% 83 14.1%
～1万 件未満 43 6.5% 53 7.5% 58 9.8% 64 10.9%
～5万 件未満 98 14.7% 133 18.9% 117 19.7% 126 21.4%

～10万 件未満 49 7.4% 46 6.5% 49 82% 39 6.6%
～50万 件未満 72 10.8% 71 10.1% 53 8.9% 70 11.9%

50万 件以上 47 7.1% 43 6.1% 42 7.1% 44 7.5%

無回答 139 20.9% 123 17.5% 95 16.0% 77 13.1%

合計
1

665 100.0% 704 100.0% 594 100.0% 589 100.0%
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2.2.2電 子デー タ交換 の状況

(1)業 種別 「電子データ交換」の実施状況

電 子 デ ー タ交 換 につ い て 、500社(75.2%)が 実 施 して い る と回 答 して お り、前 回

(74.9%)と 同様 に高 い実 施 率 に な って い る(図 表2-7)。 実 施 企 業 が 多 い業 種 は 、電

気 機 器(75社)、 卸 売 業(73社)、 小 売 業(45社)、 商社(41社)な どで あ る。

実 施 企 業 数 が40社 以 上 の業 種 にお け る実 施 率 を並 べ る と、 小 売 業(88.2%)、 商社

(87.2%)、 電 気 機器(81.5%)、 卸 売 業(81.1%)に な って い る。今 回 の調 査 で は 、実

施 企 業が10社 以 上 あ る業 種 にお い て は、 いず れ も実 施 率 が50%以 上 にな って い る。
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図表2-7:回 答企業 の業種別 「電子データ交換」実施の有無

業種
2000 1999 1998 1997

企業刻EDIを 実施 企業数lEDIを 実施 企業数lEDIを 実施 企業数lEDIを 実施

水産 ・農林 2 2 100.0% 2 2 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

鉱業 1 1 100.0% 0 0 0 0 0 0

建設 21 11 52.4% 16 6 37.5% 15 9 60.0% 19 6 31.6%

食料品 29 29 100.0% 31 28 90.3% 21 20 95.2% 22 21 95.5%

繊維製品 46 34 73.9% 59 45 76.3% 47 29 61.7% 37 28 75.7%

パルプ ・紙 4 4 100.0% 4 0 0.0% 9 6 66.7% 7 4 57.1%

化学 13 12 923% 16 15 93.8% 11 11 100.0% 30 27 90.0%

医薬品 1 1 100.0% 2 2 100.0% 2 2 100.0% 1 1 100.0%

石油 ・石炭 0 0 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1 1 100.0%

ゴム製品 0 0 0 0 1 1 1 1 100.0%

ガラス ・土石製品 2 1 50.0% 2 1 50.0% 2 1 50.0% 2 2 100.0%

鉄鋼 18 15 833% 21 18 85.7% 23 21 91.3% 15 10 66.7%

非鉄金属 17 16 94.1% 21 19 90.5% 14 11 78.6% 20 16 80.0%

金属製品 10 7 70.0% 14 7 50.0% 10 8 80.0% 9 6 66.7%

機械 、6 2 33.3% 10 2 20.0% 11 5 45.5% 16 5 31.3%

電気機器 92 75 81.5% 98 81 82.7% 82 66 80.5% 91 75 82.4%

輸送用機器 11 10 90.9% 9 9 100.0% 7 4 57.1% 16 14 87.5%

精密機器 10 8 80.0% 12 10 83.3% 8 4 50.0% 8 4 50.0%

その他製品 18 14 77.8% 21 17 81.0% 22 18 81.8% 23 18 783%

商社 47 41 87.2% 52 41 78.8%
147 122 83.0% 133 100 75.2%

卸売業 90 73 81ユ% 117 92 78.6%

小売業 51 45 88.2% 54 46 852% 44 39 88.6% 33 28 84.8%

銀行 30 15 50.0% 0 0 0 0 0 0

その他金融 18 12 66.7% 0 0 1 1 2 1

証券 1 0 0.0% 0 0 0 0 0 0

保険 6 4 66.7% 0 0 1 1 100.0% 0 0

不動産 1 0 0.0% 0 0 0 0 0 0

陸運 9 7 77.8% 7 5 7L4% 5 4 80.0% 4 3 75.0%

海運 3 2 66.7% 5 3 60.0% 7 6 85.7% 3 1 33.3%

空運 0 0 2 2 100.0% 0 0 2 2 100.0%

運輸 ・倉庫 25 23 92.0% 28 25 89.3% 25 22 88.0% 34 27 79.4%

通信 2 0 0.0% 2 0 0.0% 1 0 0.0% 3 1 333%

電気 11 10 90.9% 9 9 100.0%
36 14 38.9% 25 9 36.0%

ガス 39 8 20.5% 41 11 26.8%

旅行関連サー ビス 3 1 33.3% 3 2 66.7% 2 1 50.0% 0 0

情報サービス 9 4 44.4% 7 4 57.1% 13 8 61.5% 8 4 50.0%

その他サービス 4 2 50.0% 7 4 57.1% 5 2 40.0% 5 3 60.0%

行政 5 3 60.0% 7 1 14.3% 7 0 0.0% 7 0 0.0%

その他 7 6 85.7% 8 5 62.5% 13 10 76.9% 11 10 90.9%

無回答 3 2 66.7% 16 14 87.5%

合計(平均実施率) 665 500 75.2% 704 527 74.9% 594 448 75.4% 589 429 72.8%
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(2)回 答企業の特徴別 「電子データ交換」実施の有無

図表2-8～2-22は 、回答企 業の特徴(資 本 金、売上高 、従業員数)別 に電子 データ

交換実施 の有無について整理したものである。

図表2-8～2-12は 、資本金別 「電子デー タ交換」実施状況 を示している。基本的に

は資本金の大きい企業ほど、電子データ交換の実施率が高くなっている。特に資本金

が50億 円以上 になる と、それぞれ の区間で90%前 後 の実施率 にな って いる。資本金

が10億 円未満の企業全体(332社)と10億 円以 上の企 業全体(314社)は 、ほぼ同

数で あるが、実施率 を比較すると前者が66.0%に 対 して後者 は86.0%に な ってお り、

そ の差 は顕著である。

なお、資本金は通常の場合1億 円、10億 円等 のキ リの良い値 であ ることが多いため、

下記のグラフの通 り 「1億 円以上5億 円未満 」 「10億 円以上50億 円未満」といった区

分 に属す る企業が多くなっている。

図表2-8:2000一 資 本 金 別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況(1)

線:電 子データ交換実施率(右 目盛 り)

棒:回 答企業数(左 目盛 り)
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図 表2-9:2000一 資 本 金 別 「電子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況(2)

資本金 企業数
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

5000万 円未満 77
.

45 58.4% 32 41.6%

～1億 円未満 64 34 53.1% 30 46.9%

～5億 円未満
136 97 71.3% 39 28.7%

～10億 円未満
55 43 78.2% 12 21.8%

～50億 円未満
.

102 80 78.4% 22 21.6%

～100億 円未満
.

43 39 90.7% 4 9.3%

～500億 円未満 106 94 88.7% 12 11.3%
～1000億 円未満 24 21 87.5% 3 12.5%

1000億 円以 上
.

39 36 92.3% 3 7.7%

無回答
.

19 11 57.9% 8 42.1%

合 計 665 500 75.2% 165 24.8%

図表2・10:1999一 資 本 金別 「電子 デー タ交 換 」 実 施 状 況

資本金 企業数
電子データ交換 を
行っている

電子データ交換を

行っていない

5000万 円未満 126 75 59.5% 51 40.5%

～1億 円未満
91 57 62.6% 34 37.4%

～5億 円未満 130 95 73.1% 35 26.9%

～10億 円未満 45 37 82.2% 8 17.8%

～50億 円未満
108 91 84.3% 17 15.7%

～100億 円未満
39 35 89.7% 4 10.3%

～500億 円未満 89 75 84.3% 14 15.7%

～1000億 円未満 30 25 83.3% 5 16.7%

1000億 円以上 30 30 100.0% 0 0.0%

無回答
.

16 7 43.8% 9 56.3%

合 計
■

704 527 74.9% 177 25.1%

図表2-11:1998・ 資 本 金別 「電子 デー タ交 換 」 実 施 状 況

資本金 企業数
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行 っていない

5000万 円未満78 43 55.1% 35 44.9%

～1億 円未満66 35 53.0% 31 47.0%.
～5億 円未満12g

97 75.2% 32 24.8%
～10億 円未満41

32 78.0% 9 22.0%

～50億 円未満87
73 83.9% 14 16ユ%

～100億 円未満44
41 93.2% 3 6.8%

～500億 円未満78
69 88.5% 9 11.5%

～1000億 円未満
.

23 22 95.7% 1 4.3%

1000億 円以上 27 24 88.9% 3 11.1%

合 計
■

573 436 76ユ% 137 23.9%
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図 表2-12:1997一 資 本 金 別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況

資本金 企業数
電子データ交換を

行っている

電子データ交換を

行っていない

5000万 円未満 71 42 59.2% 29 40.8%

～1億 円未満
51 29 56.9% 22 43.1%

～5億 円未満
111 76 68.5% 35 31.5%

～10億 円未満
33 29 87.9% 4 12ユ%

～50億 円未満
91 72 79.1% 19 20.9%

～100億 円未満
49 41 83.7% 8 16.3%

～500億 円未満
90 76 84.4% 14 15.6%

～1000億 円未満
29 27 93.1% 2 6.9%

1000億 円以 上 32 31 96.9% 1 3.1%

合 計
■

557 423 75.9% 134 24.1%

図表2-13～2-17は 、国内売上高別 「電子 データ交換」実施状況を示している。売

上高の大きい企業ほど、電子データ交換の実施率が高くなっている。特に売上高50

億 円以上が一つの区切 りにな って いる。売上高が50億 円未満 の企業全体(158社)

の実施率が49.4%で あるのに対 し、50億 円以上 の企業全体(468社)の 実施率は86.1%

になってお り、その差 は顕著で ある。

図表2-13:2000一 国 内売 上 高別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状況(1)

線:電 子データ交換実施率(右 目盛 り)

棒:回 答企業数(左 目盛 り)
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図 表2・14:2000一 国 内 売 上 高別 「電 子 デー タ交 換 」 実 施 状 況(2)

国内売上高 企業数
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

1億 円未満 2 2 100.0% 0 0.0%

～5億 円未満 17
.

3 17.6% 14 82.4%

～10億 円未満
31

.

13 41.9% 18 58.1%

～50億 円未満 108 60 55.6% 48 44.4%

～100億 円未満 55 43 78.2%' 12 21.8%
～500億 円未満 159 128 80.5% 31 19.5%

～1000億 円未満
.

65 59 90.8% 6 9.2%

～5000億 円未満
117

.

106
.

90.6% 11 9.4%

～1兆 円未満 38 35 92.1% 3 7.9%
・1兆 円以 上 134 32 94.1% 2 5.9%

無回答 39 19 48.7% 20 51.3%

合計
■

665 500 75.2% 165 24.8%

図表2-15:1999一 国 内 売 上 高 別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況

国内売上高 企業数
電子データ交換 を

行っている

電子データ交換を

行っていない

1億 円未満 1 1 100.0% 0 0.0%
～5億 円未満 18

.

6 33.3% 12 66.7%
～10億 円未 満 31 12 38.7% 19 61.3%
～50億 円未 満

.

112 55 49.1% 57 50.9%

～100億 円未 満 73
.

55 75.3% 18 24.7%

～500億 円未 満 197 162 82.2% 35 17.8%

～1000億 円未 満 64 56 87.5% 8 12.5%

～5000億 円未 満 116
.

104 89.7% 12 10.3%

～1兆 円未満 29 26 89.7% 3 10.3%

1兆円以上 35 33 94.3% 2 5.7%

無回答 28 17 60.7% 11 39.3%

合 計
`

704 527 74.9% 177 25.1%

図 表2-16:1998・ 国 内 売 上 高別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況

国内売上高 企業数
電子データ交換を

行 っている

電子データ交換 を

行 っていない

1億 円未満 3 1 33.3% 2 66.7%
～5億 円未満

・

17 5 29.4% 12 70.6%

～10億 円未 満
.

22 10 45.5% 12 54.5%
～100億 円未 満 151 84 55.6% 67 44.4%
～500億 円未 満 145 121 83.4% 24 16.6%
～1000億 円未 満 76

.

70 92.1% 6 7.9%
～5000億 円未 満 101 93 92.1% 8 7.9%
～1兆 円未満 26 23 88.5% 3 11.5%

1兆 円以上 30 28 93.3% 2 6.7%

合 計
■

571 435 76.2% 136 23.8%
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図表2-17:1997一 国 内売 上 高 別 「電 子 デー タ交 換 」実 施 状 況

国内売上高 企業数
電子データ交換 を

行 っている

電子データ交換 を

行っていない

1億 円未満 3 0 0.0% 3 100.0%
～5億 円未満 11 8 72.7% 3 27.3%
～10億 円未 満 18 4 222% 14 77.8%

～100億 円未満 137 79 57.7% 58 42.3%

～500億 円未満 150 121 80.7% 29 19.3%
～1000億 円未満 59 49 83.1% 10 16.9%

～5000億 円未 満 118 104 88.1% 14 11.9%

～1兆 円未満 27 23 85.2% 4 14.8%

1兆 円以上 32 32 100.0% 0 0.0%

合 計
■

555 420 75.7% 135 24.3%

図表2-18～2-22は 、国内従業員数別 「電子 デー タ交換」実施状況を示している。

資本金、国内売上高と同様に、国内従業員数の多い企業ほど、電子データ交換の実施

率が高くなっている。特に従業員数が500人 以 上での実施率 の平均 は89.7%と な って

いる。

図 表2-18:2000一 国 内従 業 員数 別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況(1)

線:電 子データ交換実施率(右 目盛 り)

棒:回 答企業数(左 目盛 り)
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図 表2・1 .9:2000一 国 内従 業 員 数別 「電 子 デ ー タ交 換 」 実 施 状 況(2)

国内従業員数 企業数
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

10人 未満 11 4 36.4% 7 63.6%
～50人 未満

64 24 37.5% 40 62.5%

～100人 未満
56 35 62.5% 21 37.5%

～500人 未満 203 144 70.9% 59 29.1%

～1000人 未満 86 73 84.9% 13 15.1%

～5000人 未満
.

161 142 88.2% 19 11.8%

～1万 人未満 32 31 96.9% 1 3.1%
～5万 人未満

38 38 100.0% 0 0.0%

5万 人以上 3 3 100.0% 0 0.0%

無回答 11 6 54.5% 5 45.5%

合 計
■

665 500 75.2% 165 24.8%

図表2-20:1999一 国 内従 業 員 数 別 「電 子 デ ー タ 交 換 」 実 施 状 況(2)

国内従業員数 企業数
電子データ交換 を
行っている

電子データ交換を

行っていない

10人 未満 12 6 50.0% 6 50.0%

～50人 未満 79 33 41.8% 46 58.2%
～100人 未満 171 42 59.2% 29 40.8%
～500人 未満

213
.

161 75.6% 52 24.4%
～1000人 未 満

97
.

81 83.5% 16 16.5%

～5000人 未 満
144

.

126 87.5% 18 12.5%

～1万 人未満 34 31 91.2% 3 8.8%

～5万 人未満 41 38 92.7% 3 7.3%

5万人以上 3 3 100.0% 0 0.0%

無回答 10
`

6 60.0% 4 40.0%

合 計 704 527 74.9% 177 25.1%

図表2-21:1998一 国内従業員数別 「電子デー タ交換」実施状況

国内従業員数 企業数
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

10人 未満 13 2 15.4% 11 84.6%

～50人 未満
55 25 45.5% 30 54.5%

～100人 未満 59 31 52.5% 28 47.5%

～500人 未満 184 136 73.9% 48 26.1%
～1000人 未満 73 65 89.0% 8 11.0%

～5000人 未満 130 121 93.1% 9 6.9%
～1万 人未満 35 30 85.7% 5 14.3%

～5万 人未満 28
.

27 96.4% 1 3.6%

5万 人以上 3 2 66.7% 1 33.3%

合 計
■

580 439 75.7% 141 24.3%
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図表2-22:1997一 国 内従 業 員 数 別 「電子 デー タ交 換 」実 施 状 況

国内従業員数 企業数
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を

行 っていない

10人 未満 9 5 55.6% 4 44.4%

～50人 未満 47 22 46.8% 25 532%
～100人 未満

46 20 43.5% 26 56.5%
～500人 未満

152 109 71.7% 43 28.3%
～1000人 未 満

90 75 83.3% 15 16.7%

～5000人 未 満
143 122 85.3% 21 14.7%

～1万 人未 満
34 31 91.2% 3 8.8%

～5万 人未 満 39 38 97.4% 1 2.6%

5万 人以上 2 2 100.0% 0 0.0%

合 計
`

562 424 75.4% 138 24.6%

(3)「 電子データ交換」推進上の課題と導入上の問題

電子データ交換を既に実施 している企業には更なる推進上の課題を、実施 していな

い企業には導入上の問題点を聞いた結果(3つ までの複 数回答)が 図表2-23～2-27で

あ る。図表2-25～2-27は 今 回以前 の3年 分 の調査結果 を示 して いる。

この中で、前々回まで課題 となっていた 「法制度上ペーパー レスにできない」につ

いては、1998年7月 の税法改正 によ り、 「電子 帳簿 の特定法(電 子 計算機等 を使用 し

て作成す る国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律)」 が成立 したため、前

回同様選択肢から外 している。

電子データ交換を行っている企業の更なる推進のための課題としては、「ハー ド、ソ

フ トなどの環境整備不足」(46.8%)と 「コス トがかか りす ぎ る」(43.2%)が 多 くな

っているが、前回に比べ これ らを選択している企業の割合は減少 している。続いて 「取

引先の理解を得られない」(31.7%)と な って いる。

電子 デー タ交換 を実施 していない企業における導入上の問題点としては、「ハー ド、

ソフトなどの環境整備不足」(49.1%、 前 回58.0%)、 「必要性 がな い」(36.5%)、 「社

内の情報化が進んでいない」(35.2%、 前回47.2%)と 続 いて いる。 このうち、環境整

備 不足、社内情報化の遅れの2つ につ いては、前回調査 と比較すると10ポ イ ン ト前

後 減少 してお り、徐々に社内インフラの整備が進んできていることを示しているもの

と思われる。
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図表2-23:2000-「 電 子 デ ー タ交 換 」 推 進 上 の課 題 も しく は導 入 上 の 問題 点(1)

(3つ までの複数回答)

理 由 全 体
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

①必要性がない 72 11.3% 14 2.9% 58 36.5%

② コス トがかか りすぎる 275 43.2% 238 49.8% 37 23.3%

③人手が足 りない
.

115 18.1% 95 19.9% 20 12.6%

④社内の情報化が進んでいない 162 25.4% 106 22.2% 56 35.2%

⑤ハー ド、ソフ トなどの環境整備不足 298 46.8% 220 46.0% 78 49.1%

⑥効果が分からない 124 19.5% 83 17.4% 41 25.8%

⑦得意先の理解を得られない 202 31.7% 169 35.4% 33 20.8%

⑧その他 81 12.7% 69 14.4% 12 7.5%

回答企業数
■

637
一

478 一 159 一

図表2-24:2000-「 電子データ交換」推進上 の課題 もしくは導入上の問題点(2)

⑤

②

⑦

④

⑥

③

①

⑧

0 50100150200250300350400
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図表2-25:1999・ 「電 子 デ ー タ交 換 」 推 進 上 の課 題 も し くは導 入 上 の 問題 点

(3つ までの複数回答)

理 由 全 体
電子データ交換を
行 っている

電子データ交換を
行っていない

①必要性がない 72 10.7% 13 2.6% 59 33.5%

② コス トがかか りすぎる
・

316 47.1% 261 52.7% 55 31.3%

③人手が足 りない 119
.

17.7% 96 19.4% 23 13.1%

④社内の情報化が進んでいない 214 31.9% 131 26.5% 83 47.2%

⑤ハー ド、ソフ トなどの環境整備 不足 360
.

53.7% 258 52.1% 102 58.0%

⑥効果が分か らない 150
.

22.4% 97 19.6% 53 30.1%

⑦得意先の理解を得 られない 197 29.4% 167 33.7% 30 17.0%

⑧その他 86 12.8% 72 14.5% 14 8.0%

回答企業数
1

671 一 495 一
176

一

図表2-26:1998-「 電 子 デ ー タ交 換 」推 進 上 の課 題 も し くは導 入 上 の 問題 点

(3つ までの複数回答)

理 由 全 体
電子データ交換を

行っている

電子データ交換を

行っていない

①必要性がない 57 10.1% 9 2.1% 48 34.5%

②コス トがかか りすぎる
.

207 36.8% 173 40.8% 34 24.5%

③人手が足 りない 84 14.9% 65 15.3% 19 13.7%

④社内の情報化が進んでいない 161 28.6% 99 23.3% 62 44.6%

⑤ハー ド、ソフ トなどの環境整備 不足
.

284 50.4% 206 48.6% 78 56.1%

⑥効果が分からない
.

108 19.2% 63 14.9% 45 32.4%

⑦得意先の理解を得 られない 147 26.1% 123 29.0% 24 17.3%

⑧法制度上ペーパーレスにできない 142 13.9% 131 30.9% 11 7.9%

⑨ペーパーレス以外の法律の問題
.

30 25.2% 28 6.6% 2 1.4%

⑩ トップの理解を得られない
.

14 5.3% 11 2.6% 3 2.2%

⑪その他 78 2.5% 67 15.8% 11 7.9%

回答企業数
1

563
一

424
一

139
一

図表2-27:1997-「 電 子 デー タ 交換 」推 進 上 の課 題 も し くは 導入 上 の 問題 点

(3つ までの複数回答)

理 由 全 体
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

①必要性がない 46 11.5% 22 8.9% 22 16.3%

②コス トがかか りすぎる
.

118 29.6% 77 31.0% 35 25.9%

③人手が足 りない 67 16.8% 42 16.9% 23 17.0%

④社内の情報化が進んでいない 125 31.3% 57 23.0% 65 48.1%

⑤ハー ド、ソフ トなどの環境整備不足 218 54.6% 123 49.6% 88 65.2%

⑥効果が分か らない 93 23.3% 52 21.0% 37 27.4%

⑦得意先の理解を得 られない
.

124 31.1% 92 37.1% 27 20.0%

⑧法制度上ペーパーレスにできない
.

74 15.0% 58 23.4% 13 9.6%

⑨ペーパーレス以外の法律の問題 16 18.5% 11 4.4% 5 3.7%

⑩ トップの理解を得られない 17 4.0% 10 4.0% 7 5.2%

⑪その他
.

60 4.3% 40 16.1% 17 12.6%

回答企業数
■

399
一

248 一 135
一
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(4)「 電子データ交換」を実施する際の要望

電子データ交換を実施する際の要望事項について聞いた結果(3つ までの複数 回答)

が図表2.28～2.32で ある。

電子データ交換を実 施する際の要望事項としては、現在の電子データ交換の実施の

有無に係わ らず、「国内の標準を統一して欲 しい」(全 体で63.2%)、 「業界 内の方 式を

統 一 して 欲 しい」(全 体 で47.8%)、 「安価 な トラ ンス レー タ が ほ しい」(全 体 で

38.8%)が 上位3項 目で、前 回 と順序 は変わ っていない。

図表2・28:2000・ 電 子 デ ー タ交 換 を行 うた め に要望 す る事項(1)

(3つ までの複数回答)

理 由 全 体
電子データ交換を
行っている

電子デー タ交換を
行って いない

①安価な トランス レータがほしい 232 38.8% 194 42.1% 38 27.7%

②行政がEDIを 実施してほしい 107 17.9% 71 15.4% 36 26.3%

③EDIの 重要性を一般に知らしめてほしし 162 27.1% 110 23.9% 52 38.0%

④EDIの 現状を一般に知 らしめてほしい 96 16.1% 63 13.7% 33 24.1%

⑤国内の標準を統一してほしい 378 63.2% 298 64.6% 80 58.4%

⑥業界内の方式を統一してほしい 286 47.8% 232 50.3% 54 39.4%

⑦その他 41 6.9% 37 8.0% 4 2.9%

回答企業数
■

598
一

461
一

137
一

図表2-29:2000一 電子 デー タ交換 を行 うた めに要望する事項(2)

⑤

⑥

①

③

②

④

⑦

050100150200250300350400450500
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図表2-30:1999・ 電 子 デ ー タ 交換 を行 うた め に要 望 す る事 項

(3つ までの複数回答)

理 由' 全 体
電子データ交換を

行っている

電子データ交換を

行っていない

①安価な トランスレータがほしい 279 42.7% 221 19.5% 58 16.1%

②行政がEDIを 実施してほしい
.

131 20.1% 94 8.3% 37 10.3%

③EDIの 重要性を一般に知 らしめてほしい 183 28.0% 128 11.3% 55 15.3%

④EDIの 現状を一般に知 らしめてほしい 116 17.8% 70 6.2% 46 12.8%

⑤国内の標準を統一 してほしい
.

434 66.5% 337 29.7% 97 26.9%

⑥業界内の方式を統一してほ しい 322 49.3% 260 22.9% 62 17.2%

⑦その他 29 4.4% 24 2.1% 5 1.4%

回答企業数
■

671 一 1134 一 360 一

図表2-31:1998電 子 データ交換 を行 うため に要望する事項

(3つ までの複数回答)

理 由 全 体
電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

①安価な トランスレータがほしい 183 33.9% 149 35.5% 34 28.3%

②行政がEDIを 実施 してほしい 97
.

18.0% 76 18.1% 21 17.5%

③EDIの 重要性を一般に知 らしめてほしい 113 20.9% 74 17.6% 39 32.5%

④EDIの 現状を一般に知 らしめてほしい 58 10.7% 33 7.9% 25 20.8%

⑤国内の標準を統一 してほしい 322
.

59.6% 259 61.7% 63 52.5%

⑥業界内の方式を統一 してほしい 242
.

44.8% 193 46.0% 49 40.8%

⑦法制度上、電子媒体による書類の保存を
認めてほしい

249 46.1% 206 49.0% 43 35.8%

⑧システム作 りをアウ トソーシングしたい 23 4.3% 17 4.0% 6 5.0%

⑨高度利用するためのコンサルティングを
受けたい

・

17 3.1% 14 3.3% 3 2.5%

⑩その他
.

24 4.4% 16 3.8% 8 6.7%

回答企業数
■

540
一

420 一 120 一

図表2-32:1997一 電 子 デ ー タ交 換 を行 うた め に要 望 す る事 項

(3つ までの複数回答)

理 由 全 体 電子データ交換を
行っている

電子データ交換を
行っていない

①安価な トランスレータがほしい 45 37.2%

未調査

②行政がEDIを 実施 してほしい
・

27 22.3%

③EDIの 重要性を一般 に知 らしめてほ しい 30 24.8%

④EDIの 現状 を一般 に知 らしめて ほしい 22 18.2%

⑤国内の標準を統一 してほしい 84 69.4%

⑥業界内の方式を統一してほしい 41 33.9%

⑦法制度上、電子媒体による書類の保存 を
認めてほしい

.

54 44.6%

⑧ システム作 りをアウ トソー シングした い
・

12 9.9%

⑨高度利用するためのコンサルティングを
受けたい

9 7.4%

⑩その他 5 4.1%

回答企業数
l

l21 一
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(5)「 電子データ交 換」の導入計画

図表2-33～2-35は 、現 在 、電 子 デ ー タ交換 を実 施 して い な い企 業 に聞 いた 結 果 で

あ る 。

電 子 デ ー タ交換 の 導 入 につ いて は 、 「計 画 は な い」 が53.7%と 一 番 多 い 。 「平 成11

年 度 中(平 成12年3月 まで)に 実 施 予 定 」 の企 業 は4社(2.5%)と わ ず か だ が 、 「3

年 以 内 に実 施 予 定 」 まで含 め る と、30社(18.5%)に な る。

図表2-33:「 電子 データ交換」の導 入計画(1)

阻害要因
2000 1999 1998 1997

■

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1

平成11年 度中(平 成12年3月 まで)に 実施予定 4 2.5% 3 1.7% 3 2.1% 7 4.9%

3年 以内に実施予定 26 16.0% 27 15.6% 27 18.8% 33 23.2%

必要性を調査中 45 27.8% 54 31.2% 40 27.8% 44 31.0%

計画はない 87 53.7% 89 51.4% 74 51.4% 58 40.8%

合計
■

162 100.0% 173 100.0% 144 100.0% 142 100.0%

図 表2-34:「 電 子 デ ー タ交 換 」 の導 入 計 画(2)

(電子データ交換未実施企業の回答、カッコ内は回答企業数)

計画 はな い

(87)

調査年度内
に実施予定

(4)
3年以内に

実施予定

必要性 を

調査中(45)
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図表2-35は 、現 在 、 電子 デ ー タ交 換 を実 施 して いな い企 業 が 、 新 た に電 子 デ ー タ

交 換 を実 施 す る場 合 の 、 希 望 相 手 業 種 を示 して い る。

受 注側 、発 注 側 の合 計 値 で 見 た とき 、希 望 業 種 と して5%以 上 の 回答 が あ った のが 、

商 社(54社 、14.8%)、 電 気 機 器(47社 、12.8%)、 卸 売 業(40社 、10 .9%)、 小 売 業

(30社 、8.2%)、 機械(22社 、6.0%)、 建 設(19社 、5 .2%)の6業 種 で あ る 。

図表2-35:「 電 子 デ ー タ交 換 」 を希 望 す る相 手 業 種

(現在、電子データ交換未実施企業、3つ までの複数回答)

業種 2000
■

1999 1998 1997

受注側1発 注側1合 計 受注側1発注側 合 計 合 計 合 計
水産 ・農林 0 0 0 0 0 0 1 0

鉱業 0
.

0 0 1 1 2 1 0

建設 11
.

8 19 14 10 24 12 13

食料品 1 1 2 2 2 4 1 1

繊維製品 7
.

11
.

18 7 19 26 16 6

パルプ ・紙 0
.

1 1 2 3 5 3 4

化学 0
.

1 1 2 0 2 1 3

医薬品 1
.

0 1 1 0 1 0 0

石油 ・石炭 1
.

5 6 1 7 8 3 0

ゴム製品 0 0 0 1 0 1 0 1

ガ ラス ・土石製品 0 0 0 1 1 2 1 2

鉄鋼 1
.

6 7 2 7 9 7 10

非鉄金属 1
.

4 5 3 6 9 5 3

金属製品 0
.

6 6 2 7 9 12 12

機械 11
.

11 22 14 14 28 22 17

電気機器 21
.

26 47 16 26 42 28 30

輸送用機器 2
.

0 2 7 5 12 3 3

精密機器 10
.

6 16 6 11 17 15 13

その他製品 3 10 13 1 14 15 14 6

商社 23 31 54 26 38 64
43 40卸売業 19 21 40 32 22 54

小売業 19 11 30 31 6 37 28 15

銀行 5 6 11 9 14 23 14 28

その他金融 0 1 1 0 0 0 0 1

証券 0 0 0 0 0 0 0 1

保険 0 0 0 1 1 2 0 0

不動産 3
.

0 3 3 0 3 0 1

陸運 2
.

3 5 4 5 9 2 7

海運 2
.

0 2 6 3 9 3 8

空運 0 0 0 1 0 1 0 0

運輸 ・倉庫 2
.

4 6 9 7 16 3 13

通信 1
.

1 2 4 5 9 4 1

電気 3
.

4 7 7 4 11
9 5

ガス 1
.

3 4 4 5 9

旅行関連サービス 3
.

2 5 2 1 3 1 1

情報サービス 5
.

5 10 2 5 7 5 5

その他サービス 2 4 6 1 3 4 4 0

行政 7 2 9 8 5 13 11 9

その他 3
1

2 5 4 0 4 5 6

延べ合 計(3つ まで) 170 196 366 237 257 494 277 265
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(6)「 電 子デー タ交換」 の実施 によるメリット

図 表2-36～2-37は 、 電子 デ ー タ交 換 を実 施 して い る企 業 に 聞 い た 結 果 で あ る。

電子データ交換を実施したことによるメリットとしては、回答企業数の割合で見 る

と、「省力化が進んだ」(55.6%)と 「事務処理 コス トが低減 した」(51 .5%)が 多い。

続 いて 「重 点顧客 とのパー トナーシップが強化された」(38.2%)、 「社 内の情報化 ・標

準化 が進ん だ。または、進むきっかけになった」(33.5%)と なってお り、前回調査 と

順序、割合 とも大きな変化は見 られない。

図 表2-36:2000-「 電 子 デ ー タ交 換 」 の実 施 によ る メ リ ッ ト(1)

(3つ までの複数回答)

メ リッ ト 2000
■

回答数1構 成比因 企業数

①重点顧客とのパー トナーシップが強化された 187
.

16.0% 38.2%

②顧客満足度が向上した 111
.

9.5% 22.7%

③社内の情報化 ・標準化が進んだ。または、進むきっかけになった 164
.

14.0% 33.5%

④在庫量の削減および在庫の回転率が向上 した 38
.

3.2% 7.8%

⑤納期の短縮が進んだ 108
.

9.2% 22.1%

⑥省力化が進んだ 272 23.2% 55.6%

⑦事務処理コス トが低減 した 1252 21.5% 51.5%
⑧多端末現象の解消につながった 15

.

1.3% 3.1%

⑨変換地獄の解消につながった 8 0.7% 1.6%

⑩その他 16 1.4% 3.3%

延べ回答数合計(3つ まで回答)
1

1171 100.0%

回答企業数 489 100.0%

図表2-37:2000-「 電 子 デー タ交 換 」 の実 施 に よ る メ リ ッ ト(2)

⑥
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(7)「 電子データ交換」の実施業務と利用している通信接続形態

電子データ交換をしている業務区分においては、商流EDI(受 発注、見積 り、納期

間合せ等)が421社(84.2%)、 金融(金 流)EDI(請 求支払、フ ァームバ ンキ ング等)

が303社(60.6%)、 物流EDI(運 送指示 、倉庫管理 、貨物追跡等)が228社(45.6%)

とな ってお り、8割 以 上の企業が商 流EDIを 実施 して いる ことになる。また、照会業

務や設計管理のようにどれにも属さないその他の業務 も61社(12.2%)あ り、電子 デ

ー タ交換 にお ける業務の多様化が見 られる(図 表2 -38)。

図表2・38:2000一 業務 区 分 別 ・電 子 デ ー タ交 換 の実 施 状 況(1)

商流EDI

金融EDI

物流EDI

その他

0 100 200 300

421(84.2%)

303(60.6%)

400 500

電子データ交換の業務区分を、利用 している通信接続形態との関係で示 したのが、

図表2-39で ある。

図表2-39:2000・ 業 務 別 ・電子 デ ー タ交 換 の 実 施 状 況(2)

(複数回答:い くつでも)

業務区分 VAN
インター

ネット

パソコン

通信

公衆
回線 専用線 その他 合 計 構成比

回答
企業数

割合

南流EDI 324 156 50 234 73 43 880 49.5% 421 84.2%

物流EDI 124 28 20 139 67 15 393 22.1% 228 45.6%

金融EDI 71 16 60 217 30 19 413 23.2% 303 60.6%

その他 17 26 9 26 11 4 93 5.2% 61 12.2%

延べ回答数
536 226 139 616 181 81 1779

30.1% 12.7% 7.8% 34.6% 10.2% 4.6% 1000%

回答企業数
370 190 113 353 132 54 500

74.0% 38.0% 22.6% 70.6% 26.4% 10.8% 100.0%

2-22



電子データ交換 に使用 している通信回線 としては、VANを 利 用 して い る企 業 が

74.0%と 一番多 く、次 に公衆 回線(70.6%)と な ってい る。VAN、 公衆 回線 、専用 線

を利用 して いる企業が昨年と比べ若干ではあるが減少しているのに対 し、インターネ

ッ トの利用が昨年の22.6%か ,ら38.0%へ 大幅 に上昇 してお り、よ り簡 易で安価なイン

タ・一一:・ネ ッ トの利用率が上昇 して いるのがわかる(図 表2-40、 図表2-41)。 このイ ンタ

ーネ ッ ト利用の上昇は しば らく続 くものと思われる。

図 表2-40:2000一 通 信 接続 形態 別 の利 用 状 況(1)

(複数回答:い くつで も)

VAN

インターネット

パソコン通信

公衆回線

専用線

その他

0 50100150200250300350400450

図 表2-41:通 信 接 続 形態 別 の利 用 状 況(2)

(複数回答:い くつで も)

業務区分 VAN
イ ン ター

ネ ッ ト

パソコン

通信
公衆
回線 専用線 その他

370 190 113 353 132 542000年

回答企業数 74.0% 38.0% 22.6% 70.6% 26.4% 10.8%

1999年

回答企業数

370 190 113 353 132 54

77.8% 22.6% 24.1% 71.2% 26.9% 12.0%
■

370 190 113 353 132 541998年

回答企業数 72.6% 16.5% 16.0% 76.4% 32.3% 9.8%
1

370 190 113 353 132 541997年

回答 企業数 75.0% 未調査 16.2% 76.3% 32.7% 12.4%

なお、参考までに、図表2-42～2・44に 回答企業の特 徴別(資 本 金、国内売上高、

国内従業員数)の 通 信接続形態 を、図表2・45に 業種別の通信接続 形態 を示す。
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図表2-42:2000一 資 本 金 別 ・通 信 接 続 形 態 別 の利 用 状 況

資本金 VAN
イ ンター

ネ ッ ト

パソコン
通信

公衆
回線 専用線 その他 合 計

5000万 円未満 31 24 12 37 9 13 126

～1億 円未満
.

34 18 7 41 6 2 108

～5億 円未満
.

104 40 35 133 33 14 359
～10億 円未満 42 16 15 56 14 3 146

～50億 円未満 81 31 22 96 33 14 277

～100億 円未満
.

44 14 10 45 16 7 136

～500億 円未満 110
.

43 26 120 38 14 351

～1000億 円未満 24
.

10 3 29 6 4 76

1000億 円以 上 61
.

26 7 51 24 10 179

無回答 5 4 2 8 2 0 21

合計
■

536 226 139 616 181 81 1779

図表2-43:2000一 国内売上高別 ・通信接続 形態別の利用状況

売上高 VAN
イ ンター

ネ ッ ト

パソコン
通信

公衆
回線
専用線 その他 合 計

1億 円未満 0
.

2 0 0 1 2 5

～5億 円未満 1 1 0 2 1 2 7

～10億 円未満 10 5 1 11 5 6 38

～50億 円未満 48
.

35 19 57 14 9 182

～100億 円未満 34
.

17 13 45 9 6 124

～500億 円未満 129
.

53 43 169 35 12 441

～1000億 円未満 74
.

23 16 73 25 5 216

～5000億 円未満 134 42 25 149 42 24 416

～1兆 円未 満 42 15 8 48 25 3 141

1兆 円以上 56 26 10 45 18 11 166

無回答 8 7 4 17 6 0 42

合計
1

536 226 139 616 181 80 1778

図表2-44:2000・ 国内従業員数別 ・通信接続形態別の利用状況

従業員数 VAN
イ ンター

ネ ッ ト

パソコン

通信
公衆
回線
専用線 その他 合 計

10人 未満 1 2 0 1 1 4 9

～50人 未満 17 16 6 21 9 10 79

～100人 未満 29 11 8 31 6 2 87

～500人 未満 147 69 49 188 52 16 521

～1000人 未満 79 32 27 93 27 12 270

～5000人 未満 154 48 36 193 43 16 490

～1万 人未満 45 14 4 36 18 8 125

～5万人未満
.

56 28 7 46 22 13 172

5万人以上 4
.

4 2 2 1 0 13

無回答 4 2 0 5 2 0 13

合計
■

536 226 139 616 181 81 1779
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図表2-45:2000'業 種 別 ・通 信 接続 形態 別 の利 用 状 況

業種llV姻1驚 ㌃ ド鴇 ン1鱗1専 用線1その他1合 計

水産 ・農 林 4 0 0 5 0 0 9

鉱業 0 0 0 1 1 1 3

建設 3 10 1 7 1 1 23

食料品 39 9 10 56 7 3 124

繊維製品 32 16 13 69 10 3 143

パ ル プ ・紙 4 1 2 6 1 2 16

化学 13 0 2 17 11 3 46

医薬品 1 0 0 0 0 0 1

石 油 ・石炭 0 0 0 0 0 0 0
ゴム製品 0 0 0 0 0 0 0

ガ ラス ・土石 製品 0 2 1 0 0 0 3

鉄鋼 21 7 9 32 11 4 84

非鉄金属 17 8 4 22 4 1 56

金属製品 7 1 1 8 1 0 18

機械 1 0 0 3 0 0 4

電気機器 90 51 24 51 13 6 235

輸送用機器 17 7 3 9 6 4 46

精密機器 7 5 0 4 0 1 17

その他製品 17 8 2 14 3 1 45

商社 54 28 13 54 33 6 188

卸売業 94 30 33 96 29 15 297

小売業 36 6 2 55 10 8 117

銀行 3 5 3 14 8 1 34

その他金融 2 2 2 12 7 5 30

証券 0 0 0 0 0 0 0

保険 3 2 1 2 0 0 8

不動産 0 0 0 0 0 0 0

陸運 6 5 1 7 4 0 23

海運 1 1 0 4 1 0 7

空運 0 0 0 0 0 0 0

運輸 ・倉庫 29 7 8 38 12 2 96

通信 0 0 0 0 0 0 0

電気 20 5 0 10 0 9 44

ガス 0 1 1 8 1 0 11

旅行関連サービス 0 1 0 1 0 0 2

情報サービス 2 2 0 6 1 0 11

その他サービス 2 1 0 0 1 2 6

行政 0 3 0 0 1 1 5

その他 10 2 3 5 3 2 25

無回答 1 0 0 0 1 0 2

合計
■

536 226 139 616 181 81 1779
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(8)取 引先との電子データ交換の仕方

以下では、販売側(受 注側)と 購 買側(発 注側)に 分 けて、そ れぞれの業務 にお け

る 「電子データ交換」実施の有無、電子データ交換方式、今後希望する相手業種等に

ついて示す。

(8-1)件 数で見た電子データ交換の実施率

各業務における電子データ交換の実施率について図表2-46～2-48に 示す。

販 売側 の実施率は、76.1%で あ り、前 回 とほほ同 じで ある。受注データ件数の50%

以 上について電子デー タ交換 を実施 している企業は21.3%、 件数 の90%以 上 について

実施 している企業 は5.2%で あった 。一方 、10%未 満 の実施率 の企業 は23.2%と かな り

高かった ものの、そ の割合 は徐々に減少 してきてお り、データ交換を始めた企業では

データ件数に占めるデータ交換の割合が少しずつ上がってきている傾向が見 られる。

購買側の実施率は、54.2%と 販売側 に較べて低 い実施率 にな っているが、データ交

換を行う企業が少しずつ増えてきている傾向にある。

図表2-46:販 売業務 にお ける電子デー タ交換 の実施率

電子データ交換の実施率
2000 1999 1998 1997

1

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1

販売側の業務では行っていない 111 23.9% 114 23.1% 93 23.7% 129 29.5%

受注データ件数の10%未 満 108 23.2% 131 26.5% 139 30.5% 120 29.3%

受注データ件数の10%以 上30%未 満 89 19.1% 93 18.8%
76 16.7% 100 24.4%

受注データ件数の30%以 上50%未 満 58 12.5% 56 11.3%

受注データ件数の50%以 上70%未 満 40
.

8.6% 34 6.9%

84 18.4% 88 21.5%受注データ件数の70%以 上90%未 満 35
.

7.5% 38 7.7%

受注データ件数の90%以 上 24 5.2% 28 5.7%

合計
1

465 100.0% 494 100.0% 392 100.0% 437 100.0%

図表2-47:購 買業務 における電子デー タ交換 の実施率

電子データ交換の実施率
2000 1999 1998 1997

■

企業数1 企業数1 企業蜘 企業数1

購買側の業務では行っていない 200 45.8% 218 47.8% 179 49.9% 186 45.4%

注文データ件数の10%未 満 65 14.9% 74 16.2% 58 16.2% 63 15.4%

注文データ件数の10%以 上30%未 満 46 10.5% 43 9.4%
43 12.0% 63 15.4%

注文データ件数の30%以 上50%未 満 37 8.5% 26 5.7%

注文データ件数の50%以 上70%未 満
.

38 8.7% 43 9.4%

79 22.0% 98 23.9%注文データ件数の70%以 上90%未 満
.

31 7.1% 30 6.6%

注文データ件数の90%以 上 20 4.6% 22 4.8%

合計 437 100.0% 456 100.0% 359 100.0% 410 100.0%
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(8-2)電 子デー タ交 換方式

販売業務 および購買業務で使用される 「電子データ交換」の状況を図表2-48～2・50

に示す。

なお、今回の調査で対 象 とした交換方式の分類を次に示す。

(電子デー タ交換 の種 類)

①CIIま たはCII準 拠 の標準

②EDIEACTま た はEDIFACT準 拠の標準

③ 自社側 の業 界標準方式

④ 取引先側の業界標準方式

⑤ 自社の独 自フォーマッ ト

⑥ 取引先の独自フォーマッ ト

・なお、使用 している業界標準が"CII準 拠"か"EDIFACT準 拠"か 、わか らない

場合 には、"自 社側 の業 界標 準方 式"か"取 引先側の業界標 準方式"に 記入す るよ うに

している。

また、自社 と取引先側が同じ業界に属する場合は、"自 社 側の業界標準 方式"に 記入

す るよ うに して いる。

販売業務(受 注業 務)に つ いて は、取 引先 の独 自フォーマ ットを使用するところが

多い(28.6%)。 実質 的な国内標準であるCIIま たはCII準 拠 の標準 の採用 は25.9%と

な ってお り、徐 々 に利用率が増 えてきている。一方、購買業務(発 注業務)に ついて

は、 自社の独 自フォー マ ット(25.5%)が 一番 多 く、続 いてCIIま た はCII準 拠 の標

準 の採用(25.2%)と な って いる。なお、業界標準 としてCII標 準 を使用 していて も、

それ を認識 していない回答 も多いと推定できるので、CII標 準の実際の採用 は、 この

値 よ りも大 きいと思われる。また、販売業務と購買業務を合わせてみると、国内標準

のCIIと 国際標準 のUNIEDIEACTを 合計 した割合 は29.4%で あ り、昨年 の28.1%に

比べて若干で はあるが 上昇 している。(図 表2-50)

図表2-48:販 売業務 にお ける電子デー タ交 換方式

電子データ交換方
2000 1999 1998 1997

■

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1
CII 134 25.9% 129 23.9% 109 22.1% 109 20.5%

EDIFACT 21 4.1% 22 4.1% 11 2.2% 9 1.7%

自社側業界標準 45 8.7% 48 8.9% 75 15.2% 77 14.5%

取引先側業界標準 109 21.0% 121 22.4% 96 19.4% 105 19.7%

自社独 自 61 11.8% 75 13.9% 63 12.8% 85 16.0%

取引先独 自 148 28.6% 145 26.9% 140 28.3% 147 27.6%

合計
■

518 100.0% 540 100.0% 494 100.0% 532 100.0%
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図表2-49:購 買業務 におけ る電子 データ交換方式

電子データ交換方
2000 1999 1998 1997

■

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1
CII 74 25.2% 71 24.8% 48 14.7% 52 17.7%

EDIFACT 10 3.4% 10 3.5% 5 1.5% 6 2.0%

自社側業界標準 54 18.4% 49 17ユ% 91 27.9% 59 20.1%

取引先側業界標準 35 11.9% 44 15.4% 45 13.8% 35 11.9%

自社独 自 75 25.5% 67 23.4% 76 23.3% 87 29.6%

取引先独 自 46 15.6% 45 15.7% 61 18.7% 55 18.7%

合計 294 100.0% 286 100.0% 326 100.0% 294 100.0%

図表2-50:電 子デー タ交換方式(販 売業務 と購 買業務 の合 計)

電子データ交換方式
2000 1999 1998 1997

■

企業数1 企業数1 企業数1 企業数1
CII 208 25.6% 200 24.2% 157 19.1% 161 19.5%

EDIFACT 31 3.8% 32 3.9% 16 2.0% 15 1.8%

自社側業界標準 99 12.2% 97 11.7% 166 20.2% 136 16.5%

取引先側業界標準 144 17.7% 165 20.0% 141 17.2% 140 16.9%

自社独自 136 16.7% 142 17.2% 139 17.0% 172 20.8%

取引先独自 194 23.9% 190 23.0% 201 24.5% 202 24.5%

合計
■

812 100.0% 826 100.0% 820 100.0% 826 100.0%

図表2-51～2-56に 、電子デー タ交換方式 に関す る参考情報 を示す。

図表2-51と2-52は 取 引企業数別 に、 どのよ うな電子データ交換方式を使用 してい

るかを示 している。また図表2-53と2-54は 取 引件数(月 平均)別 に、 どのよ うな電

子 データ交換方式を使用 しているかを示 している。

図表2-51:取 引企業数別 ・電子 データ交換 方式の状況(販 売業務)

取引企業数llCIIトDIFAC1蟻 器㌦li穀篇塁1追書41墨;藁 響1合 計

5社以下 62 18 12 55 23 88 258

～10社 以下 13 1 4 12 8 13 51

～20社 以下 25 0 8 14 9 16 72

～50社 以下 19 2 6 10 8 12 57

～100社 以下
5 0 6 11 2 7 31

～500社 以下
10 0 3 5 4 10 32

501社 以 上 0 0 6 2 5 2 15

図表2-52:取 引企業数別 ・電子デー タ交換方式の状況(購 買業務)

取引企業数llcIIblFA叫 聯 ㌧1肇;麟1撮 麟1㌶ 劉 合計

5社以下 21 5 13 24 25 36 124

～10社 以下 12 1 4 3 9 3 32

～20社 以下 13 2 4 1 8 6 34

～50社 以下 12 2 4 6 7 1 32

～100社 以下 4 0 12 0 6 0 22

～500社 以下 11 0 15 1 16 0 43

501社 以上 1 0 2 0 4 0 7
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図表2・53:取 引件数(月 平均)別 ・電子 デー タ交換方式 の状況(販 売業務)

取引件数llCIIIEDIFAC1麟 累㌧1翼翼篇塁1鑑 望数1墨2努 饗1合 計

500件 以下 31 10

　

11 24 8 35 119

1000件 以下
・

25 1 5 17 2 15 65

5000件 以下
.

25 5 7 20 12 35 104

1万件以下
.

12 4 4 7 4 10 41

5万件以下 21 2 10 13 9 19 74

10万 件以下 12
.

.0 6 7 9 6 40

50万 件以下 3 0 2 9 5 5 24

50万1件 以上
.

0 0 0 7 4 10 21

図表2-54:取 引件 数(月 平均)別 ・電子デー タ交換方式 の状況(購 買業務)

取引件数llCIIbIFAC司 轟 §墨1翼;篇響1鑑 嬰良1墨2秀ま1合 計

500件 以下 .10
.

3 9 6 12 12 52

1000件 以下 7 2 0 5 4 2 20

5000件 以下 17 2 9 8 15 12 63

1万件以下
.

9 1 5 2 5 4 26

5万 件以下
.

16 0 12 6 18 7 59

10万 件 以下
.

5 1 3 2 7 0 18

50万 件 以下, 2 0 9 5 10 4 30

50万1件 以上
.

3 0 11 1 10 0 25
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図表2-55と2-56は 回答企 業の取 引先業種別 に、 どのような電子データ交換方式を

使用 しているかを示 している。

.図表2・55:取 引先業種別 ・電子データ交換方式の状況(販 売業務)

(3つ までの複数回答)

相手業種llCIIEDIFACT㌶ 準1雛 ‡ 鵠 式 職 質1合 計

水産 ・農林 0 0 0 1 1 3

　

5

鉱業 0 0 1 2 0 3 6

建設 4 0 0 3 1 1 9

食料品 0 0 2 5 4 9 20
繊維製品 2 0 3 3 8 6 22

パルプ ・紙 0 0 4 2 2 1 9

化学 1
.

1 2 1 5 4 14

医薬品 0 0 0 1 0 2 3

石油 ・石炭 1 0 0 0 0 1 2

ゴム製品 0 0 0 0 0 0 0
ガ ラス ・土 石製品 0

.

0 1 0 0 0 1

鉄鋼 4 1 1 3 2 4 15

非鉄金属 5 1 1 1 2 4 14

金属製品 1 0 0 1 0 2 4

機械 13 0 1 3 1 8 26

電気機器 92 7 3 15 9 55 181

輸送用機器 13 0 1 6 4 30 54

精密機器 27 0 1 1 1 14 44

その他製品 2 0 1 1 2 7 13

商社 20
.

2 4 7 16 9 58

卸売業 5 1 20 24 10 21 81

小売業 10 9 12 51 7 38 127

銀行 0 0 2 16 1 0 19

その他金融 0 0 1 4 0 0 5

証券 0 0 1 0 0 0 1

保険 0
.

0 3 0 1 1 5

不動産 0
.

0 0 0 0 0 0
陸運 0 0 1 0 1 2 4

海運 0
.

2 0 0 0 0 2

空運 0
.

0 0 0 0 0 0

運輸 ・倉庫 2 3 3 1 11 5 25

通信
.

9 0 1 0 0 2 12

電気
.

17 0 1 2 0 1 21

ガス 2 0 0 1 0 3 6

旅行関連サー ビス 0 0 0 0 0 1 1

情報サー ビス
.

0 1 0 0 0 2 3

そ の他サー ビス
.

0 0 2 0 0 0 2

行政 0
.

2 1 1 0 0 4

その他 2 0 4 0 0 2 8

延べ合計
1

230 30 74 156 89 239 818
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図表2-56:取 引先業種別 ・電子デー タ交換方式の状況(購 買業務)

(3つ までの複数回答)

相手難llCIIEDIFA㏄ ㌶ 準1翼 翼灘 鵠 式 取引先側 合計
独自方式1

水産 ・農林 1 0 3 0 0 0 4

鉱業 0 0 0 0 0 0 0

建設 5 0 0 0 5 0 10

食料品
.

0 1 20 7 10 0 38

繊維製品 3 2 8 2 15 3 33
パル プ ・紙 2 0 8 4 5 4 23
化学

.

4 0 5 0 9 2 20

医薬品 0 0 0 0 1 0 1

石油 ・石炭 0 0 0 0 0 0 0

ゴム製品 1 0 1 0 2 0 4

ガラス ・土石製品 1 0 0 1 0 0 2

鉄鋼 2 1 1 7 5 5 21

非鉄金属 3 0 2 1 4 6 16

金属製品 6 0 3 0 3 2 14

機械 7 0 1 1 9 2 20

電気機器 50
.

1 6 4 25 12 98

輸送用機器 0
.

0 0 2 7 2 11

精密機器 21
.

0 2 1 6 3 33

その他製品 11
.

1 3 1 4 3 23

商社 10
.

0 8 4 12 4 38

卸売業 1
.

5 22 2 12 2 44

小売業 0
.

1 3 2 3 1 10

銀行 0 0 1 9 0 2 12

その他金融 1 0 1 0 0 2 4

証券 0 0 0 0 0 0 0

保険 0 0 0 0 1 0 1

不動産 0 0 0 0 0 0 0

陸運 1 0 0 0 0 1 2

海運 0
.

0 0 1 0 1 2

空運 0
.

0 0 0 0 0 0

運輸 ・倉庫 1 1 1 0 9 0 12

通信
.

0 0 0 0 0 0 0
電気 2 0 0 0 0 0 2

ガス 0 0 0 0 0 0 0
旅行関連サー ビス 0 0 0 0 0 0 0

情報サービス 0
.

0 1 0 2 0 3

その他サービス 0
.

0 1 0 0 0 1

行政 0 2 1 0 0 0 3
その他 1 0 1 2 2 0 6

延べ合計 134 15 103 51 151 57 511
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図表2-57は 、電子データ交換 を実 施 している企業が、今後新たに電子データ交換

を実施 したい業種を、販売側 と購買側のそれぞれについて選択 した結果である。

図表2-57:「 電子デ ー タ交換」 を新 た に希望 する相手業種

(3つ までの複数回答)

実施希望業種 2000
■ 1999 1998 1997

販売側1購 買側1合 計 販売側1購 買側1合 計 合 計 合 計
水産 ・農林 3 3 6 0 0 0 2 4

鉱業 0
.

0 0 0 0 0 2 0
建設 3

.

2 5 2 2 4 13 10

食料品 3
.

8 11 5 6 11 9 14

繊維製品 8
.

9 17 7 18 25 20 24

パル プ ・紙 0 1 1 3 7 10 10 13

化学 3 6 9 3 12 15 11 25

医薬品 2
.

4 6 3 2 5 2 6

石油 ・石炭 0 2 2 1 1 2 4 12

ゴム製品 0 2 2 2 1 3 0 2

ガ ラス ・土石製品 3 1 4 1 1 2 3 5

鉄鋼 1 5 6 2 5 7 12 12

非鉄金属 3 7 10 0 5 5 9 9

金属製品 2 4 6 3 7 10 16 21

機械 8
.

3 11 5 13 18 14 24

電気機器 15
.

16 31 22 17 39 45 57

輸送用機器 7
.

1 8 7 2 9 14 8

精密機器 6 2 8 10 11 21 18 21

その他製品 4
.

12 16 1 9 10 22 19

商社 24 25 49 18 34 52
53 61卸売業

.

18 12 30 16 10 26

小売業 24 8 32 21 3 24 31 38

銀行 7
.

7 14 9 7 16 22 30

その他金融 3
.

2 5 2 1 3 0 4

証券 0 1 1 0 0 0 0 0

保険 0 0 0 3 0 3 0 1

不動産 0
.

0 0 0 0 0 2 1

陸運 4
.

6 10 4 8 12 16 24

海運 2 2 4 3 1 4 6 6

空運 1 1 2 3 0 3 1 1

運輸 ・倉庫
.

17 13 30 10 11 21 35 53

通信 14 2 6 5 1 6 5 4

電気 1 1 2 2 2 4
1 7

ガス lo 1 1 1 0 1

旅行関連サー ビス 2 0 2 2 1 3 4 4

情報サー ビス 2 6 8 5 1 6 6 9

その他サービス 0
.

0 0 2 1 3 3 2

行政 4 2 6 4 1 5 8 0

その他 3 3 6 2 1 3 11 14

延べ合計 187 180 367 189 202 391 430 545
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3.国 際EDIの 実態調査

3.1調 査概 要

本調査 は、第2章 の 「国内EDIの 実態調査」 と同様 に、EDI推 進協議会(JEDIC)

の活動 の一環 と して 、1997年 よ り開始 された。

国際取 引 に伴 う電子データ交換については、その適用業界、採用されている標準等

について、具体的かつ継続的に調査 したデータはほとんどないのが実情である。この

ためJEDICで は、今後 も継続的 に調査 を行 い、その動向を広 く一般に公表 していく

予定である。

(注)国 際取 引、国 際電子デー タ交換

本 第3章 で は、 「国際取 引」 とい う語 は、特に断 らない限 り、 日本企業と海外企業

(日本企業 の現 地法人 を除 く)と の間における商品やサー ビスの取 引という意味で使

用する。第三国間取引などは除外する。同様に 「国際電子データ交換」とは、特に断

らない限 り、この国際取引に伴 う電子データ交換を意味する。

3.1.1調 査 の 目的

海外の電子データ交換の状況 を日本から見 ると、標準を使ったEDIで は 「北米企業

との取 引はANSIX.12、 欧州や アジアの企業 とはUN/EDIFACT」 と捉 え られて いる。

た だ しUNIEDIEACTと 言 って も、地域、業界 ごとに標準メッセージのサブセ ットが

開発、利用 されていることがあるため、例えばある企業への発注に使えたメッセージ

が任意項 目の相違によって必ず しも他の企業への発注に使えるとは限 らないことがあ

るというのが実情のようである。

また両標準の制定以前か ら各企業の独 自規約によるデータ交換が行われていたり、

さらに近年のインターネッ トの普及によ り、比較的手軽にデータ交換ができる下地が

整いつつある。

こういった状況の中で、海外へ取引を拡大する日本企業にとって進出しようとする

地域、国、業界によってどのような方式 をとればよいかという情報収集が重要 となっ

ていると考えられる。

したがって本調査では、世界の各地域、国、業界ではどういった方式が使用されて

いるかを取 りまとめた。この調査結果がわが国企業に役立っ情報 となり、さらにはそ

れによってわが国におけるEDIが 一層普及す ることを期待 して いる。

なお、このような目的から、本調査では国連で検討されている国際的なEDI標 準 で

あるUN/EDIFACTに 重点 を置 きつつ も、それだけに限 らず、電子的に行われている

データ交換全般 を対象とした。
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3.1.2調 査 の 方 法

調査は1999年12月 、郵送 によるア ンケー ト方式 によ り実施 した。アンケー ト対象

企業は、JEDIC会 員 の各業界団体 に所属す る企 業等3,149社 で ある。これ らの企業 に

対 し、 「国際EDIの 実態調査」 の調査票 を送付 した。

その結果、574社 か ら回答 が得 られた(回 収率 は18.2%)。

3.1.3調 査 票 の概 要

今回の調査では、前回までの連続性、継続性 を維持するために、原則、定点観測 ・

調査の継続性 という観点か ら、前年度のアンケー ト調査票の設問と同じとしてお り、

調査項目はおおよそ以下の通 りである。なお、実際の調査票は添付資料2を 参照 して

いただきたい。

・国際電子データ交換の導入状況に関する設問

・UN!EDIEACTに 関す る設問

・国際電子 データ交換 の方式に関する設問
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3.2ア ンケー ト調査結果

国内企業 にお ける国際EDIの 実態 につ いて、調査票 の項 目に沿って、基本的に前回

までの調査 と比較 した形での集計 ・分析結果を示す。

(1)「 国際電子データ交換」の導入状況

国際取引に 「電子データ交換」を既に導入済みの企業は、回答企業574社 の11.1%

に当た る64社 とな って いる。 また 、現在 「導入作業中である」、「導入の予定である」

を加えると93社(16.2%)と な って いる。

図表3-1:「 国際電子データ交換」 の導入状 況

国際電子データ交換の導入状況
2000 1999 1998

企業数1構 成比 企業数 構成比 企業数1構 成比

(1)導 入済である 64 11.1% 76 12.1% 42 8.3%

(2)導入作業中である
.

1 0.2% 6 1.0% 7 1.4%

(3)導 入の予定であ る ・ 28 4.9% 34 5.4% 33 6.5%

(4)導入の予定がない 481 83.8% 513 81.6% 424 83.8%

合計115741100.o%16291100.o%1506}100.o%

図表3・2:「 国 際電子 デー タ交換」の推進上 の課題/未 導入 の理 由

(3つ まで複数回答)

推進上の課題/未 導入の理由
2000 1999 1998

回答数 構成比1対 企業数 回答数 構成比 対企業数 回答数隔 成比 対企業数

(1)必要性がない /353 40.4% 65.6% 373

　

37.4% 59.3% 286

　

402%

　

66.4%

(2)法 制 度上ペーパー レスにできな い 24 2.7% 4.5% 26 2.6% 4.1% 21 2.9% 4.9%

(3)ペーパーレス以外の法律の問題 22 2.5% 4.1% 17 1.7% 2.7% 16 2.2% 3.7%

(4)コ ス トがかか りすぎる 102 11.7% 19.0% 108 10.8% 17.2% 68 9.6% 15.8%

(5)人手が足 りない 58 6.6% 10.8% 60 θ.0% 9.5% 35 4.9% 8.1%

(6)社内の情報化が進んでいない 68 7.8% 12.6% 90 9.0% 14.3% 69 9.7% 16.0%

(7)ハ ー ド,ソ フ トな どの環境 整備不足 102 11.7% 19.0% 137 18.7% 21.8% 94 13.2% 21.8%

(8)効果がわからない 76 8.7% 14.1% 91 9.1% 14.5% 67 9.4% 15.5%

(9)トップの理解を得られない 3 0.3% 0.6% 8 0.8% 1.3% 5 0.7% 1.2%

(10)得意先の理解 を得 られない 24 2.7% 4.5% 29 2.9% 4.6% 22 3.1% 5.1%

(11)その他(具体的にお書き下さい) 42 4.8% 7.8% 59 5.9% 9.4% 29 4.1% 6.7%

回答数合計 874 100.0% 998 100.0% 712 100.0%

回答企業数 　 538 100.0% 629 100.0% 431 100.0%

「国際電子データ交換」の更なる推進上の課題もしくは、導入 しない(で きない)

理 由につ いての調査結果 を図表3-2に 示す。回答企業の65.6%が 「必要性がな い」 と

回答 して いる。 これ以外では 「コス トがかか りすぎる」 と 「ハー ド、ソフ トな どの環

境整備不足」が19.0%、 「効果 がわか らない」14.1%、 「社 内の情 報化が進んで いな い」

12.6%と なってお り、必要性 がない点 を除けば、国内EDIの 調査結果 と類似 の傾 向を

示 して いる。
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また 「その他」の具体的な回答としては、「国内システムと海外システムが整合 して

いない」「海外現地での要員確保が難 しい」「得意先のEDI化 に対す る認識 の低 さ」と

いった ものが挙がっている。

図表3-3の 「EDI導 入 によるメ リッ ト/期 待 される効果 」につ いて は、最 も多かっ

たのが 「省力化が進んだ」50.0%で 、次 いで 「重 要顧客 とのパー トナーシップが強化

された」44.4%、 「事務処理 コス トが低減 した」41.1%、 といった順 にな って いる。ま

た 「納期の短縮が進んだ」については、前回に比べ10ポ イン ト以上 も増加 して いる。

この他にもメリッ ト/期 待効果 を挙 げて いる企業が多 く、複数のメリッ トを享受 して

いることが うかがえる。また、従来EDIを 進 める上 で一つ の トリガー にな っていたと

思われる 「多端末現象の解消」「変換地獄の解消」を挙げる企業は前回同様少なかった。

図表3-3:「 国際電子デー タ交換」 によるメ リッ ト/期 待 され る効果

(3つ まで複数 回答)

メリッ ト/期 待効果
2000 1999 1998

■

企業数1構 成比1対 企業数 企業数 曄 成比1対企業数 未調査

(1)重 要顧 客 とのパー トナー シ ップ強化 40 17.8% 44.4% 45 16.6% 39.5% 一

(2)顧客満足度が向上した 28 12.4% 31.1% 33 122% 28.9% ・

(3)社内の情報化 ・標準化 のきっかけ 30 13.3% 33.3% 33 12.2% 28.9% ・

(4)在庫量削減、在庫回転率向上 11 4.9% 12.2% 8 3.0% 7.0% 一

(5)納期の短縮が進んだ 31 13.8% 34.4% 27 10.0% 23.7% 一

(6)省力化が進んだ 45 20.0% 50.0% 61 22.5% 53.5% 一

(7)事務処理コス トが低減 した 37 16.4% 41.1% 58 21.4% 50.9% ・

(8)多端末現象の解消につながった 0 0.0% 0.0% 2 0.7% 1.8% 一

(9)変換地獄の解消につながった 1 0.4% 1.1% 1 0.4% 0.9% ●

(10)そ の他(具 体的にお書 き下 さしり 2 0.9% 2.2% 3 1.1% 2.6% ・

回答数合計 225 100.0% 271 100.0%

　

回答企業数
1

90 100.0% 114 100.0%
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以下の調査結果は、「国際電子データ交換」を 「導入済みである」、「導入の予定であ

る」、「導入作業中である」のいずれかに該当する企業か らの回答に基づいている。

(2)UNIEDIFACTに つ い て

まず 、UN/EDIFACTの 認 知 度 につ いて の 調査 結 果 を 図表3-4に 示 す 。

これ に よれ ば 、 「自社 で の 取 引 に利 用 して い る」30.4%、 「2年 以 内 に利 用 を 開始 す

る計 画 」2.2%、 「利 用 す る方 向 で検 討 して い る 」8.7%で 、 これ ら3つ を合 わ せ る と

41.3%と な っ て い る 。 「国 際 電 子 デ ー タ 交 換 」 を 実 施 し て い る 企 業 の 中 で は 、

UN/EDIFACTの 認 知 度 は高 く、 「知 らな い」 と い う回答 は10.9%に 留 ま って い る。

図 表3-4:UNIEDIFACTの 認 知 度

UNIEDIFACTの 利用状 況
2000 1999 1998

■

企業数隔 成比 企業数1構 成比 企業数隔 成比

(1)自社での取引に利用 している 28 30.4% 29 25.7% 23 28.8%

(2)2年以内に利用を開始する計画 2 2.2% 9 8.0% 11 13.8%

(3)利用する方向で検討している 8 8.7% 8 7.1% 3 3.8%

(4)内容 を知 って いる 20 21.7% 22 19.5% 16 20.0%

(5)名前 を知 って いる 124 26.1% 30 26.5% 21 26.3%

(6)知 らない 10 10.9% 15 13.3% 6 7.5%

(7)そ の他
.

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計ll921100.o%11131100.o%1801100.o%

図表3・5は 、UN/EDIEACTの 利用状況 を取 引地域別 に示 した ものである。「国際取

引のみ」に利用しているのが60.5%で あ り、前 々回、前回に引き続 きその構成比は高

い。なお、導入状況と取引地域別に整理 したものが図表3・6～3・8で ある。

図表3-5:UNIEDIFACTの 取 引地 域(国 内 ・国 際)

UNIEDIFACTの 取 引地域
2000 1999 1998 1997

■

企業数 曄 成比 企業数1構 成比 企業数 隔 成比 企業数1構 成比

(1)国 内取引のみ 6
.

15.8% 3 6.5% 2 5.4% 14 24.6%

(2)国 際取引のみ 23
.

60.5% 30 65.2% 23 62.2% 32 56.1%

(3)国 内/国 際の両方 8
.

21.1% 13 28.3% 12 32.4% 11 19.3%

(4)そ の他(具 体的にお書 き下 さい) 1 2.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合計ll3811000%146i100.0%137110α0%1571100.0%
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図表3-6:2000一 取 引地 域 別 ・UN/EDIFACTの 使 用 状 況

取引地域別利 用状況ll国 内取引1国際取引1両 方1合 計1構 成比

(1)自社で の取引 に利用 している 2 20 5 27 73.0%

(2)2年以内に利用を開始する計画
.

0 0 2 2 5.4%

(3)利用する方向で検討 している 4 3 1 8 21.6%

合計 6 23 8 37 100.0%

構成比 16.2% 62.2% 21.6%

図 表3-7:1999一 取 引 地 域 別 ・UN/EDIFACTの 使 用 状 況

取 引地域別利用状況ll国 内取引1国際取引1両 方1合 計1構 成比

(1)自社での取引に利用している 1 21 7 29 63.0%

(2)2年以内に利用を開始する計画 2
.

4 3 9 19.6%

(3)利用する方向で検討 している 0 5 3 8 17.4%

合計 3 30 13 46 100.0%

構成比
1

6.5% 65.2% 28.3%

図表3-8:1998一 取 引地 域 別 ・UN/EDIEACTの 使 用 状 況

取引地域別利 用状況ll国 内取引1国際取引1両 方1合 計1構 成比

(1)自社 での取引 に利用 してい る 2 18 3 23 62.2%

(2)2年以内に利用を開始する計画 0 4 7 11 29.7%

(3)利用する方向で検討している 0 1 2 3 8.1%

合計 2 23 12 37 100.0%

構成比
■

5.4% 62.2% 32.4%

図表3-9で 示すUN!EDIFACTの 導入理 由のうち、最 も多いのが 「購買側(発 注側)

企業 か らの要請 」(42.1%)で あ り、次 に多 いのが 「所属 す る業界団体か らの要請」

(18.4%)と なって いる。 「自社 の 自発 的な判断」は年々減少する傾向にあり、自社を

取 り巻く外からの要請を受けて導入するところが多 くなってきているようである。な

お参考までにUN/EDIFACTの 導入予定 と導入理 由の関係 を、図表3-10～3-12に 示

した。

図表3-9:UN/EDIEACTの 導 入 理 由

UNIEDIFACTの 導入理 由
2000 1999 1998 1997

企業数 曄 成比 企業数1構 成比 企業数 帷 成比 企業数 隔 成比

(1)自社の自発的な判断 6
.

15.8% 10 21.7% 10 27.0% 19 32.8%

(2)購買側(発注側)企 業か らの要請 16 42.1% 22 47.8% 17 45.9% 23 39.7%

(3)販売側(受注側)企 業か らの要請 6 15.8% 5 10.9% 4 10.8% 4 6.9%

(4)所属する業界団体からの要請 7 18.4% 4 8.7% 1 2.7% 5 8.6%

(5)所轄行政機関か らの要請 1
.

2.6% 4 8.7% 2 5.4% 4 6.9%

(6)その他(具 体的にお書き下 さい) 2 5.3% 1 2.2% 3 8.1% 3 5.2%

合 計ll38}100.0%146|100.0%1371100.0%1581100.0%

3-6



図 表3-10:2000一 導 入 予 定別 ・UN/EDIEACTの 導 入 理 由

ll自発的1購 買側1販 売側1業 界団体1行政機関1そ の他1合 計1構 成比

(1)自社取 引 4
.

15 5 1 1 2 28 73.7%

(2)2年 以内 1
.

1 0 0 0 0 2 5.3%

(3)検討 中 1 0 1 6 0 0 8 21.1%

合計 6 16 6 7 1 2 38 100.0%

構成比
1

15.8% 42.1% 15.8% 18.4% 2.6% 5.3%

図表3-11:1999一 導 入 予 定別 ・UN/EDIEACTの 導 入 理 由

ll自発的1購 買側1販 売側1業 界団体1行政横割 その他1合 計}構 成比

(1)自社 取引 7
.

17 3 1 0 1 29 63.0%

(2)2年 以 内 2
.

1 2 1 3 0 9 19.6%

(3)検 討中 1 4 0 2 1 0 8 17.4%

合計 10 22 5 4 4 1 46 100.0%

構成比 21.7% 47.8% 10.9% 8.7% 8.7% 2.2%

図表3-12:1998一 導 入 予定 別 ・UN/EDIFACTの 導 入 理 由

ll自発的1購 買側1販 売側1業 界団体1行政機関1そ の他1合 計1構 成比

(1)自 社取 引 4 15 3 1 0 0 23 62.2%

(2)2年 以 内 5
.

1 1 0 1 3 11 29.7%

(3)検 討 中 1 1 0 0 1 0 3 8.1%

合計 10 17 4 1 2 3 37 100.0%

構成比
■

27.0% 45.9% 10.8% 2.7% 5.4% 8.1%

図表3-13は 、業界別 にUN/EDIEACTの 導入理 由を示 した もので ある。電子機械

業界、物流業界では、導入理由が多様である点が特徴 といえる。

図表3-13:業 界 別 ・UN/EDIFACTの 導 入 理 由

業界ll自 発的1購 買側1販 売側1業 界団体1行政機関1そ の他1合 計

電子機械 3
.

8 3 2 0 1 17

商社 0
.

3 0 0 0 0 3

自動車 0
.

0 1 2 0 0 3

チ ェー ンス トア 0
.

0 0 1 0 0 1

物流 0
.

3 2 2 1 0 8

建設 1 0 0 0 0 0 1

電機 1 0 0 0 0 0 1

製紙 1 0 0 0 0 0 1

機械工具 0
.

0 0 0 0 1 1

軽金属 0 2 0 0 0 0 2

合計 6 16 6 7 1 2 38
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図表3-14は 業種別 にUN∫EDIEACTの 導入 理 由を示 した ものであ る。業界別のも

のと同様、電気機器、あるいは倉庫 ・運輸業、空運などの物流関連業種では導入理由

が多様である点が似通っている。また、輸送用機器については、業界団体か らの要請

が導入理由のメインになっているところが特徴 として挙げられる。

図表3-12:業 種 別 ・UNIEDIEACTの 導 入 理 由

業種ll自 発的1購 買側1販 売側1業 界団体1行政機関iそ の他1合 計

化学 1
.

0 0 0 0 0 1

鉄鋼 1
.

1 0 0 0 0 2

非鉄金属 0 0 0 0 0 1 1

電気機器 4 5 1 1 0 0 11

輸送用機器 0 1 1 3 0 0 5

精密機器
.

0 2 1 0 0 0 3

その他製造
・

0 1 1 0 0 0 2

商社 0 3 0 0 0 0 3

卸売業
・

0 0 0 1 0 0 1

陸運
.

0 0 1 0 0 0 1

倉庫 ・運輸
連

0 3 1 0 1 0 5

情報サー ビス 0 0 0 0 0 1 1

行政
.

0 0 0 1 0 0 1

その他 0 0 0 1 0 0 1

回答企業数
1

6 16 6 7 1 2 38

図表3-15に お いて 、UNIEDIFACTが 「国 際電 子 デ ー タ交 換 」に使 わ れ て い な い 理

由で 最 も多 いの が 「取 引 先がUN/EDIEACT以 外 の方 式 を要 求 して い る」(24.7%)で

あ る。 続 いて 「自社/自 業 界 の電 子 デ ー タ 交 換 シス テ ム が 安 定稼 動 して お り、 変 更 の

必 要 が な い」(22.4%)、 「UN!EDIFACTに つ いて 知 らな い」(12.9%)と な って い る。

図表3-15:UN/EDIEACTが 使 われて いな い理 由(3つ まで複数回答)

UNIEDIFACTを 使 っていない理 由

2000 1999 1998

墨数』 比 ㌫ 数1構成比
延べ 構成比
企業数

(1)UN/EDIFACTに つ いて知 らない 11 12.9% 12 11.2% 14 18.2%

(2)自社ノ自業界の電子データ交換システムが安定稼動
.

19 22.4% 20 18.7% 14 182%

(3)取引先がUN/EDIFACT以 外の方式を要求している 21 24.7% 25 23.4% 13 16.9%

(4)VAN事 業 者な どがUN/EDIFACTを サ ポー トして いな い 3 3.5% 4 3.7% 4 5.2%

(5)自社業務に使えるメッセージが開発されていない 6 7.1% 7 6.5% 7 9.1%

(6)UN/EDIFACTの 日本語での適切な解説情報なし 9 10.6% 9 8.4% 7 9.1%

(7)複数の規格が存在し、どれを使用すべきか決められない 9 10.6% 17 15.9% 8 10.4%

(8)業務上、電子データ交換を行 う必要がない 3 3.5% 8 7.5% 4 5.2%

(9)その他(具体的にお書き下さい)
.

4 4.7% 5 4.7% 6 7.8%

延 べ 回答数11851100.o%11071100.o%1771100.o%
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(3)「 国 際電子 デー タ交換』 の方式 について

以 下では、海外企業との取引に伴う 「国際電子データ交換」について、取引先企業

¢)国(地 域)、 業界 ごとに電子 デー タ交換 の状況(形 態 、通信 プロ トコル 、シ ンタ ック

スルール、企業 コー ド等)を 取 りまとめてい る。

図表3-16に 、 「国際電子デー タ交換」 を実施している回答企業の多い業界を示す。

前回同様、電子機械(45.3%)が 最 も多 く、続 いて物流(12.5%)と なって いる。'軽

金属業界で伸 びが大 き くなって いる。なお、図表3-17に 業種別 に集計 した実施 状況

を示 した。

図表3-16:業 界別 ・「国際電子 データ交換」 の実施状況

国際電子データ交換を

実施している国内の業界

2000 1999 1998 1997

企業数帷 成比 企業数曄 成比 企業数帷 成比 企業数1構 成比

電子機械 29 45.3% 30 39.5% 26 48.1% 31 47.0%

商社 6 9.4% 6 7.9% 2 3.7% 2 3.0%

鉄鋼 1 1.6% 1 1.3% 2 3.7% 1 1.5%

自動車 3 4.7% 6 7.9% 1 1.9% 6 9.1%

石油化学 0
.

0.0% 1 1.3% 0 0.0% 4 6.1%

チ ェー ンス トア 1
.

1.6% 2 2.6% 4 7.4% 1 1.5%

物流 8
.

12.5% 12 15.8% 9 16.7% 10 15.2%

旅行関連 0 0.0% 3 3.9% 2 3.7% 2 3.0%

建設 1
.

1.6% 0 0.0% 2 3.7% 0 0.0%

電線 1
.

1.6% 3 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

電機 3
.

4.7% 5 6.6% 1 1.9% 1 1.5%

電機卸 2 3.1% 2 2.6% 2 3.7% 2 3.0%

製紙 1
.

1.6% 1 1.3% 1 1.9% 0 0.0%

機械工具 0 0.0% 2 2.6% 1 1.9% 3 4.5%

化学繊維 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 0 0.0%

軽金属 5 7.8% 2 2.6% 0 0.0% 1 1.5%

繊維産業 0
.

0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.0%

銀行 2 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

その他 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合 計ll641100.0%1761100.0%1541100.0%1661100.0%
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図表3-17:業 種別 ・「国際電子 データ交換」 の実施状況

国際電子データ交換を

実施している国内の業種

2000
.

1999 1998 1997

搬
撒
銚
撒 辮 構成比

搬
繊
難
戦 辮 構成比 徽 徽

職 39
,

1 2.6% 1.6% 51 0 α0% 0.0% 一 一

化学 14
.

2 14.3% a1% 15 2 13.3% 2.9% 一 一

鋼 17 4 23.5% 6.3% 19 3 15.8% 44% 一 一

⌒ 12 2 16.7% a1% 21 2 95% 2.9% 一 一

= 8
.

0 α0% 0.0% 12 1 8.3% 1.5% 一 一

蹴 6 0 0.0% 0.0% 10 2 20.0% 2.9% 一 一

電気機器 86
.

24 27.9% 37.5% 95 27 28.4% 30.9% 一 一

輸送用機器 11
.

5 45.5% 7.8% 9 7 77.8% 10.3% 一 一

精密機器 9
.

3 33.3% 47% 10 5 50.0% 7.4% 一 一

その他製造 17 2 11.8% 3.1% 19 0 0.0% 0.0% 一 一

離 40
.

9 22.5% 14.1% 53 10 18.9% 11.8% 一 一

蹴 72 1 1.4% 1.6% 92 1 1.1% 1.5% 一 一

筋 25
.

1 0.0% 1.6% 0 0 0.0% 0.0% 一 一

その他金融 16 1 0.0% 1.6% 0 0 0.0% 0.0% 一 一

離
.

4 1 25.0% 1.6% 4 1 25.0% 1.5% 一 一

纏 3 1 33.3% 1.6% 5 2 40.0% 2.9% 一 一

盛 0 0 α0% 0.0% 2 2 100.0% 2.9% 一 一

倉庫・運輸 25 5 20.0% 7.8% 28 10 35.7% 147%一 一

情報サービス 8 1 12.5% 1.6% 7 1 14.3% 1.5% 一 一

その他 7 1 14.3% 1.6% 16 0 00% 0.0% 一 一

回答企業数
1

574 64 11.1% 100.0% 629 76 12.1% 100.0% 一 一
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「国際電子データ交換」の取引相手国についての結果が図表3-18で ある。今回 の

調査 で取 引相手 国 として最も多かったのは 「アメリカ」で、回答企業数の78.7%が 取

引 している ことが分 か った.。

続 いて多 いのが 「シンガポール」「ドイツ」「香港」となってお り、前回と比べ大き

な変化は見 られない。その他、今回多かった相手国としては 「台湾」 「タイ」 「イギ リ

ス」「スウェーデン」な どが挙げられる。アジア ・オセアニア地域全体の広が りも依然

として続いていることがわかる。

図表3-18:取 引相手先 国別 ・「国際電子デー タ交換」の実施状況

国際電子データ交換を
¶

実施している取引相手国

2000 1999 1998 1997

回答
企業数

回答
企業数

回答
企業数

回答
企業数

アメ リカ 48
.

78.7% 54 71.1% 一 一 一 一

カナダ 4 6.6% 2 2.6%
一 一 一 一

その他南米"
.

2 3.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

イギリス 7 11.5% 11 14.5% 12 222% 17 25.8%

ドイ ツ' 13 21.3% 16 21.1% 13 24.1% 20 30.3%

フランス 2
.

3.3% 1 1.3% 5 9.3% 5 7.6%

イ タ リア 1
.

1.6% 1 1.3% 4 7.4% 6 9.1%

オランダ 5 82% 4 5.3% 0 0.0% 0 0.0%

スペイン 0
.

0.0% 3 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

ス ウェー デ ン 7
.

11.5% 3 3.9% 5 9.3% 4 6.1%

ノル ウェー 1 1.6% 1 1.3% 1 1.9% 2 3.0%

デ ンマー ク 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 3 4.5%

その他欧州 4
.

6.6% 3 3.9% 3 5.6% 13 19.7%

中国 5
.

8.2% 3 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

韓国 5 82% 9 11.8% 19 35.2% 9 13.6%

台湾 11 18.0% 10 13.2% 15 27.8% 10 15.2%

香港 13 21.3% 14 18.4% 8 14.8% 15 22.7%

シンガポール 21
.

34.4% 23 30.3% 28 51.9% 25 37.9%

マ レー シア 5
.

8.2% 6 7.9% 13 24.1% 9 13.6%

インドネシア 4 6.6% 3 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

フィ リピン 3
.

4.9% 3 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

タイ 9 14.8% 10 13.2% 0 0.0% 0 0.0%

その他アジア 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

オース トラ リア 4 6.6% 4 5.3% 9 16.7% 7 10.6%

ニ ュ ー ジー ラ ン ド 1
.

1.6% 1 1.3% 0 0.0% 0 0.0%

その他 5
.

8.2% 1 1.3% 6 11.1% 8 12.1%

北米(★1) 52 85.2% 56 73.7% 47 87.0% 35 53.0%

その他アジアオセアニア(★2
.

18 29.5% 17 22.4% 9 16.7% 14 21.2%

延べ回答数 181 186 198 202

回答企業数
■

61 100.0% 76 100.0% 54 100.0% 66 100.0%

(注)1998年 まで と地域 ・国 の く く りの具体 的な変更 は以 下 の通 りで あ る。

(★1)「1998年 まで」:北 米→ 「1999年 以 降」:ア メ リカ、カ ナダ 、 メキ シ コに分割

(★2)「1998年 まで」 そ の他 アジ ア ・オ セ アニ ア
→'「1999年 以 降」:「1998年 まで 」の分 か ら、中国 、イ ン ドネ シア、 フ ィ リピ ン、 タイ 、

ブル ネイ 、ニ ュー ジー ラ ン ド、パ プ アニ ューギ ニ アを除 いた ア ジア ・オセ アニ ア諸 国
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次 に図表3-19で は、 「国 際電 子 デ ー タ 交 換 」 の取 引相 手 先 の業 種 を多 い順 に示 す 。

調 達 資 材 が 多 岐 に渡 る業 種 に 当 た る 「電 気機 器 」(50 .8%)、 「輸 送 用 機 器 」(19.7%)

な どが 上位 で 、 以 下 、 「化 学 」(14.8%)、 「海 運 」 「精 密 機 器 」(8 .2%)、 「倉 庫 ・運 輸 」

(6.6%)の 順 にな って い る。 これ らの 業 種 は前 回 に比 べ 回答 企 業 数 に 占 め る割 合 が い

ず れ も増 加 して い る。

図表3-19:取 引相手先業種別 ・「国際電子デ ータ交換」の実施状況

取引先業種
2000 1999 1998 1997

企業数1 企業数1 企業剰 企業数1

水産 ・農林 0 0.0% 0 0.0%

　

1 1.9% 0 0.0%

鉱業 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

繊維製品 2 3.3% 2 2.6% 2 3.8% 3 4.6%

化学 9
.

14.8% 2 2.6% 0 0.0% 2 3.1%

医薬品 1
.

1.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

石油 ・石炭 1
.

1.6% 1 1.3% 0 0.0% 0 0.0%

ゴム製品 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.5%

ガラス ・土石 製品 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.5%

鉄鋼 3
.

4.9% 3 3.9% 0 0.0% 0 0.0%

非鉄金属 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

金属製品 0
.

0.0% 2 2.6% 1 L9% 0 0.0%

機械 2
.

3.3% 2 2.6% 0 0.0% 0 0.0%

電気機器 31
.

50.8% 31 40.8% 26 49.1% 33 50.8%

輸送用機器 12 19.7% 12 15.8% 3 5.7% 12 18.5%

精密機器 5 8.2% 5 6.6% 2 3.8% 2 3.1%

その他製造 3 4.9% 3 3.9% 2 3.8% 4 6.2%

商社 3 4.9% 3 3.9% 一 一 一 一

卸売業 3 4.9% 3 3.9% 3 5.7% 6 9.2%

小売業 0
.

0.0% 0 0.0% 1 1.9% 3 4.6%

陸運 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.1%

海運 5 8.2% 5 6.6% 6 11.3% 4 6.2%

空運 0
.

0.0% 2 2.6% 1 1.9% 4 6.2%

倉庫 ・運輸 4
.

6.6% 4 5.3% 2 3.8% 2 3.1%

旅行関連サー ビス 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 0 0.0%

情報サー ビス 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 1 1.5%

その他サー ビス 0
.

0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.5%

行政 2
.

3.3% 0 0.0% 1 1.9% 1 1.5%

その他 10
■

16.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.5%

回答企業数 61 100.0% 76 100.0% 53 100.0% 65 100.0%

次に、「国際電子データ交換」が、 どの形態で主に行われているか、図表3-20に 示

す4形 態 を想定 した。ただ し、VAN事 業者等 の介在 は無視 して 回答 をもらっている。

1)直 接交換型:海 外の取 引先企業 の コン ピュー タとの間で直接電子データ交換が

行われる。

2)現 地法人型:海 外取 引先企業 との電子 データ交換に、自社の海外現地法人が介

在する。
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3)在 日法 人型:海 外取 引先企 業の在 日法人 との間で電子データ交換が行われる。

4)商 社 型:日 本 国内の商社 との間で電子データ交換が行われる。

'図 表3 -20:「 国際電子デー タ交換」の主 な形態

回 海外取引先

日本i海 外

(1)直接交換型(_)
:
:A社 の現地法人
　

(2)現 地法人型@一 一ー一 一 ÷ 一[」 一 一(③
　

B社 の在日法人:
:

(3)在 日法人型 ㊥____[}__三_____._一_(cilli)

商社i

(4)商 社 型 ㊥_一 口_/___㊥

図表3-21に 示す よ うに、最 も多 い 「国際電子データ交換」の形態は途中に何も介

さない 「直接交換型」で70.5%と な って いる。次 に多 いのが、現 地法人を経 由する 「現

地法人型」で42.6%と な って いる。 また図表3-22に 延べ 回答数 による実施状況 を示

した。

図表3-21:形 態別 ・「国際電子デー タ交換」の実施状況(回 答企業 数)

回答企業数
2000 1999 1998 1997

回答
企業数

回答
企業数

回答
企業数

回答
企業数

1.直 接交換型 43 7α5% 55 72.4% 30 55.6% 33 52.4%

2.現 地法人型 26 42.6% 27 35.5% 23 42.6% 26 41.3%

3.在 日法人型 5 8.2% 3 3.9% 4 7.4% 6 9.5%

4.商 社型 6 9.8% 6 7.9% 4 7.4% 6 9.5%

延べ回答企業数 80 91 61 71

回答企業数
■

61 100.0% 76 100.0% 54 100.0% 63 100.0%
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図表3-22:形 態別 ・「国際電 子デー タ交換 」の実施状況(延 べ回答数)

交換形態
2000

.

1999 1998 1997

延べ
回答数

延べ
回答数

延べ
回答数

延べ
回答数

1.直 接交換型 81

　

44.5% 100 53.8% 53 26.6% 114 52.8%

2.現 地法人型 73 40.1% 66 35.5% 84 42.2% 73 33.8%

3.在 日法人型
.

7 3.8% 2 1.1% 10 5.0% 16 7.4%

4.商 社型

.

21 11.5% 18 97% 52 26.1% 13 6.0%

合計 182 100.0% 186 100.0% 199 100.0% 216 100.0%

回答企業数
■

61 76 54 63

図表3-23は 、取 引先 国別 ・形態別 に 「国際電子データ交換」の実施状況 を表して

いる。個々の取引を総 じて見ると、「直接交換型」と 「現地法人型」の割合はほぼ同じ

である。またアジア ・オセアニア地域の国ではこれら以外の方法である商社型で行わ

れるケースも見 られるようである

図表3-23:取 引先国別 ・形態別 ・「国際電子データ交換」の実施状況

取引相手国
2000 1999

.

直接
交換型

現地
法人型

在日
法人型

商社型
直接
交換型

現地
法人型

在日
法人型

商社型

アメリカ 24 25 2 4 33 26 0 4

カナダ 2 3 0 0 2 2 0 0

その他南米
.

0 0 1 1 0 0 0 0

イギリス
.

3 5 0 0 5 7 0 1

ドイツ
.

6 8 0 0 8 11 0 0

フランス 0 3 0 0 0 2 0 0

イタリア 0 1 0 1 1 0 0 0

オランダ
.

2 2 0 1 3 1 0 0

スペイン 1 0 0 0 2 1 0 0

スウェーデン
.

5 2 0 1 4 1 0 0

ノル ウェー 0 1 0 0 0 1 0 0

その他欧州 1 3 0 0 1 2 0' 0

中国
.

5 0 0 3 5 0 1 1

韓国 2 3 1 2 4 1 3 2

台湾 6 3 0 3 6 2 0 2

香港
.

8 5 1 1 10 4 0 2

シンガポール 5
.

14 1 2 13 9 0 2

マ レー シア 1 3 0 2 4 1 0 1

インドネシア
.

3 0 0 2 3 0 0 0

フィリピン 3 0 0 0 2 1 0 0

タイ 5
.

1 1 2 6 2 0 4

その他アジア 2 0 0 0 1 0 0 0

オーストラリア 3
.

1 0 1 1 1 0 3

ニ ュ ー ジー ランド 1 0 0 0 0 0 1 1

その他 2 1 0 2 0 1 0 0
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図 表3-24～3・27は 、 シ ン タ ッ ク スル ー ル 関連 の調 査 結 果 で あ る 。 「国 際 電 子 デ ー タ

交 換 」 に使 われ て い る シ ン タ ッ ク スル ー ル を延 べ 回答 数 で見 る と、 「固 定 長 自社 方 式 」

(35.6%)が 前 回 よ り大 き く減 少 し た 。 一 方 、 い わ ゆ る標 準EDIに お い て は 、

「UN/EDIFACT」(25:0%)・ 「CII」(10.6%)・ 「ANSIX12」(6 .9%)の 順 とな って お

り、 この3つ 合 計 で4割 を超 え る数 字 を維持 して い る。

図表3-24:シ ンタックスルール に関する回答状況(回 答数 ベース)

シンタ ックスルー ル
2000 1999 1998 1997

.

延べ
回答数

延べ
回答数

延べ
回答数

延べ
回答数

1.EDIFACT 47 25.0% 56 24.9% 57 32.9% 45 22.5%

2.ANSIxi2
・

13 6.9% 29 12.9% 20 11.6% 30 15.0%

3.HL7
.

0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4.CII
.

20 10.6% 10 4.4% 24 13.9% 0 0.0%

5.固 定長 自社 方式
.

67 35.6% 100 44.4% 47 27.2% 56 28.0%

6.固 定長取引先方式 20 10.6% 18 8.0% 10 5.8% 17 8.5%

7.業 界方式
.

6 3.2% 12 5.3% 4 2.3% 21 10.5%

8.そ の 他 15 8.0% 0 0.0% 11 6.4% 31 15.5%

合 計II1881100.0%12251100.0%11731100.0%12001100.0%

図表3-25:シ ンタ ックスルール に関す る回答 状況(企 業数ベー ス)

シ ンタ ックスルール
2000 1999 1998 1997

.

'延べ

企業数
延べ
企業数

延べ
企業数

延べ
企業数

1.EDIFACT 24 39.3% 31 40.8% 26 48.1% 22 34.9%

2.ANSIX12
.

8
.

13.1% 19 25.0% 14 25.9% 11 17.5%

3.HL7 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

4.CII 6 9.8% 4 5.3% 1 1.9% 0 0.0%

5.固 定長 自社方式 23 37.7% 29 38.2% 8 14.8% 19 30.2%

6.固 定長取引先方式 6 9.8% 9 11.8% 8 14.8% 11 17.5%

7.業 界方式 1
.

1.6% 8 10.5% 3 5.6% 2 3.2%

8.そ の 他 4 6.6% 0 0.0% 5 9.3% 9 14.3%

合計ll611-1761-1541-1631一

図表3・26:使 用 シンタックスルール別 ・形態別 ・「国際電子データ交換」

の実施状況(回 答数ベース)

シ ンタ ックスルール
2000 1999

直接
交換型

現地
法人型

在日
法人型 商社型

直接
交換型

現地
法人型

在日
法人型 商社型

1.EDIFACT 22
.

24 1 0 27 27 1 1

2.ANSIX12 3 10 0 0 13 15 0 1

3.HL7 0
.

0 0 0 0 0 0 0

4.CII 9 0 0 11 0 1 0 9

5.固 定長 自社方式
.

19 29 2 17 55 26 0 19

6.固 定長取引先方式 8 9 3 0 14 0 4 0

7.業 界方式 6 0 0 0 5 7 0 0

8.そ の 他 10 5 0 0 0 0 0 0

合計^ll77177161281114176i5130
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図表3-27:使 用 シ ンタ ックスルール別 ・形態別 ・「国際電子データ交換」

の実施状況(企 業数 ベース)

シンタ ックスルール
2000 1999

直接
交換型

現地
法人型

在 日
法人型 商社型

直接
交換型

現地
法人型

在 日
法人型

商社型

1.EDIFACT 18 8 1 0 21 11 1 1

2.ANSIX12 3 6 0 0 9 9 0 1

3.HL7
.

0 0 0 0 0 0 0 0

4.CII
.

3 0 0 3 0 1 0 3

5.固 定 長 自社 方式
.

11 11 1 3 15 12 0 3

6.固 定長取引先方式
.

3 2 3 0 6 0 2 0

7.業 界方式 1 0 0 0 5 3 0 0

8.そ の 他 3 2 0 0 0 0 0 0

合計ll42129i516156{361318

また図表3-28よ り、取引相手先国別 にシ ンタ ックスルールの使用状況 を見てみる

と、ANSIX12は ほとん どがア メ リカで あるのに対 し、UN/EDIEACTは 北米 を含 め、

欧州 やアジア地域等広い地域の国々との間で使用されていることがわかる。

図表3-28:取 引相手国別 ・シ ンタ ックスルールの使用状況

取引相手国

2000 1999
.

EDIFACT ANSIX12 その他 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 12 10 25 16 23 24

カナダ 1 0 2 1 1 1

その他南米
.

0 0 2 0 0 0

イギ リス 3 1 2 8 0 5

ドイ ツ
.

6 2 4 8 2 8

フラ ンス 1 0 1 2 0 0

イ タ リア

.

0 0 1 0 0 1

オランダ
.

0 0 4 0 0 4

スペイン 0 0 0 0 0 3

スウェーデ ン
.

6 0 1 4 0 1

ノルウェー 0 0 0 0 0 1

その他欧州 1 0 2 1 0 2

中国
.

0 0 6 1 0 7

韓国
.

2 0 6 2 0 9

台湾
.

0 0 11 1 1 10

香港 2 0 9 2 0 14

シ ンガポー ル
.

8 0 11 7 2 17

マ レーシア
.

2 0 4 2 0 6

インドネシア 0 0 3 0 0 3

フィ リピン
.

1 0 1 1 0 2

タイ 0 0 9 0 0 12

その他アジア
.

0 0 0 0 0 1

オース トラ リア

.

0 0 4 0 0 6

ニ ュ ー ジー ラ ン ド 0 0 1 0 0 2

その他
.

1 0 4 0 0 1

企業数ll2418137131119148

3-16



「国 際 電 子 デ ー タ交 換 」で使 用 され て い る通 信 プ ロ トコル の状 況 は 図表3・29、3-30

の 通 り で あ る 。 延 べ 回 答 数 で 見 る と 、 自 社 方 式(27.5%)、TCPIIP(16.4%)、

SDLC/HDLC(14.8%)と いっ た もの が 多 く回 答 され て い る 。 また 企 業 数 で 見 る と、

TCPIIP(27.9%)、 自社 方 式(21.3%)、SDLC/HDLC(16.4%)が 中心 とな って い る。

なお、「通信プロトコル」および 「企業コー ド」については、次の基準で回答されて

いる。

一 「現地法人型」と記入された箇所では、現地法人 と海外取 引先企業との間

一 「在 日法人型」と記入された箇所では、海外取引先企業の在 日法人との間

一 「商社型」と記入された箇所では、日本国内の商社 と海外取引先企業 との間

図表3-29:「 国際電子 デー タ交換」で使 用 している通信プロ トコル(回 答 数ベース)

通信プロトコル
2000 1999 1998 1997

延べ
回答数 麟数[

延べ
回答数

延べ
回答数

1.X.400,435 8
.

4.2% 22 11.3% 4 2.3% 15 8.3%

2.X.25 14
.

7.4% 6 3.1% 3 1.7% 11 6.1%

3.SDLC、HDLC 28
.

14.8% 45 23.1% 31 17.8% 35 19.3%

4.TCPIIP 31 16.4% 28 14.4% 27 15.5% 25 13.8%

5.自 社 方式 52
.

27.5% 31 15.9% 19 10.9% 19 10.5%

6.取 引先企 業の方式 7 3.7% 11 5.6% 6 3.4% 11 6.1%

7.業 界方式 14
.

7.4% 13 6.7% 14 8.0% 31 17.1%

8.そ の 他 35 18.5% 39 20.0% 70 40.2% 34 18.8%

回答企業数111891100.o%1195μoo.o%1174}100.o%1181|100.o%

図表3-30:「 国際電子 データ交換」で使用 している通信プロトコル(企 業数ベース)

通信プロ トコル
2000 1999 1998 1997

延べ
企業数

延べ
企業数

延べ
企業数

延べ
企業数

1.X.400,435 5 8.2% 9 11.8% 4 7.5% 5 82%

2.X.25 5 8.2% 5 6.6% 2 3.8% 5 8.2%

3.SDLC、HDLC 10 16.4% 12 15.8% 12 22.6% 11 18.0%

4.TCP/IP 17 27.9% 19 25.0% 10 18.9% 8 13.1%

5.自 社方式 13 21.3% 12 15.8% 5 9.4% 7 11.5%

6.取 引先企業の方式 4 6.6% 5 6.6% 4 7.5% 5 8.2%

7.業 界方式 5 8.2% 7 9.2% 6 11.3% 6 9.8%

8.そ の 他 11 18.0% 14 18.4% 10 18.9% 14 23.0%

回答企業数ll61117611531161|
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図表3-31～3-33は 、 「国際電子データ交換」 で使用 されている企業コー ド関連の調

査結果である。シンタックスルールと企業コー ドの関係で見てみると、前回調査とほ

ぼ同様の結果となっている。

図表3-31:「 国際電子データ交換」で使用 されている企業コー ド

企 業コー ド
2000 1999 1998 1997

.

回答
企業数

延べ
回答数

回答
企業数

延べ
回答数

回答
企業数

延べ
回答数

回答
企業数

延べ
回答数

1.EANロ ケ ー シ ョ ンコー ド 3 3 1 3 0 0 1 1

2.DUNSNumber
.

5 6 7 14 3 5 3 6

3.SWIFT
.

0 0 1 1 0 0 0 0

4.標 準企 業 コー ド(CII) 4 7 5 12 1 2 4 5

5.共 通取引先 コー ド 0 0
一 一 一 一 一 一

6.自 社 コー ド体 系 31 94 31 90 13 98 20 79

7.取 引先企業の方式 13 22 20 32 21 41 11 20

8.業 界方式
.

7 22 6 6 3 10 2 13

9.そ の 他

.

5 16 1 3 4 10 7 23

図表3-32:2000一 シ ンタ ッ クス ル ー ル 別 ・使 用企 業 コー ド

シンタ ックスルール EAN DUNS SWIFT 標準企業
共通
取引先 自社 取引先

業界方式 その他

1.EDIFACT 3 1 0 2 0 7 7 2 4

2.ANSIX12 0 3 0 0 0 1 1 0 4

3.HL7 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4.CII 0 0 0 3 1 3 0 1 0

5.固 定長 自社 0 0 0 0 0 20 1 3 0

6.固 定長取 引先 0 0 0 0 0 1 3 1 1

7.業 界方式
.

0
.

0 0 0 0 0 0 1 0

8.そ の 他 0 0 0 0 0 3 2 2 0

図表3・33:1999一 シ ン タ ック ス ル ー ル 別 ・使 用企 業 コ ー ド

シ ンタ ックスルール EAN DUNS SWIFT 標準企業
共通
取引先 自社 取引先

業界方式 その他

1.EDIFACT 0 2 0 1 0 7 9 4 0

2.ANSIX12 0 6 0 0 0 3 3 1 0

3.HL7 1・ 0 0 0 0 0 0 0 0

4.CII 0 0 1 2 0 1 0 1 0

5.固 定長 自社
.

0 0 0 2 0 22 0 1 1

6.固 定長 取 引先 0
.

0 0 0 0 2 6 0 0

7.業 界方式 1
.

0 0 0 0 1 3 1 0

8.そ の 他 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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業 界 別 に使 用 して い る シ ン タ ッ ク スル ー ル を示 した の が 図 表3-34で あ る 。・これ に

よれ ば 、UN/EDIEACTは 、 「電 子 機 械 」、 「物 流 」を 中心 に利 用 され て お り、ANSIX12

は 「電 子 機 械 」、 「自動 車 」、 「電 線 」 で 使 用 され て い る。

図表3-34:業 界別 ・使用 シンタ ックスルール の使用状況

業界
EDIFACT ANSIX12 その他

回答
企業数

総回答
企業

回答企業中の
比率

EDIFACT ANSIX12

電子機械 14 6 15 29 91 48.3% 20.7%

商社 1 0 3 6 10 16.7% 0.0%

鉄鋼 0 0 1 1 19 0.0% 0.0%

自動車 1 2 3 3 5 33.3% 66.7%

チ ェー ンス トア 0 0 1 1 88 0.0% 0.0%

物流 5
.

0 1 8 35 62.5% 0.0%

建設 1
.

0 0 1 16 0.0% 0.0%

電線 0 1 0 1 10 0.0% 100.0%

電機 0 0 2 3 38 0.0% 0.0%

電機卸
.

0 0 2 2 44 0.0% 0.0%

製紙 1 0 0 1 5 0.0% 0.0%

軽金属 1・ 0 3 5 13 20.0% 0.0%

銀行 0 0 1 2 40 0.0% 0.0%

その他 0 0 1 1 3 0.0% 0.0%

合計1124191331641574137.5%114.1%

図 表3・35:業 種 別-・使 用 シ ンタ ックスル ー ル の使 用 状 況

業種
EDIFACT ANSIX12 その他

回答
企業数

総回答
企業

回答企業中の
比率

EDIFACT ANSIX12

繊維製品 0 0 0 1 39 0.0% 0.0%

化学 1
.

0 1 2 14 50.0% 0.0%

鉄鋼 2
.

0 2 4 17 50.0% 0.0%

非鉄金属 0
・

1 0 2 12 0.0% 50.0%

電気機器 8
.

4 16 24 86 33.3% 16.7%

輸送用機器 1 2 5 5 11 20.0% 40.0%

精密機器 3 1 0 3 9 100.0% 33.3%

その他製造 2 1 0 2 17 100.0% 50.0%

商社 1 0 5 9 40 11.1% 0.0%

卸売業 0 0 1 1 72 0.0% 0.0%

銀行' 0
・

0 1 1 25 0.0% 0.0%

その他金融 0 0 0 1 16 0.0% 0.0%

陸運 1
■

0 0 1 4 100.0% 0.0%

海運 0 0 0 1 3 0.0% 0.0%

倉庫 ・運輸 3
.

0 1 5 25 60.0% 0.0%

情報サー ビス 1
.

0 0 1 8 100.0% 0.0%

その他 1 0 0 1 7 0.0% 0.0%

合計ll241gl321641574137.5%114.1%
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図表3-36～3-48は 、図表3-34に 示 した各業界 の、取 引相 手国別 に使用 されている

シンタックスルールの状況を示したものである。回答企業数が少ないものの、傾向を

把握するための参考になると思われる。

図表3-36:「 電子機器」業界で使用 されて いるシンタックスルール

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

ア メ リカ 7 7 10

イギ リス
.

2 1 0

ドイ ツ
.

5 2 3

オランダ 0 0 3

ス ウェー デ ン 5 0 0

その他欧州 1 0 1

中国
.

0 0 3

韓国
.

0 0 1

台湾 0 0 5

香港
.

0 0 10

シンガポール
.

7 0 9

マ レー シア 2
.

0 1

イ ンドネシア 0 0 3

フィ リピン 1・ 0 1

タイ 0 0 3

その他 1 0 1

企業数ll1416115

図表3-37:「 商社 」業界で使用 され てい るシンタックスルール

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0
.

0 3

カナダ 0 0 1

その他南米
・

0 0 1

イギ リス 0 0 1

ドイツ
.

1 0 0

ノル ウェー
.

0 0 1

韓国
.

1 0 1

台湾 lo 0 1

オー ス トラ リア 0 0 1

ニュー ジー ラ ン ド 0
.

0 1

その他 0 0 1

企業数llllOl3
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図表3-38:「 鉄鋼」業 界で使用 されて いる シンタックスルール

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0 0 1

中国
.

0 0 1

韓国
.

0 0 1

台 湾 ・ 0 0 1

香港 0 0 1

シ ンガポール lo 0 1

マ レー シア 0 0 1

タイ 0 0 1

オース トラリア 0 0 1

企業数llぴOl1

図表3-39:「 自動車」業界で使用 されているシンタックスルール

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 1 2 4

カナダ 0 0 1

その他欧州 0
.

0 1

タ イ 』 0 0 1

オース トラ リア
.

0 0 1

企業数II11213

図表3-40:「 チ ェー ンス トア」 業 界 で 使用 され て い る シ ンタ ッ クス ル ー ル

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0 0 1

カナダ 0 0 1

イ ギ リ・ス 0 0 1

ドイツ
.

0 0 1

フ ランス 0 0 1

イタリア 0 0 1

韓国 0 0 1

台湾 0 0 1

企業数llO1011

図表3-41:「 物流」業界で使用 されているシンタックスルール

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 2
.

0 1

オランダ 0 0 1

韓国 0
.

0 1

台湾 0 0 1

香港 2
.

0 1

シンガポール 1 0 1

マ レー シア 0 0 1

ニ ュー ジー ラ ン ド 0 0 1

企業数ll51011
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ルールスクツタンシるいてれさ用使で界業　設建「423表図

他のぞ12ほ　州㏄且mE国手湘う取

000カリメア

000米南他のぞ

001国韓
000イタ

001

ルールスクツタンシるいてれさ用使で界業　線電ゴ43&表図

他のぞ12ほ　姻㏄肱mE国手湘う取

010リメア

000イタ

010

ルールスクツタンシるいてれさ用使で界業　機電「443表図

他のぞ12ほ　"㏄肌mE国手湘　取

100リメア

100イタ

200正

ルールスクツタンシるいてれさ用使で界業　卸機電「453表図

他のぞ12ほ　姻㏄臥mE国手湘弓取

100リメア

100イタ

200

ルールスクツタンシるいてれさ用使で界業　紙製「463表図

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0
.

0 0

その他南米 0 0 0

韓国 1 0 0

タイ 0 0 0

企業数llllOlO

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0 1 0

タイ 0 0 0

企業数 ‖OlllO

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0 0 1

タイ
.

0 0 1

企業数llOlOl2

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0 0 1

タイ
.

0 0 1

企業数llOlOl2

・取 引相手 国
EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 1 0 0

カナダ 1 0 0

イギリス 1 0 0

フランス 1 0 0

企業数Il11010
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図表3-47:「 軽金属」業界で使用 されている シンタックスルール

ノ

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 1 0 2

ス ウェーデ ン 1 0 1

台湾
.

0 0 1

タイ
.

0 0 1

その他
.

0 0 2

企業数ll11013

図表3-48:「 銀行」業界で使用 され ているシ ンタックスルール

取引相手国 EDIFACT ANSIX12 その他

アメ リカ 0 0 1

イギ リス
.

0 0 1

ドイ ツ
.

0 0 1

イタ リア
.

0 0 1

その他欧州 0 0 1

中国
.

0 0 1

台湾 0 0 1

その他アジア 0 0 1

企業数 ‖OlOl1
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「国際電子データ交換」で使用している主なVAN事 業者 について調べた ものが図

表3-49で ある。GEISやIBMな どは前回 まで と同様 高い利用状況となっているが、

インターネッ トを使った 「国際電子データ交換」の進展から新たに名前の挙がってき

たVAN事 業者 も増えてきているのが新たな特徴 として挙げられる。

図表3-49:国 際電子 データ交換 に使用 して いる主なVAN事 業者

VAN事 業者
2000 1999 1998 1997

回答
企業数

延べ
回答数

回答
企業数

延べ
回答数

回答
企業数

延べ
回答数

回答
企業数

延べ
回答数

GEIS/GEIM㎜K皿/電 通 国際情報 15
.

36 26 55 15 33 24 63

IBM 13
.

50 13 39 8 17 10 35

BT 2
.

9 1 1 1 1 2 2

NEC 2
.

3 3 5 0 0 0 0

AT&T 2 2 3 5 2 7 1 4

日立情報ネ ッ トワーク 2 2 2 2 1 1 1 1

松下電器 2 2 0 0 1 1 2 3

ADVANTIS 1
・

2 1 1 0 0 0 0

AMO 1 2 0 0 0 0 0 0

MCI 1 1 2 3 0 0 0 0

STERLINGCommerce 1 1 1 1 1 1 1 1

KDD 1 1 0 0 0 0 0 0

セコムネッ ト 1 1 0 0 0 0 0 0

MIND 0 0 2 8 0 0 0 0

IGH 0 0 2 3 0 0 0 0

SITA
.

0 0 2 2 0 0 0 0

SSK 0 0 1 8 0 0 0 0

EXPRESS
.

0 0 1 5 0 0 0 0

Tymnet
.

0 0 1 2 1 1 1 1

SNS
.

0 0 1 1 4 4 1 1

NTTコ ミュニケー ションズ(旧NTT-1) 0 0 1 1 0 0 0 0

KL-NET lo 0 1 1 0 0 0 0

INFOWEB 0 0 0 0 1 2 0 0

IIJ 0 0 0 0 1 1 0 0
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4.米 国企 業 の情報技術(IT)戦 略
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4.米 国企業の情報技術(IT)戦 略

4.1米 国企 業 にお けるERP導 入

4.1.1ERPの 起 源 と台 頭

(1)米 国製造業と国際競争

米国の製造業 にグローバル ・コンペティションの波が押 し寄せて来たのは、1980

年初 頭 の ことで あ った。 当時、産業競争力に関する大統領諮 問委員会(President's

CommissiononIndustrialCompetitiveness)や マサチ ューセ ッツ工科大学産業 生

産性委員会(MITCommissiononIndustrialProductivity)に よ り発表 された レポ

ー トでは、 自動車、化学か らエレク トロニクス産業に至るまで、米国が競争力を完全

に失う可能性があることが強調され、米国の製造業の危機が叫ばれていた。しかし、

これらのレポー トが鳴 らした警鐘が、いささか誇張されたものであったことは、現在

の米国の好景気が明 らかに示 している。1990年 代 に入 り、見事 に競 争 力を取 り戻 し

た米国製造業であるが、その裏には、完壁な効率化を目指す ビジネス ・リエンジニア

リングを推 し進めるために、大手製造業者が実践 した新たな情報技術の導入という努

力があった。・

1980年 代 に米 国大手 製造 業者 は、低 品質、長すぎる製品開発のサイクル、そ して

不十分な顧客サービスという諸問題の解決に着手 した。その結果、総合的品質管理

(TotalQualityManagement)、 統計 に基づ く製品管 理(StatisticalProductControl)、

「ジャス ト ・イ ン ・タイム」 生産方式(Just-in-timeManufacturing)、 顧客 に対す る

迅速な対応(RapidResponsiveness)な どの解 決策が導入 された。経営陣は、これ らの

方法を実現させるためには、情報管理が必要不可欠であることに早 くか ら気付いてい

た。・例えば、 「ジャス ト・イン ・タイム」生産方式を導入するためには、部品供給の

遅れにより、生産スケジュールがス トップすることのないよう、製品注文書、インボ

イス、配達 日の通知、デ リバ リが、全てタイム リに行われる必要がある。顧客サー ビ

ス改善には、顧客担当者の手元に、注文状況データなど、正確な顧客情報が瞬時に届

く必要がある。また、品質管理のためには、生産工程で生 じる大量の生産 に関わるデ

ータ、生産時間などを全て管理、保管、分析する必要がある。米国大手製造業者は、

IT(情 報技術)を 駆使 す る ことで、ア グ レッシブに業務の改善を行 い、海外か らの

競争に立ち向か う戦略に出た。

(2)初 期の生産統合アプリケーション

製 造 業 に お け る 情 報 技 術 の 活 用 は 、 資 材 所 要 量 計 画(MRP、Materials
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RequirementsPlanning)が 開発 された1960年 まで さかの ぼる ことがで きる。MRP

は生産過程管理技術 を もとに開発 され、ソフ トウェアを利用 して、製造スケジュール

の調整により部品の在庫減少をはかるための計算を行うシステムである。コンピュー

タメーカの ヒュー レッ トパ ッカー ド社(Hewlett・Packard)、 大 手家 電企 業 のブ ラ ッ

ク ・ア ン ド ・デッカー社(BlackandDecker)、 オフィス用家具製造 を行 うステ ィール

ケース社(Steelcase)な ど、米 国の 大 手 製造 企 業 の多 くが、 自社工場用 に、独 自の

MRPシ ステムの開発 を行 って いた。MRPシ ステ ムで は、生産 ス タ ッフが生産スケ

ジュール計画を入力すると、そのスケジュールにあわせ、在庫か ら部品を供給するタ

イミングや量などが計算される。また、データ調整のため、実際に工場で生産 された

製品の数量などのフィー ドバ ックも入力される。このMRPシ ステムの主な欠点は、

在庫 レベルや生産量など、正確な情報を入力しなければな らないこと、企業内の他の

システムと統合されていないことであった。そのため、MRPで 算 出され た必 要部品

数量 と、実際の企業の財務上のデータがかみあわない、 というケースもみ られた。

1980年 初 頭 、大 手 企 業 は 自 らの業 務 シス テ ム と生産 シ ス テ ム を連 携 さ せ た 、 新 し

い 生 産 資 材 計 画 ソ フ トウ ェ ア(MRP-II、ManufacturingResourcePlanning

software)を 創 り出 した。 この ア プ リケ ー シ ョンで は 、 財 務 シ ス テ ム と生 産 シス テ ム

が 同 じデー タベ ー ス を共 有 して い るた め 、MRP-IIソ フ トウ ェ ア に よ って は じき 出 さ

れ た 在庫 補 充 ス ケ ジ ュー ル と、 実 際 の 財 務 状 況 との調 整 が で き る よ うに な っ た 。 しか

し、 在 庫デ ー タな どで 、 誤 った デ ー タが 入 力 され る と、 正 確 な 情 報 が 得 られ な い とい

う欠 点 は残 って いた 。

また、MRP-IIア プ リケー シ ョンは、生産 に必要な全てのデータを統合するという

レベルには達 していなかった。例えば、1980年 初頭 、製造業で は、製品 データ管理

(PDM,ProductDataManagement)ソ フ トウェアを、製 品や 部品 の生産技術の詳細

や、設計書 を管理す るために導入 して いた。 しか し、 このPDMソ フ トウ ェアは

MRPソ フ トウェア と連携 して操 作す る ことができなかった。2つ のア プ リケー シ ョ

ンに共通 して必要な情報は、手動で入力 しなければな らず、入力ミスか ら、エラーが

起 こる可能性が高かった。企業は、製品のデザイ ン、生産、販売、メンテナンスの過

程で生じる情報を全てデータ化、集積 し、そのデータを別の過程 に移転することがで

きる、全てが統合されたシングル ・パッケージをソリュー ションとして求めていた。

そのニーズに応える形で、全ての過程 を統合 したソフ トウェアが創 り出され、エンタ

ープライズ ・ソフ トウェアとして発展 していく。

(3)ERPの 台頭:SAP物 語

1972年 、イギ リス の化学製造企 業で あるICI社 は、IBMド イ ツ社 に対 し、統合生

産計画 システムの開発 を依頼 した。IBMは 開発 のための リソースが な い ことを理 由
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にこの依頼を断ったため、ICIはIBMの 複数 のプ ログ ラマ に対 し個 人的 に、このプ

ロジェク トを引き受 ける様依頼 した。プログラマ達はICIが 提 示 した 予算 よ りも

50%高 い予算で の開発 を持 ちかけたが、ICIは これを承 諾、現在 の社 長で あるディー

トマ ・ホ ップ氏を始めとするIBMの プログラマによ りSAP社 が創設 され、最初 の

製 品で あるSAPR/1が 開発 され た。

SAPの 存在 は1980年 代後半 まで はあま り知 られていなかった。 当時SAPはR/2

パ ッケー ジ をク ライ ア ン ト ・サー バ型に改良 した、R/3の 開発 を検 討 中で あ った 。

同社 の幹部 は、アプリケーションを大規模なメインフレーム系コンピュータから中規

模システムへ移行することで、顧客のターゲットを世界中の中規模企業に絞ることを

考えていた。同社はIBMAS/400シ ステム用 の ソフ トウェア開発 に関するIBMの ア

ドバ イスに従 い、R/3の 開発 をC言 語で行 った。結果 、R/3は 幸運 に も、Unixベ ー

スの システムへ の対応 が可能 となった。当時UNIXベ ース のコ ンピュー タが急速 に

普 及 していったこと、また、生産、営業などのビジネスプロセス ・リエンジニアリン

グ(BPR)ブ ームが起 こった ことで、 当時、 ビジネスプロセスに基づく、唯一の分散型

アーキテクチャ対応のR/3へ の人気が高 まる こととなった。

SAPは 当初 、中規模企業 を中心 にR/3の 販 売を行お う と計画 して いたが、最初の

顧客は大手石油企業のシェブロン社(Chevron)で あった。R/3ア プ リケー シ ョンは多

様 なコ ンポーネントを緊密に統合させる必要があるため、大幅な業務プロセスの分析、

再構築、複雑なカスタム化が必要であった。そのため、大企業 しか このような大掛か

りな作業に財力、人的資源の面で耐えられず、R/3導 入 は もっぱ ら大企 業を 中心 に行

われた。フォーチュン500級 の最大手企業が次 々にSAPのR/3を 導入 し、SAPの 売

上は1991年 の3,000万 ドルか ら1996年 には13億 ドル と爆発 的 に伸 びた。現在

SAPは 、非米国系企業 と しては世界最大の独立系ソフ トウェア開発企業 となってい

る。

SAPに 代表 され るERP人 気の最大 の理 由は、取 引に関す る情報が、会社の業務を

横断し一貫 して管理されることにある。R〆3な どのERPパ ッケー ジは、注 文受領書

に始 ま り、在庫管理、生産スケジュール、製品配送、インボイスと支払い領収書まで、

販売に関する企業の全情報を管理することができる。R!3シ ステム には70の モ ジュ

ールが含 まれてお り、そ れぞれが人材配分、財務管理、品質管理などの生産、販売に

関する過程の区分を管理 している。これ ら段階別業務処理モジュールは、すべて緊密

に連携されているため、複数の業務処理が一度に行われても、エラーが起 こることは

殆どありえない。さらに、ERPシ ステム はオー プン ・ク ライ ア ン ト・サーバ構築 に

よるため、アプ リケーションに蓄積された情報には、企業内でいっでも、どこからで

もアクセスすることができる。そのため、ERPを 利 用す る ことで、顧客 サー ビス担

当者は顧客の問い合わせに対 し、顧客の注文した製品の生産、配送情報を、迅速で的
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確 に提供することができ、また、 トップの経営陣は、各製品の売上変化を見極め、ス

ピーディな経営判断を下すことができる。

「ビル ト ・ツー ・オーダー」(build・to-order) 、 「マ ス ・カ ス タム 化 」(mass

customization)と いった 生産方 法 に移行 しよ うと している企業 にとって、ERP導

入 は必須で ある。デル ・コン ピュータ社(DellComputer)は この生産 システム を採用

し、オ ンライ ン注文に基づく、製品の組み立てを行っている。顧客はどのモデルのコ

ンピュータを注文しても、モニターのサイズ、ディスク ドライブ、RAMな ど、様 々

なオ プションを指定す る ことができ、顧客それぞれの好みにあった製品にすることが

できる。デル社 は、ERPシ ス テム を利 用す る こ とで 、お びただしいオプションに

個 々に対応 しながらも、数日で製品の発送ができることを保証している。ERPを 通

じた情報管 理 によ り、部 品の一部がす ぐに手に入 らない場合には、顧客に対し、す ぐ

に発送の遅れを告げることができる。

ERPソ フ トウェアの導入 によ り、多 くの企業は多大な効果を上げている。ERPパ

ッケージに2,000万 か ら2,500万 ドル の投資 を行 った ことで、業務が効率化 され、5

年 間 に1億5,000万 ドル ものコス トを削減 で きた というケースはいくつも報道 され

ている。マイクロソフ ト社はSAPR/3を いち早 く導入 した企業 のひ とつであるが、

ERP導 入初年度 だけで6,000万 ドル のコス ト削減 に成功 した。 また、多くの主要企

業が、古いメインフレーム系ソフ トウェアの2000年 問題対応用 アップグレー ドの代

わ りにERPソ フ トウェアを部分的 に導入 す る ことを行った。2000年 を前 に、 メイ

ンフ レーム系 ソ フ トウェアのアップグレー ドにかかるコス トを避 けるために、ERP

パ ッケージ を利用す る企業 も多か った。 しか し、ERP導 入の コス ト自体 も安 くはな

いため、コス ト削減の目的でERP導 入 を行 う前 に、各企業 はERPに 投 資で きるだ

けの十分な資金が必要となる。

4.1.2"業 務ITイ ン フ ラ"と して のERPの 確 立

(1)ERP導 入の問題点

ERP導 入 によ るサ クセ スス トー リー ばか りが強調 されたため、企業の間では、

ERPを 導入 さえすれば、簡単 に効果 が現れるもの、 という認識が広まって しまった。

しか し実際にERPを 導入す るには、従来 の業務 プロセスを大幅に変更 しな くてはな

らず、業務の混乱、高額な導入コス トなど、企業は大きな苦 しみを味わわなければな

らない。多 くの企業がERPを 導入 するよ うにな ったが 、コス トに見合わない結果 に

なって しまった企業もある

ERPア プ リケー ションを導入 しよ うとする際に二つの問題が生じる。第一に、大
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規模なERPア プ リケー シ ョンの導入は非常 に複雑であるということである。ほとん

どの企業では、導入を成功裏に行うための、コンピュータや技術スタッフを十分に持

ち合わせていないのが現状である。ERPパ ッケージ には、企業 独 自の業務形態にあ

わせてアプリケーションをカスタマイズできる、ソフ トウェア開発ツールが付属して

いるが、これを使いこなすためには、企業ITス タ ッフが、導入 を始 める以前 に、こ

れ らのツールの使用法を一から学ばなくてはいけない。また、導入されたERPを 正

しく機能 させ るには、企業 は事前にビジネスプロセス ・リエンジニアリングを行って

いなければならない。そして、殆 どのERP導 入は、企業ITを ホス トコンピューテ

ィングか らクライアン ト・サーバ形式に切 り替えなが らの作業 となるため、データを

古いメインフレームシステムから新 しいRDMSア プ リケー シ ョンに変更 しな くて は

な らないなど、別の問題も生 じてくる。以上のことか ら、ERP導 入 は複雑 で、大変

時間のかか る作業 となる。

第二の問題は、導入技術、時間の問題 と関連して、ERP導 入 は コ ンサル タ ン トの

助けを得 て初めて、現実的なタイムフレームの中での導入が可能になるということで

ある。ERP導 入 は今 や主な システム統合事業者にとって主要ビジネス となってお り、

アンダーセン ・コンサルティング、EDS、 アー ンス ト ・ア ン ド ・ヤ ング、1(MPGビ

ー ト ・マーウィ ックな どの大手ITコ ンサルタ ン トが導入業務 を手が けている。ERP

ベ ンダに とって も、導 入 コ ンサル ティングは主要な収益源のひ とつ となっている。

SAPパ ッケージの導入 には平均2年 かかるため、 これ らの コンサルティング料は非

常に高額なものになる。 また、ERPの 導入が済む と、企業 は従業員 に対 しシステム

の利用法、管理、ソフ トウェアのアップデー トについての研修 も行わなければならな

い。一般的に、SAPR/3の 導入費用 はパ ッケー ジライセ ンス費用の5倍 かかる とい

われ、大企業 がSAPR!3製 品 を ライセ ンス 、導入す るため には、低 く見積 もって

も1億 ドル は軽 くかか る といわれ ている。例えば、現在行われているモ トローラの

半導体製品事業部門でのR/3導 入 プ ロジェク トは、5万5,000人 の従業員が参加 し、

概 算で2億 ドルの予算 を費や し、導入 には5年 かかる と見 こまれて いる。

(2)ERP導 入の失敗例

ERP導 入事例 の 中で も、医薬 品販売企業フォックスメイヤー社(FoxMayer)の

事 例 は、導入 が正 しく行 われな か った場合の問題 を示す例 として、注 目に値す る。

1993年 当時、同社 は病 院、薬局 に医薬品を卸す、医薬品業界では全米第4位 の大企

業 であった。同社 はメイ ンフレームベースの在庫、注文管理システムを持っていたが、

注文、配送量が増加するに従い、注文数がシステムの処理能力を上回るのではという

危惧を持つようになった。同社は1993年 中旬 にSAPのR/3ソ フ トウェアを新 シス

テムに導入す ることを決定し、アンダーセン ・コンサルティングを導入パー トナとし

て、18ヶ 月以内 に導入 を行 う契 約 を結 んだ。 しか し実際の導入プロジェク トは、
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様々な要因が重なりあい、混乱を極めることとなった。

1994年7月 、同社 は、全米で も最 大規模 の医療機関であるユニバーシティ ・ヘル

スシステム ・コンソー シアム(UniversityHealthSystemConsortium)に 医薬 品を提

供す る契約 を結んだ。 この契約は同社の業務処理をさらに増加 させることとな り、以

前の危惧通 り、メインフレームベースでの対応に限界がでてきてしまった。また、フ

ォックスメイや一社は、SAPの ア プ リケー シ ョンに、マ ク ヒュー ・イ ンターナショ

ナル社(McHughInternational)製 の倉庫管理 ソフ トウ ェアを統合 しようとしたため、

導入がよ り複雑なものとなってしまった。 これ らの新 しい状況に対応するための業務

再構築の試みは、1995年 には失敗 の兆 しが見 え始 め、倉庫の従業員が勤労意欲を無

くし大量に辞める事態にまでなった。導入を始めて2年 以上た った1996年7月 には、

同社 は、ERP導 入 によ りコス ト削減 を実現す る どころか、3,400万 ドル の支 出を余

儀無 くされて しまった。損失は増える一方であったため、1996年8月 、 フォ ックス

メイ ヤー社 は破産法第11章 による会社更正を 申請 し、医薬品取 り扱い業務を他社に

売却 したが、それでも損失を埋めることはできなかった。1997年5月 、同社 は破産

法第7章 に基づ く破産手続 きを行 い、1998年 には同社の破産管理委員会が アンダー

セン ・コンサルティングとSAPの 両社 に対 し、両社 がERPソ フ トウェアの処理能

力や、導入 に必要な技術などに関して、フォックスマイや一社幹部を誤った方向に導

いたとして、訴訟を起こした。この訴訟は現在民事裁判所で係争中である。アンダー

セン ・コンサルティングとSAPの 両社 は、導入の失敗は フォ ックスメイヤー社の戦

略的なあや まりによるもので、ソフ トウェアや、導入方法によるものではないとして

いる。

この他にも、ERPに 関す る様 々な失敗例が明 らか にされている。1999年 、防水性

の高 い生地 「ゴアテ ックス」で有名なW.Lゴ ア社(W.LGore)も 、 自社のERPベ ン

ダで あった ピープル ソフ トと導入パー トナのデ ロイ ト ・アン ド・トーシュ ・コンサル

ティングΦeloitteandTocheConsulting)を 提 訴 している。 ゴア社は、 ピー プルソフ

トとデロイ トの両社が、導入方法の専門知識が十分ではない、不適任なコンサルタン

トを派遣し、ERPパ ッケー ジを的確 に導入 しなかったため、テス ト用に入力された

架空のデータを消去す ることができなくな り、W.Lゴ ア社 は引き続 き 「ドナル ド ・

ダ ック」といった架空の社員への給与を支払い続 けなければいけな くなるなどの損害

を被ったとしている。

(3)第 一次ERPブ ー ム終焉 の背景

ERPを め ぐる問題点が浮上 してきた ことで、近年、主要ERP企 業は収益低下 を余

儀な くされていた。1999年 、主要ERPベ ンダであ るSAP、 バー ン、 ピー プル ソフ

トの収益 は減少 し、株価 も急激 に下降 した。産業アナ リス トはIT市 場 の中でERP
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に対する需要が落ち込んだ状況 として、以下のことを挙げている。

第一に、2000年 を控 え、多 くの企業が、新たな ソフ トウェア導入プロジェク トよ

りも、Y2K問 題解決 を優 先 しだ ことが挙 げ られる。Y2Kに 対応 しない システ ム を捨

て、ERPに 入れ替 える ことでY2K問 題 を乗 り越 えた企業 もあったが、 これ らの企業

は、すでに1999年 以前か ら導入 を開始 して いたため、1999年 度 の売上 にはつなが

らなか った。

'第二 に
、ほとん どのERPベ ンダが、企 業におけるイ ン トラネット、エクス トラネ

ットといったWeb利 用 の急激な伸 びを予測できなかった。ERPシ ステムは、独 自ソ

フ トウ ェアのコ ンポーネン トやツールに頼っているため、Webベ ー スの シス テム と

簡単 に接続がで きな くなって しまっている。そのため、ERPは 新 たに シス テム導入

を図ろ うとす る企業にとっては、魅力的なツールではなくなってしまった。 しか し、

ベンダの中でもオラクル社(Oracle)は 例外で 、1999年 まで には、 システム の完全対

応化 に成功 している。 これによ り、オラクル社は、他 のERPベ ンダ に比 べ 、1999

年度 の売上、株価 ともに大 幅な伸 びを見せることができた。

第三に、ERPシ ステ ムが企 業 の全て のアプ リケーションに取 って代わる、という

ERPベ ンダの主張 に もか かわ らず 、多 くの顧客はいまだに自社の古 いシステムを

ERPと 平行 して使 っている ことが挙 げ られる。ERPア プ リケー シ ョンと他 のアプ リ

ケー シ ョンを連携させるためには、ソフ トウェアのカスタムコー ド化を行わなければ

な らず、ERP導 入費用 をさ らに増加 させ る理 由となっている。他のアプリケーシ ョ

ンとの統合 を行おうとすると、ERP導 入 時間 はさ らに長 引いて しま う。また、シス

テムが実際に運営される前に、ERPと 他 のア プ リケー シ ョンとの連携 のための書き

こみやテス トが行われる必要もある。これら導入にかかるコス ト、時間の問題から、

ERPは 中小企業に とって、あま り魅力的な存在ではない。ERPパ ッケー ジを導入 し

な い これ らの企業は、さらに自社 システム開発に投資を続けるため、簡単に既存のシ

ステムを捨て、ERPに 移行す る ことができな くな る という、堂堂巡 りの状態に陥っ

ている。

(4)"業 務ITイ ンフラ"と して の新ERP

これ らの問題 に直面 したERPベ ンダは、ユーザ に適応 した新 しいERPづ くりを

目指 した。 まず、ERPベ ンダは、従来の大規模 で画一的 なERPア プ リケー シ ョンを、

コンポーネ ン ト別の小回 りのきくERPに 変更 した。 また 、今 まで の大規模ERPは 、

厳格なス ケジュールに基づいた導入が必要とされたが、コンポーネント・ベースの小

型ERPは 短期間で柔軟な導入が可能 となった。 この新ERPで は、機能 ごとのモ ジ

ュール に分かれ、各モジュールには共通のインターフェイスが付けられた。例えば、
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SAPの 従来 のR!3一 パ ッケー ジは、財務管理、人事、ロジスティックス、製造、販売

と、機能別モジュールによって構成 された。 これによ り、ERPユ ーザ は、全て を一

度 に導入 しな くてはいけない 「ビッグ ・バン」型の導入ではなく、重点を置きたい機

能か ら、徐 々に段階を踏んで導入 を行 うことができ、既存のアプ リケー シ ョンと

ERPの モジュール との連携 が行 え るよ うになった。

第二に、Web対 応ERPシ ステ ムを開発 した。 これ によ り、Webブ ラウザ を利用

してい るユーザ も情報にアクセス したり、ERPシ ステム上 の アプ リケー シ ョンを操

作 できるようにした。今 までのERPの 弱点は、研修 コス トが 高額 であるといった要

因か ら、ERPシ ステム を使 い こなせ る社員が限 られるということであった。1998年

に業界専門誌 『イ ンフォメー シ ョン ・ウィーク』が行った調査によれば、数万人規模

の大企業がERPを 導入 した にも関わ らず、実際 にシステムを利用できる人数はたっ

た70か ら160人 ほ どである とい う。Webを 利用 したERPで あれば、 ほぼほとん ど

全員の社員が何 らかの形でERPの メ リッ トを得 る ことがで き る。

第三 の対策として、型 となる 「テンプレー ト」を利用することで、各企業の仕様に

合わせて、ERPシ ステ ムを容易 にカスタマイズ化ができるようにしたことである。

企業内のビジネスプロセスをERPに あわせて全 て変更す るので はな く、会計、在庫

管理、製品供給といった、極めて基本的な機能だけをERPに のせ る。 これ によ り、

企 業独 自の業務プロセスを残す ことが可能 とな り、ERP導 入 のた めに、企業が ビジ

ネスプ ロセスを変更 しなければな らないケースを、極力避けることができる。

従来のERPに このよ うな変更 を施 した結果 、新ERPは 、業務全 ての機能 を支配

す るよ うな大規模なメカニズムか ら、基本的な機能を備え、追加機能 を必要 に応 じて

付 け加えていけるような"業 務ITイ ンフラ"に 生 まれ変わ った。図2は 、 これ らの

変化 を通 じ、どのよ うにERPの 概 念が進化 して いったか を表 している。今後、ERP

を基本 に、サ プライチ ェー ン、顧客管理、'EC機 能 と次 々 と機能 を拡張 し、高度 な企

業システムとして発展を遂げていくこととなる。
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4.2米 国企業 におけるサ プライ チ ェー ン ・マネジメン トの導入 ・統合

4.2.1サ プライチェー ン ・マネ ジ メン ト(SCM)の 起源 と発 展

(1)ゼ ロ在庫シズテムの普及

1990年 代初頭か ら、 ジャス トイ ンタイ ム生産方式や在庫ゼロ流通システムを取 り

入れた 「リーン ・プロダクション」 システムが米国製造業にも広がっていった。 この

新 しい生産方法に関しては、マサチ ューセ ッツ工科大学の2人 の研究 者 が著 した

「世界 を変 えた機械」(MachinethatChangedtheWorld)で 詳 しく紹介 されて いる。

米国企業 も、 リーン ・プロダクションシステムの導入を図ったが、組み立て業者、サ

プライヤとも、ジャス トインタイムで部品を供給するために必要な、生産、在庫、配

送情報を管理できるような統合情報システムを持っていなかったため、業務は混乱を

極めることとなった。

この状況は、後にサプライチェー ン ・マネジメン ト ・ソフ トウェア(SCM)と し

て確立 され てい く。SCMは 、今 までば らば らに存在 して いた、流通計画、在庫 レベ

ル、引渡 しスケジュールを管理するシステムを統合することで発達 していった。マニ

ュジスティックス社(Manugistics、 メ リー ラン ド州 ロ ック ビル)は 、1980年 頃か

ら、別 々に分かれた複数 の機 能別パ ッケージを、開発販売していた。最新のソフ トウ

ェア技術を駆使 し、同社は、1990年 代 に、 これ らの業務の全て を同時に運用できる、

単一のパ ッケージを開発 した。これ らSCMは 、オペ レー シ ョン管理 を専 門に手がけ

るプログラマによって、 「限定の理論(theoryofconstraints)」 を基 に開発 された。

SCMを 利 用す る ことで、 当初 の計画 に変更があった場合、企業はサプライチェーン

全体 を通 じて、その変更が及ぼす生産過程や流通プロセスへの影響を正 しく予測でき

るようになった。

主に業務データをリアルタイムで管理するためのERPと は違 い、SCMソ フ トウ

ェア は、意思決定支援 のための予測ツール として捉えられる。市場 をリー ドするi2

テ ク ノロジー社(i2technologies)、 ニ ュー メ トリックス社(Numetric)、 マ ニ ュジステ

ィ ックス社 によるシステムの多くは、 「需要計画」モジュールが基礎になっている。

この根本的なSCMを 通 じ、生産 プ ロセスの中の様 々な段階で必要となる、多数の部

品の供給量などを計算する。部品 ごとに、それぞれのサプライヤが需要計画にあわせ

た供給が行われるよう、生産量、引渡 しスケジュールなどが算出される。さらに重要

なのは、あるサプライヤが部品や資材不足などの問題を起 こした場合、サ プライチェ

ーンの中で、他のサプライヤの生産や引渡しスケジュールにどのような影響があるか

を予測 し、そのような問題がおきて も、生産 レベルを維持できるような代替ソリュー

ションを提供することができる。
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SCMに 対す る初期 の需要は、小売産業 における大きな改革により高まっていった。

主要小売チェーンであるウォルマー トやKマ ー トは、取 引先で ある多 くの消費財製

造業者に対 し、 「ベ ンダによる在庫管理(VMI,Vendor-managedInventory)」 を行 う

よ う要請 した。 このVMIプ ログラム を導入す ることによ り、小売業者は自らは在庫

を抱えず、製造業者側 に在庫調整をなるべく任せるような体制をとった。その一方、

製造業者は、小売店舗に日ごと、または週ごとに、製品ス トックを補充する必要がで

てきたため、十分な在庫 を自社内で確保 しておかなければな らないよ うになった。

WIプ ログ ラム を通 じて 、小売業者 は在庫維持のコス トを製造業者に移 した ことに

なる。製造業者は、自社の在庫 レベルを上 げる ことな く、顧客で ある小売業者 の

VMIプ ログ ラムに対応 す るため の手段 として、SCMソ フ トを次 々に導入 して いった。

このような製造業向けSCMソ フ トの2大 ベ ンダと して、サ プライチ ェーン ・ソリュ

ーション社(SupplyChainSolutions 、コネチ カ ッ ト州 エ ンフィール ド)、マ ニュジス

テ ィ ックス社が台頭 した。

t(2)i2テ ク ノ ロ ジー 社 のSCMソ フ トTIps

1989年 テキサ ス州 に設立 されたi2テ クノ ロジー社 は、SCMの リーデ ィング ・カ

ンパニー として 、急成長を遂げる。同社は当初、生産、流通計画決定支援ツールに特

化 した企業であったが、1995年 、TIPS(TrulyIntegratedPlanningSystem)と 呼 ば

れ るソフ トウ ェア を発表 した。TIPSは 、人工知 能技術 をサ プライチ ェー ン ・マネー

ジメン トに応用 した、最初のSCMで ある。TIPSパ ッケー ジを利 用 して、企業 は、

既 存のエンタープライズシステムか らアクセスできるデータをもとに、生産、供給需

要、在庫補充などのスケジュールを計算することができる。 これは同時に、複数の生

産施設でのサプライチェー ン ・マネージメン トが行える、マルチサイ ト計画ができる

最初の製品でもあった。

TIPSパ ッケー ジ初版 は以下 のモジュールを含んでいる。

・ 工 場 計 画(FactoryPlanning)各 ライ ン 、 プ ラ ン トご との 生 産 プ ラ ン を作

成 す る。

・ 高 度 ス ケ ジ ュ ー リン グ(AdvancedPlanning)店 舗 の 販 売 フ ロア の変 化 に

よ り、 プ ラ ン トの 生産 ス ケ ジ ュー ル 変 更 を行 う。

・ 流 通 計 画(DistributionPlanning)流 通 計画 を作 成 す る。

・ 輸 送 計 画(TransportationPlanning)輸 送方 法 を確 定 す る。

・ 戦 略 的 計 画(Strategy-drivenPlanning)生 産 計 画 や 目標 、 生 産 の限 界 量 な

ど の設 定 を行 う。 これ に基 づ き 、 シス テ ム は 目標 達 成 の た め の 生産 計 画 を

立 て る。

・・ 製 品 入 手 の保 証(Available ・to-promise)製 品 が特 定 の 日付 に 引 渡 し を行 え
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るか 確 定 す る。

・ マ ル チ ・エ ンタ ー プ ラ イ ズ 計 画(Multi -enterprisePlanning)す べ て のサ

プ ライ チ ェー ン要 素 を 調 整す る。

i2社 はTIPSを よ り進化 させ 、 リズム(Rhythms)と よばれ る新 しいSCMシ ステ

ム を開発 した。 リズム は、以下の3っ の 「業務サ ブプ ロセ ス」 か ら構成され、それぞ

れの機能は連携 している。

●需要達成σ)emandFUIfillment)需 要 調達 プ ロセスの 目的は、顧客 の注文に対 し、

早 く、正確に信頼できる製品の引渡 し日時 を提示することである。需要調達プロセス

は主に注文受理、顧客情報の照合、注文 に対する保証、受注残高管理、注文履行 を含

む、業務執行 レベルでのサブプロセスである。

●需要計画(DemandPla皿ing)需 要 計画 プ ロセ スの 目的 は、顧客 の購入パター ン

を理解 し、統計に基づく、コラボレーティブな予測をたてることである。需要計画は

供給計画プロセス、需要調達プロセスに情報を与える計画プロセスである。重要計画

は長期的、中期的、短期的な種類が存在する。

●供給計画(SupplyPla皿ing)供 給 計画 の 目的 は、企業 の リソー スを需要に見あう

よう、最適な形に割 り当てることである。 これは戦略的な供給計画プロセスと戦術的

な供給計画プロセスをつなぐ、計画 レベルでのサブ ・プロセスである。長期的計画、

在庫計画、流通計画、共同調達、輸送計画、サ プライ割 り当てが このサブ ・プロセス

に当てはまる。

サプライチェーン ・マネジメン トはもともと、サプライヤと小売点 との製品輸送の

スケジュー リング調整機能を主目的 としていた。それがサ プライヤの全製造工程に関

与する一連の企業を取 り込み、全ての企業がひとつの目標 を達成するため、歩調を合

わせて全ての行程 を効率的にこなす ことを包括的に調整す る、極めて複雑なシステム

へ と進化 を遂げた。SCMパ ッケー ジを採用す るには、サ プライチェーン内で、取引

企業同士が相互提携を行えるよう、ビジネスプロセスの再構築や、組織の再編成が必

要 となる。

4.2.2SCM導 入 サ クセ ス ・ス トー リー

(1)SCM導 入のメ リッ ト

SCMの 採用 によ り、企業が得 る メ リッ トは大きい。在庫 レベルの低下によ り、企

業の運転資金が削減され、コス トの大幅な削減が実現できる。コンサルティングファ
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一 ム の ピッテ ィギ リロ ・ラ ビ ン ・トッ ド ・ア ン ド ・マ ク グ ラー ス(PRTM 、Pittiglio,

Rabin,Todd&McGrath)社 によ る1997年 の調 査 で は 、225の 企 業 に行 った 調 査 を

も と に、SCM導 入 に よ る メ リッ トを評 価 して い る 。調 査 によ る と、サ プ ライ チ ェ ー

ン ・マ ネ ジ メ ン トを改 善 す る ことで 、6億 ドル 規 模 の企 業 は年 間4,200万 ドル の コス

トを削減 す る こ とが で き る。 また 、 サ プ ライ チ ェー ン機 能 が 整 備 され た企 業 は、 在 庫

日数 が60%少 な く 、企 業 の キ ャ ッ シ ュ フ ロー が 向 上 し、 さ らな る 運 転 資 金 を もた ら

す 結 果 とな って い る。 さ らに 、サ プ ライ チ ェー ン ・マ ネ ジ メ ン トに お い て ベ ス トプ ラ

ク テ ィス を誇 る優 良 企 業 が 、サ プ ライ チ ェー ン にか け た コス トは 、他 の 平 均 的 な 企 業

が 売上 の11.6%だ った の に対 し、6.3%で あ っ た 。

しかし経営陣は、'SCM導 入によ り得 られ る コス ト削減 よ りも、 目には見えない戦

略的優位性をより重要視 している。サプライチェーン ・マネジメン トが整備されてい

ない企業が、生産 を20%上 げるのには数週間かか るが 、調査によると、 トップ企業

は2週 間以内 で行 う ことがで きる。 これ らの トップパフォーマーは、顧客の要請す

る製品引渡 し日に、平均的な企業は83%対 応 できるの に対 し、96%の 対応 を行 う こ

とがで きる。SCMを 積 極的 に導入す る企業 は、市場 の変化によ り柔軟に対応するこ

とができ、よ り高い顧客満足度、価値を生みだすことができるということである。

全体的にSCM導 入 による潜在的な利益は大きな ものがある。市場 リサーチ企業の

AMRリ サ ー チ と 共 に 、 「サ プ ラ イ チ ェ ー ン ・カ ウ ンス ル(SupPlychain

Council)」 を設立 したPRTM社 によると、典型的なSCM計 画 による効 果は以下の

通 りである。

製品引渡し

在庫削減

履行サイクルタイム

予測の正しさ

全体の生産性

サプライチェーンコスト削減

需要対応度

生産能力改善の実現

16%-28%改 善

25%_60%改 善

30%-50%改 善

25%-80%改 善

10%-16%改 善

25%_50%改 善

20%_30%改 善

10%-20%改 善

サプライチェーン ・ソリューションによって、業績を大きく伸ばしている企業の例

は数多くある。その中でもデルコンピュータの例は良く知 られている。デルは、サプ

ライチェーン体制を大幅に自動化することで、 「メイ ド・ツー ・オーダー(注 文 を受

けてか ら製品を組み立て る)」 を実現 し、収益をあげている。以下にSCM導 入 で多

大な メ リッ トを受けて いる企業の例を紹介する。

4-13



(2)SCM導 入例

〈 トムソン ・コンシューマ ・エレクトロニクス社(ThomsonConsumerElectronics)〉

テ レビ、 ビデオデ ッキな ど家電 を製造する トムソン ・コンシューマ ・エ レク トロニ

クス社は、小売チェーン顧客に対する調査の中で、同社のサプライチェー ン上の問題

のため、商機を逃 しているケースが多いことを発見 した。消費者が、小売店で トムソ

ン社 の製品を求めようとしても、在庫切れであることが多かったのである。このよう

なケースが潜在的な販売を阻むもの として、 トムソン社は1997年 に 「チ ェー ン ・リ

アクシ ョン(ChainReaction)」 プ ログラム を開始 した。 同社 はi2テ ク ノロジー社

のSCMソ フ トウェアを導入、生産予測 と部品配供給管理の改善をはかった。 この改

善は、 トムソン社に部品を納めている400の サ プライヤ との関係 の見 なお しにもつ

ながった。取引企業の判断の基準 として、部品の納品価格だけをみるのではな く、オ

ンタイムデ リバ リや、生産の柔軟性 に注 目して決定するようになった。 トムソン社は

また、エクス トラネッ トを立ち上げ、サプライヤが、注文状況や製品引渡 しスケジュ

ールを入力できるようにした。引き換えに、取引企業は、エクス トラネッ トを通 じ、

トムソン社が小売業者か ら直接送って くる売上データをもとに作成 した生産、需要予

測情報にアクセスすることが出来る。

トムソン社はこの計画を通 じて、すでに大幅な効果 を上げている。生産 レベルは、

予測 レベルの95%以 上 を満 た して お り、消 費者が同社製品を求める際、在庫切れで

あるケースは1%に な った。 小売業者 もまた、 トム ソン社製品の在庫を50%削 減す

る ことがで きた。また トムソ ン社は生産 リー ドタイム(生 産量変更計画 と実際 に変更

が行 われる間の時間差)を 、4週 間か ら1週 間 に短縮す ることがで きた。

サ プ ライチェーン統合マネージャによると、この計画による最大のメリッ トは、 ト

ムソン社 と取引先企業とのリレー ションシップ改善 という目に見えないものを得 られ

たことである。 トムソン社が、部品調達のため、企業にプレッシャーをかけ続 けると

いう対立的な関係ではなく、同社 と取引先企業が協力して、全体のパフォーマンスを

改善 しようという、パー トナとしての関係を構築できるようになった。

〈 シー ゲ ー ト・テ ク ノ ロ ジー社(SeagateTechnology)〉

シー ゲ ー ト ・テ ク ノ ロ ジー 社 は 、 コ ン ピュ ー タ用 デ ィス ク ドライ ブ の世 界 最 大 手 メ

ー カ で あ る
。 しか し、1998年 中旬 、 カ ン タム 社(Quantum)な どの ライ バ ル企 業 に、

市 場 シ ェ ア を大 き く奪 わ れ 、 大 幅 な レイ オ フ を 断 行 し、 同社 の 創 業 者 でCEOの ア

ル ・シュガ ー ト氏 は辞 任 を余 儀 無 くさ れ た 。 これ を受 け、 新CEOの ス テ ィー ブ ン ・

ル ツ コ氏 は、 サ プ ライ チ ェー ン ・マ ネ ジ メ ン ト ・プ ロ グ ラム を含 む 、新 た な 品質 計 画

プ ロ グ ラム の導 入 を 開始 した 。
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'このプログラム を導入 するのに
、同社は340人 の社員 に4週 間の品質改 善 トレー

ニ ングコー スを受講させ、社内品質改善プログラムの監督にあた らせた。シーゲー ト

社は需要計画 とサプライチェー ン計画システムをi2テ クノロジー社か ら購入 、導入

した。また、共同計画マネージャのポス トを、シーゲー ト社のOEMの 中で も トップ

3の 施設 に設置 し、製品 引渡 し、主要顧客 との関係調整を行った。

このプログラム導入以来、シーゲー ト社は生産サイクル時間を55%短 縮す る こと

がで き、従業員 一人 に対する生産アウ トプッ トは40%増 加 した。 同社 はさ らに在庫

回転率 を年間14.5%増 加 させ る ことがで きた。在庫 回転率は、他企業の平均が12回

で あるの に対 し、 同社 の1997年 の平均 は6-8回 で あった。全体 的な生産量 は1年

間で20%増 加 した。 この計画 を通 じ、生産 開発 も改善され、同社は最新製品である

U8デ スク トップ ・デ ィス ク ドライブのデザインと発表を、最短で行 うことができた。

<ボ ーイ ング社(BoeingCorporation)>

1980年 代 半ば、ボーイ ング社 は、第2次 世界大 戦 中に導入 された もの もあったと

いう既存の生産管理 システムを含め、全体の生産オペ レーションを、新たなモジュー

ルを利用 しながら再構築することを開始 した。

・ 統 合 業 務 パ ッ ケ ー ジ ーバ ー ン 社(Baan)

・ 工 場 フ ロ ア オ ー トメ ー シ ョ ン ーク リム リ ン ク 社(ClimLink)

・ 製 品 デ ー タ 管 理 一 ス ト ラ ク チ ャ ル ・ ダ イ ナ ミ ク ス ・ リ サ ー チ 社

(StructuralDynamicsResearch)

・ 事 前 計 画 、 ス ケ ジ ュ ー ル ーi2テ ク ノ ロ ジ ー 社(i2Technologies)

・ 製 品 形 成 一 ト リ ロ ジ ー ・ソ フ トウ ェ ア 社(TrilogySoftware)

同社はまた生産プロセスを変更 し、生産される全ての航空機が共通の生産 プラット

フォームを利用するようにし、後に顧客の指定に合わせたカスタマイズを行 うように

した。以前は、ボーイ ング社はそれぞれの航空機をカスタム生産 してお り、注文が行

われた後、航空機が組み立てラインに載せ られるまでに、36ヶ 月の遅延が あった。

バー ン社 のERPパ ッケー ジ と連携 されたi2シ ステム を利用 して、ボーイ ング社は

サプライヤに対 し、組み立ての段階で特定の部品が必要になる場合、正確な時間とロ

ケーションについての連絡を行えるようになった。ボーイング社の航空機 はそれぞれ

500か ら600万 の部品 を必 要 とす るため、生産は非常に複雑なプロセスになる。ボ

ーイング社はEDI(ElectronicDataInterchange:電 子データ交 換)を 利用 して、サ

プ ライヤ に対 し需要予測 を送信 し、その後ボーイング社の2つ の製造施 設 のデー タ

ベースにメ ッセージを直送する。新システム導入 による利益は徐々に認識されてお り、

ボーイ ング社は注文か ら生産に入るまでの時間を12か ら18ヶ 月削減す る ことがで
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きた。また、製造施設の1つ で は、ボーイ ング社は製造サ イクルタイムを50%削 減、

欠陥率 を56%削 減す ることがで きた。

4.2.3SCMの 問題 点 とSRMの 台 頭

(1)SCMの 問題点

これ らのケー スはSCMが 企 業 の競 争力、生産 力の向上に貢献 した例である。しか

し、SCMの 導入 は注意深 く、戦略 的 に行われなくてはな らない。導入を急 ぐと、シ

ステム統合の段階で問題が生 じ、業務に大きな支障を引き起 こす ことになる。

"八 一 シー ・キス"チ ョコ レー トで有 名な 大手菓子 メーカ、ハーシー ・フーズ社

(HersheyFoods、 ペ ンシルバニ ア州 八一 シーズ)は1996年 、商品在庫 の管理を行 う

よ う、小売業者か らの大きな圧力を受け、内部生産プロセスとサ プライチェーンマネ

ジメン トの改善を行った。マニュジスティックス社か ら高度スケジュー リングとスケ

ジュールシステムを、シーベルシステムズ社か ら価格、プロモーション管理パッケー

ジを、企業全体ではSAPR/3を 最終的 なシステム形成 のため に選択 し、導入が開

始された。IBMグ ローバルサー ビスのコ ンサルテ ィングによ り、八一シ一社は当初

導入を4年 間で行 うことを計画 して いた。

導 入を始めてから2年 目の1998年 、ハー シ一社 の流通 シス テムは、小さな故障を

たびたび起こすようになった。当時同社は競合企業のキャンデ ィメーカを買収したた

め、キャンディビジネスが急速に伸びていた。同社の生産 ライ ンの30%が キ ャンデ

ィ生 産 に割 り当 て られ 、 キ ャンデ ィ製 品の生産量が全 体 で3,300SKUs(stock

keepingunits)増 加 していた。 この中で1,300SKUは 、一定 の時期 にだ け生産 、販

売 され る季節限定の製品であった。また、ハーシー社はスーパーマーケット、 ドラッ

グス トア、ディスカウン トチェーンか ら流通業者に至る、様々なタイプの小売業者か

らの要求に答えなければならなかった。これ らの問題に対処するために、同社はエン

タープライズシステムの導入 を前倒 しで行うことにし、48ヶ 月の段 階的な システム

導入 か ら、全てを同時に行う30ヶ 月の導入 に変更 した。

同社 は、一般的にキャンディ商品への注文が一段落する4月 か ら、新 しいタイム

テーブル に基づき、新システムのテス トとパイロット導入を開始することを計画 して

いた。 しか し、導入 に伴 う技術的問題が生じてしまい、結局導入計画は7月 まで伸

びて しまった。キ ャンデ ィが最 も売れる10月 か ら12月 の注 文は夏 に殺到す るため、

この時期になっても導入が完了しなかった同社のシステムは、さらに混乱を引き起 こ

す結果を招いてしまった。小売業者はハーシー社のシステムに、注文を正 しく入力す

ることができなくな り、流通管理モジュールが うまく機能せず、正 しく注文情報をハ
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一 シ一社の配送設備 に送信 されなかったため、発送が出来なくなって しま った。

1999年9月 末 には、 同社 の 自社在庫 は29%増 加、注文履行 には15日 の遅れが 出た。

小売業者は9月27日 以降 の注文 に関 しては、正 しい発送が保証できない旨が通告さ

れ、小売業者が予測システムを利用して立てた購買計画 とは程遠いものになって しま

った。

この結果、八一シー社の1999年 第三4半 期の利益は前年 に比べて19%落 ちた と

発表 された。注文管 理 、サ プライチェーンの問題によ り、同社が被った商機損失は推

定で1億 ドル 、そ の結 果ハー シー社 の市場シェアは年度末には競合企業 と比較 して

数ポイント落ち こんだ。ハーシー社の製菓、食料品部門の副社長は、この期間、同社

と主要顧客 との関係が緊張 したものにな り、多 くの小売業者が、注文 をハー シ一社か

ら他社に切 り替えた ことを認めている。

同社はこの問題に対する詳細なコメン トは避けている。導入に関わったどのベンダ

も、導入方法やシステムの欠陥を認めていないが、八一シー社、ベンダとも、導入ス

ケジュールを早めた ことで、ハーシー社が、導入に必要な人的 リソースを十分確保で

きなかったためではないかとの認識で一致 している。導入を受注の一番忙 しい時期に、

他業務 と平行 して行った ことで、同社は注文管理システムの欠陥を見つけることがで

きなかった。1999年9月 中旬 には、システムは修 理 されたと発表 されたが、 これ ら

の問題 と大量の在庫 による財務への影響は、1999年 の最終四半期 と2000年 の始 め

まで後 を引 くこととな った。

② サプライヤ ・リレーションシップ ・マネジメン ト(SRM)の 台頭

ハーシー社 の例 は、SCMを 基幹 システムに統合 しよ うとす る際、大きな リスクが

生じ、リスク管理の計画をしっか り立てなかった場合の代償は大きいことを示 してい

る。SCM導 入 によ る、別 の意 味で の リス クの例 としては、1997年 、ダナ ・コーポ レ

ー ション(DanaCorporation)の 車両部品の例が挙 げ られ る
。ケンタッキー州エ リザベ

スタウンにあるダナ社 の製造プラン トは、主にフォー ド社の主要製品である軽 トラッ

ク、F150ピ ックア ップ ・トラックのシャシーの組み立てを行っていた。1997年 夏 、

米国中西部 を襲 った大 規模な洪水は、ケンタッキー州にあるダナ社の工場か ら、ミシ

ガン州のフォー ド社の5つ の生産施設へ の輸 送ルー トであるオハイオ州の主要鉄道

ラインを寸断してしまった。 この部品に対する需要が非常に大きかったため、フォー

ド社施設の在庫 も3シ フ ト分 しか残 ってお らず 、 ダナ社から部品が届かない場合 に

は、生産ライ ンの閉鎖 も余儀無 くされる状態であった。フォー ド社によると、工場が

閉鎖された場合、損失 は1時 間 ごとに100億 ドルで あった として いる。

最終的 にフォー ド社の組み立て操業を停止させることは何 とか避けることができた。
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しかし、それはただSCM技 術 によ る もので は無 く、フ ォー ド社のエンジニアと部品

調達マネージャがダナ社の工場に飛び、ダナ社の社員とともに、代替の輸送方法を探

したか らであった。鉄道業者と協力し、ダナ社、フォー ド社は在庫が無 くなる前に供

給 を再開することができた。フォー ド社は、この対応が成功 したのは、新SCMを 通

じて ダナ社 と培 ったパー トナシ ップのおかげだとしている。

この事例は、サプライチェーン ・マネジメントを行 う上での重要な課題を示してい

る。企業がサプライヤの間に、電子 リンクを張ることで、良い関係がす ぐに生まれる

わけではない。多くの大企業は、バ リュー ・チェーンの中で、サプライヤがより責任

のある管理タスクを負 うよう、常にプレッシャをかけ続 けている。例えば在庫管理、

流通計画、受注管理、デル ・コンピュータのケースでは、製品コンフィギュレーショ

ンなども、サプライヤが責任をもって管理するよう要請されている。企業はこのよう

な業務処理をサプライヤに分散させ ることで効率化をはかっているが、これは同時に、

企業がサプライヤに大きく頼 らなければならず、サプライヤ と顧客である企業の間の

ビジネスプロセスを、さらに統合 させなければならないことを意味する。サプライや

同士に主要部品の取引価格をめぐって競争させていくよりも、あ らか じめ選ばれた少

数のサプライヤと緊密な関係を深めていくことがより重要であることを企業が認識し

始めている。

サプライヤとよ り戦略的な関係を結ぶという新しい動きは、サプライヤ ・リレーシ

ョンシップ ・マネジメン ト(SRM,SupplierRelationshipManagement)と い う新

しいタイ プのSCMソ リュー シ ョンを促進す る こととなった。 このSRMは 、注文 、

配送 な どの処理データを企業 とサプライヤの間でや り取 りするだけではなく、過去の

処理データを分析し、それぞれのサプライヤと企業が、どのようなタイプの関係を持

っているか を分析す るものである。 とりわ け、SRMソ フ トウ ェア は、調達 す る製

品 ・サ ー ビスを"戦 略的資材"と"コ モデ ィティ資材"に 分 けて、それぞれのサプ ラ

イ ヤ との リレー ションシップを管理するという概念を取 り入れている。"戦 略 的資

材"は 企業の競争 力を決定す る差別化要因に大きな影響を与える重要な製品 ・サービ

スであり、"戦 略的資材"を 提供す るサ プ ライヤ とは密接 な リレーションシップを構

築することが要求される。一方、"コ モデ ィテ ィ資材"は 、値段で しか差別で きな い

よ うな一般的な製品 ・サービスを指 し、 このような資材を供給するサプライヤは、単

に価格で選定されることになる。SRMは また、サプ ライヤが部 品 をデ リバ リできな

かったときに備え、主要部品のフローを確保するために、複数サプライヤを確保すべ

きか どうかなども提示 して くれる。SRMア プ リケー シ ョンは また、部 品調達モデル

をっ くり、様々な状況を想定 して、生産に最適な部品供給量、購入スケジュールを確

立する、意思決定支援ツールにもなる。 この分野での主要ベ ンダは、データウェアハ

ウジ ングとビジネスイ ンテリジェンス ・アプリケーションの開発 を手がける、SAS

イ ンステ ィテユー ト(SASInstitute)で あ る。
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(3)SCM導 入 にお ける問題点

SCMは 普 及 しつ つあ るものの、多 くの企業は、SCM導 入 のた め に、業務 プ ロセ

スや ビジネ ス慣行 を変更 しなければいけないことに抵抗 を示 している。1998年 に

AMRリ サ ーチが行 った調査 によれ ば、サプライチェー ン統合のために、ベンダとパ

ー トナシップを結ぶ ことには強い興味をもつ企業が多いが、コラボ レーティブ予測

(CollaborativeForecasting)や 自動補充(AutomatedReplenishment)な ど、複雑 な

機能 に関 して は、導入意欲は低い。SCMを 導入 しよ うとす る企業 に とって、企業文

化や組織的バ リアの存在は深刻である。例えば、SCMを 導入す るため に、 「予測 コ

ーディネータ」や 「デリバリ ・マネージャ」な ど、新 しい役職のSCM専 門担 当者 を

設置 しなけれ ばな らな い。シーゲー ト・テクノロジー社の場合、サプライチェーン統

合を行 うマネージャは、主要サプライヤのサイ トに常駐 して、ベ ンダと顧客の間に必

要な情報フローがあるかどうかを確認していた。

SCMを 導入す る以 前 に、企業 は、ビジネス ・ツー ・ビジネスのコミュニケーショ

ンの質、確実性にも注 目し、コミュニケーションに必要なインフラも整備しなくては

いけない。需要予測や、主要な情報が企業に正 しく行き渡 らなければ、SCMの 効 果

は出ない。 このため、多 くの企業は、エクス トラネッ トな ど、Webベ ー スのデー タ

交換システ ムへ の移行 を急いでいる。バーチャル ・プライベー ト・ネットワークなど

の安全なWebコ ミュニケーシ ョンサー ビスは、企業間の取引業務の連絡媒体として

広く使われはじめている。

サプライチェーン ・マネジメン トのコンセプ トをさらに拡張 し、総合的なソリュー

ションを提示するため、主要SCMベ ンダは、専門ソフ トウ ェアベ ンダと提携して、

「サプライチェー ン ・スイー ト(SupplyChainSuites)」 とよ ばれ る機 能 の拡充 につ

とめて いる。以前、企業はソフ トウェアの間のデータやメッセージを変換するミ ドル

ウェアを利用 し、異なるベンダのソフ トを自社で統合しな くてはいけなかった。企業

がSCMソ フ トをベー スに他 の機能 も簡単 に追加できるよう、SCMベ ンダは、 自 ら

のSCMソ フ ト機能 の付加 に努めている。例えば、i2テ ク ノロジー社 は、倉庫管理 シ

ステム、製品データ管理ソフ トウェアのベンダと提携 し、 これ らの機能が 自社システ

ムに統合できるようにしている。

SCMパ ッケー ジを導入す るため に必要な技術を持つ社員が不足している企業のた

めに、SCMア ウ トソー シングが注 目されて いる。ユニシス社などのサー ビスプロバ

イダが、SCMソ フ トウ ェアを、 自社の リモー トサーバに搭載することで、ユーザ企

業が自らにあったSCMを コンフィギュ レー ション(設 計)す る とい うサ ー ビス を始

めている。ユーザである企業の生産、処理データはバーチ ャルプライベー トネッ トワ

ークを通 じて、SCMア ウ トソー シング ・セ ンター に送信 される。そ こでSCMソ フ
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トウェアが処理を行ない、結果はユーザである企業とベンダに返信される。 この方法

は、企業が 自社のコアコンビタンスは、ソフ トの導入やメンテナンスではな く、取引

先との戦略的リレーションシップ作 りにあるという認識が高まる中、さらに急速に広

まりつつある。
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4.3米 国企業 にお ける顧客管理 システム(CRM)の 導入 ・統合

4.3.1CRMの 起 源

企業情報システムにおいて、ERP、SCMに 次 いで、企業内 の顧客情報 を統 合する

直接的な機能を持つ顧客関係管理(CRM、CustomerRelationshipManagement)

が挙 げ られ る。ERPは 顧客情報 の一部分 を統合す るERPの 機能 を超え、既存顧客 、

見 こみ顧客 に関する戦略的情報分析を行え、ビジネスを効率化 し、顧客によ りよいサ

ー ビスを提供するためのシステムである。

CRMソ フ トウェアは初期 エ ンター プライズソフ トウェアである 販売戦力オー トメ

ー シ ョン(SFA 、SalesForceAutomation)、 顧 客対 話 シス テ ム(CIS、Customer

InteractionSystems)の2つ のソ フ トウェアが融合 して発展 していったものである。

SFAソ フ トウェアは、営業 担 当の業務調整、業務に関する共通 した問題を処理する

ために開発された。既存顧客や見 こみ顧客への訪問に忙 しい営業担当は、オフィス内

にいることが少なく、販売な どに関連する最新の自社情報にアクセスできないことが

多い。特に、多 くの販売スタッフにとって、特定の顧客との取引情報や、契約が成立

しそ うな取引情報 の管理は難 しいものになっている。

SFAソ フ トウェアは成立見 こみ のある契約(1eads)、 顧客 アカ ウン ト情報 を統合

して システムの中心に置き、自動的にアカウン ト情報を販売スタッフに提供すること

で、このような問題に対処 している。このソフ トウェアを利用 して、販売スタッフは

新たな成立見 こみ契約の情報、顧客定期的訪問の 日付時間を確認 した り、既存顧客の

過去の取引情報ヘアクセスすることができる。 これによ り、販売スタッフは、製品、

顧客、企業情報など必要な情報で全て武装して、顧客との取引に望む ことができる。

CISソ フ トウ ェアは製 品サポー トな ど、顧客 に対するアフターセールス ・コンタ

ク トのためのソフ トウェアである。CISソ フ トウェアパ ッケー ジの主な特徴は、顧客

や製品に関 して、 「知識ベース」を構築するシステムである。 これ らのデータベース

は顧客 との対話内容、製品やサー ビスに関して顧客か ら寄せ られた問題点など、全て

の顧客相談サービスを管理する。 この情報は顧客か ら問い合わせがあった際、カスタ

マーサービス担当者が顧客データとして閲覧することができる。またこのシステムを

通 じ、様々な顧客から寄せ られた共通の問い合わせや、その対処などの情報も共有で

き、後の顧客サービス改善につ とめることができる。

SFAやCISソ フ トウ ェ アベ ンダ は 、 フ ィ ー ル ド販 売 オ ー トメ ー シ ョ ン(FSA、

FieldSalesAutomation)と よ ばれ る 、修 理 ス タ ッ フ と フ ィー ル ドテ クニ シ ャ ン の

業 務 調 整 も含 み 、 これ らの ソ フ トが 全 て 企 業 と顧 客 の リ レー シ ョ ン シ ップ を ど の よ う
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に管理するか という同じ目的を、別 の観点か ら対処 しているということに注 目し、

SFAとCISの 統合 を行 い、CRMソ フ トウェア産業が生 まれた。

4.3.2CRM市 場 の現 状 と トレン ド

今 日CRM市 場 を リー ドす る トップ ベ ンダ は シーベル ・システムズ(Siebel

Systems)社 である。元 オ ラクル幹部 によ り設立されたシーベル社は、CRMソ フ ト

のサー ビス を決定す るよ うな、CRM業 界の リー ダ格 で ある。 同社 が提供する製品に

は様々なモジュールが含 まれている。

・ 「SiebeleSales」 は オ ン ライ ン製 品 カ タ ロ グ 、注 文 管 理 シ ステ ム と顧 客 デ

ー タ システ ム を提 供 し、 オ ン ライ ン、 オ フ ライ ンの販 売 に対 処 す る。

・ 「SiebeleMarketing」 は顧 客 セ グ メ ンテ ー シ ョン とター ゲ ッ トマ ー ケ テ ィ

ン グ を利 用 して 、Webベ ー ス のマ ー ケ テ ィ ン グ キ ャ ンペー ンの支 援 、 実 施

をお こな う。

・ 「SiebeleService」 は 、全 て のサ ー ビス リ クエ ス トと履 行 プ ロセ ス を管 理 、

顧 客 が共 通 して あ っ た 問題 や ソ リュ ー シ ョン を ま とめ た 「ナ レ ッジベ ー ス

(knowledgebase)」 を構 築 してWeb、 電 子 メー ル で の顧 客 サ ー ビス を

行 う。

・ 「SiebeleChannel」 は第3者 に よ っ て行 わ れ る 販 売 、 マ ー ケ テ ィ ン グ活

動 の 調整 、 管 理 を支 援 す る。

シー ベ ル 社 の競 合 企 業 が 、 他 の ソ フ トウ ェ ア企 業 に急 速 に 買 収 され て い っ た こ とは 、

CRMと 他 のエ ン ター プ ライ ズ ソ フ トウ ェ ア の統 合 と い う、CRMの 新 た な トレ ン ド

を 示 して い る。1999年10月 、CRMベ ン ダ 第2位 の ク ラ リフ ァ イ 社(Clarify

Corporation)は テ レコ ム製 造 会 社 の ノー テ ル ・ネ ッ トワー ク ス社(NortellNetworks)

に よ り、 同社 の コ ール セ ン ター 製 品 の 統 合 の た め に買 収 され た 。 同 月、 主 要ERPベ

ンダで あ る ピー プル ソ フ ト社(PeopleSoft)は 、CRMベ ンダ 第3位 の ヴ ァ ンテ ィー ブ

社(Vantive)を 買 収 、 シス コ ・シ ス テ ム ズ社(CiscoSystems)はWebベ ー ス の 顧 客 管

理 に注 目 した ウ ェブ ライ ン ・コ ミュ ニ ケー シ ョンズ 社(WebLineCommunications)を

買 収 した 。 同時 に、 他 の トッ プERPベ ン ダ は 自社 のERPシ ス テ ム を補 完 す る独 自

のCRMモ ジ ュー ル を 開発 す る こ と を 明 らか に した 。SAP、 オ ラクル 、 バ ー ン社 は

小 規 模CRMベ ン ダ との パ ー トナ シ ップ を通 じ、 自社 独 自のCRMソ リュー シ ョン を

開発 して い る。

シーベル社と他のエンタープライズ ・ソフ トウェアベンダの間で、CRM市 場 を席

捲 しよ うという競争が激 しくなっているが、CRMソ フ トウェアへの需 要 は大 き く、

今後 もCRM市 場 は急速 に伸び る と見 られて いる。企業ITシ ステムの振興機 関で あ
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るAMRリ サーチはCRMソ フ トウェアの販売 は2003年 には1999年 の37億 ドルか

ら168億 ドル まで に伸びるであろ うと予測している。(図3参 照)1998年 、CRM

ベ ンダの上位3社 はERPベ ンダのオ ラクル とバー ン社 にシェアを奪われつつある。

1999年 後半 にSAPも 市場 に参入 した ことは、CRMとERPの 統合 に大きな需 要が

あ る ことを示 し、それはまた、業務ITイ ンフラのERPに 多機能 が掲載 され、よ り

統合 された システムが形成されつつあることを示 している。

ERPの 多機能化が進む一方 、CRM側 か らの拡張 も進行 してい る。CRMソ フ トウ

ェアそ の ものがERPの 挑戦 を受 けて変化 しつつある。 シーベル社は 自社ソフ トウェ

アに新たな名称 として、 「エ ンタープライズ ・リレーシ ョンシップ ・マネジメン ト

(ERM、EnterpriseRelationshipManagement)」 を採用 し、CRMの 範 囲や顧客

を超 え、サ プライヤや 他の取引パー トナにまで広げようとしている。CRMの 拡張化

を推 し進 めるため、シーベル社は最近SCMソ フ トの最大手i2テ ク ノロジー社 と、

製 品の統合 のた めにパー トナシップを結んだ。シーベル社はまた、自社のCRMと

SAP、 オ ラクルな どのERPソ フ トウェアを統合する新 たな ソフ トウェアの開発を行

っている。これにより、シーベル社の顧客はシーベル社のCRMソ フ トウェアを どの

ERPパ ッケー ジ とも簡単 に統合 させ る ことができるようになる。ユーザ企業にとっ

て、ERPベ ンダによる独 自CRMソ リューシ ョンを追加 するよ りも、シーベル社の

CRMソ フ トをERPに 統合す るほ うが簡 便 になる。

社 内業 務の統合か ら始 まったERPを 基本 に、サ プ ライ ヤ を取 りこむバ ックエ ン

ド・サポー トのSCM、 そ して顧客 との リレー ションシップを管理するフロントエン

ドのCRMが 統合 され、 ます ます洗 練 されていくであろう。
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図3CRMソ フトウェアの伸び
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4.4米 国企業 にお けるECシ ステムの導入 ・統 合

4.4.1企 業 間電子 商取 引(B2BEC)の 台頭

(1)市 場規模予測

消費者向けのEコ マースは、アマゾン ・ドッ ト ・コムやEToysの 大 きな成功で 、

ここ数年大 きな注 目を浴びているが、さらに大きな可能性 を持つ企業間におけるE

コマー ス(B2B、Business-to-Business)は 、最近 にな って よ うや く一般 にも注 目さ

れるようになった。B2BECの 規模 につ いての見通 しは、調査会社によって異なる数

字が出ているが、いずれも今後Web上 での取 引量が爆発的 に増大す る と見込んでい

る。つい最近のガー トナーグループによる予測では、世界のB2BEC市 場 は、2000

年には合 計で4030億 ドル、2004年 には世界市場の最大7%に あた る、7兆2900億

ドル 規模 にな る としている。(図4参 照)ま た、フォ レスター ・リサ ーチ社は、米

国でのB2BECは 、1999年 度 の1090億3,000万 ドルか ら、2003年 には1兆3300

億 ドル にまで成長す る と予測 している。(図5、6参 照)

図4世 界におけるB2BEC市 場規模
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図5米 国におけるB2BEC市 場規模
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図6業 種別B2BEC市 場の伸び
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企業間の取引方法 をオフライ ンか らWWW(WorldWideWeb)に 移 行す る ことで、

コス トの大 幅な削減、生産性の増加が実現される。 このため、B2Bに よ るイ ンパ ク

トは、 これ ら予測 された数字 よ りもさらに大き くなるとみ られている。 さ らに、
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B2BEC市 場 の確立 によ り、新 たな ビジネスモデルが構築され、産業によっては、

B2BECの 導入で、産 業構造 が全て変革 される可能性 もある。現在のB2BECの 主

要 な トレン ドは以下 の通 りであ る。

分割化の促進 σncreasingsegmentation)

サ プライチ ェー ン構 築 には、 コス トを削減させる目的のものもあれば、戦略的関係

を強めるためのものもある。業種によって、今までの取引先との関係、位置付 けや、

ビジネス慣行が大きく異なるため、インターネット上での取引に移っても、従来のや

り方や特徴がそのまま踏襲されるケースも考えられ、 この違いはオンライン処理の方

法にも反映される。このため、B2BEC市 場は、決 して一枚岩で はな く、業種はもと

より、目的や構造にあわせた様々な分野に細分化されている。B2BEC市 場 は、多

数 の種類 の市場か ら成 り立ち、現在、企業にとって多大な商機を与える可能性を秘め

ている。

企業関係の再構築(RestructuringRelationship)

企業 は、B2BECを 通 じ、 自社 の顧客やサ プライヤ との関係 を再構築することが

できる。デルコンピュータの事例は、B2BECで 顧客 との関係 を改善させた良い例で

ある。同社は、 「プレミア ・ページ」と呼ばれるWebペ ージ を、主要顧客 との間の

業務処理用に開発した。 このページを利用することで、顧客は調達にかけるコス トを

数百万 ドル削減することができ、同社が顧客にとって、価値のあるサプライヤーであ

ることをアピールする効果を持つ。また同時に、デルはWebベ ースのECを 通 じて

グローバルなサ プライチ ェー ンを展開し、様々な地域での需要に迅速に応えることが

できるようになった。 これ らの努力によ り、デルは、米国のコンピュータ製造企業

の中で、 トップ企業に躍進 した。

オンライン仲介業者の台頭(Reintermediation)

Eコ マース を通 じて 、買 い手 と売 り手がWeb上 で直接取 引きがで きるよ うにな っ

たので、流通業者、卸業者、ブローカなどの仲介業者はいな くなる、という 「仲介業

者の消滅(disintermediation)」 現象が起 こるであ ろ う と言 われていた。 しか し実

際には、買い手 と売 り手は、オンライン上に何百万とある企業の中から、取引先を見

つけなければいけないため、仲介業者が以前にも増して重要な存在 となっている。 こ

れ らB2BECの 発展 に伴 い台 頭 した新種仲介業者を総称 して、"イ ンフォオメデ ィ

ア リ"と 呼ばれて いる。現在、オ ンライン仲介ビジネスは、仲介業で得 られる利益だ

けでなく、産業において、よ り戦略的な役割を担うことが出来 る点でも、重要なビジ

ネスチャンスとなっている。

業 務 の グ ロー バ ル 化(Globalization)

Webベ ー ス のB2BECは 、従 来 のEDIや オ フ ライ ンで 行 わ れ る取 引 よ りも、 国 際
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的な処理を行 う際、効果を発揮する可能性が高い。Webを 利用す る ことで 、企業 は

地理的な制約や時差などを気にせずに、簡単に他の地域の企業 とコミュニケーション

をとった り、取引をすることが可能 となった。また同時に、多 くの企業が、グローバ

ルな取引に伴う、税関での規制やロジスティックスなどの問題 に、初めて直面するよ

うになった。 これらの企業に対 し、グローバル化 を支援す るという新しいビジネスチ

ャンスもまた生まれている。

コンソーシアム(共 同体)の 設立 と標準化

(Con80rtiaandStandardization)

従来 の取 引では、それぞれ の企業 が、サプライヤや顧客 に対する独自の取引方法を

持っていて、取引先との交渉 も個別 に行 うことが普通であった。EDIが 導入 された

後 も、ほ とんどの企業 はサプライヤや顧客企業 と協力し、資材や部品を共同で購入 し

た り、共通の情報インフラを構築す るようなことは無かった。B2BECの 成長 によ り、

企業がオ ンライ ン ・コンソーシアムに参加するようになった。コンソーシアムには、

企業が注文をプール し、ベンダに割 り引きを求める 「購買クラブ(buyingclub)」

や、サ プライヤが情報 を共有 し、それぞれの顧客 との交渉に役立てようという 「サプ

ライや協会(supplierassociation)」 、ある特定 の産業 の買い手、売 り手が共同体を作

り、Web上 で交流す る 「トレーデ ィング ・エクスチェンジ(tradingexchange)」 な ど

の形態 が挙 げ られる。 また、ECで の業務処理 、システ ム、プ ロセスを通 じ、オープ

ン ・スタンダー ドを使ってどの売 り手もどの買い手ともオープンに取引できる完全 自

由形市場である 「オープン ・マーケッ ト(OpenMarket)」 を促進す るため に、ECの

標 準化 を進めよ うとい う動 き もある。ECが 標 準化 されれば、バイヤー は市場のどの

セ ラー とも取引が行 えるよ うにな る。ロゼ ッタ ・ネ ッ ト(RosettaNet)や コマ ー

ス ・ネ ッ ト(CommerceNet)と 呼 ばれ るオ ンライ ン ・コ ンソー シアムは、Web上 の

企業 間で の様々な業務処理 につ いて、詳細な標準化を図ろうとしている例である。 こ

れ らのコンソーシアムで設定された標準が、B2BEC発 展のイ ンフラとな る可能性 も

ある。

つい最近まで、ほとんどのWeb上 のB2BECは イ ンフォー マルな もので あった。

Web利 用 の普及 に伴 い、購 買マネ ー ジャや各部門のマネージャなどが、オンライン

での購入を行 うようになった。しか しそれは、ベ ンダか ら定期的に大量にオンライン

で仕入れを行うというものではな く、不定期に、その都度違 うWebサ イ トを利用 し

て行 われ るものであ ることが多く、ある概算では、企業による95%以 上 のオ ンライ

ンによる購入が、企業のクレジッ トカー ドを利用 した小規模なものであった。

B2BECに よる戦略 、運営管理 面で の利益 を重視 した経営陣は、B2BECの た めの

システム構築 をさらに進 めていった。今 日、大企業は、イ ントラネットを通 じ、一企

業、関連企業、または業界全体 を網羅 したWebポ ー タル」 を利用 して 、注文 を送信
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することができる。 これ らのポータルを通じて取引が行えるわけであるが、 ビジネス

へのインパク トを最大限にするため、ポータルを通じ、指定した企業 との取引を行い、

これを通じてサプライヤと顧客関係の規定、調整を行 うことができる。また同時に、

B2BECの た めの業務処理 は、ERPな ど、内部 システム を直接統 合 したものと、EC

アプ リケー シ ョンやSCMな ど、外部 向けのシステムの両方 を利用 して行うことがで

きる。 これ らのシステムはまた、直接取引きを行う企業のエンタープライズシステム

にリンクされている。(図7参 照)

図7B2BEC組 織図
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4.4.2ECに お けるオ ンライ ン仲介業者 の台頭 と役割

(1)オ ンライン仲介業者の役割

Eコ マー スを行 うの に必要な ツール は、誰もがアクセスでき、商品の注文や販売を

行 うことができるWebサ イ トの構築で ある。 しか し、 ビジネス ・ツー ・ビジネスで

のEコ マースで は、取引対 象は一般の消費者ではなく、サ プライヤや顧客など、自

社のバ リューチェーンに参加する、特定の企業であり、B2BECを 通 じて、 これ らの

取 引企業 に対 し便宜 を図ることで、自社の業務効率化 と生産性をアップすることを狙

いとしている。B2BECで 利用 され るWebサ イ トは、一般 には開放 されず、エクス

トラネ ットなどセキュ リティで保護され、メンバだけがアクセスできるようなシステ

ムになっている。
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一方で、自社のECサ イ トを、自社 のバ リューチ ェー ンのメンバに限 らず、関連産

業内の様々な企業に開放 している企業 もある。 これ らのサイ トは、特定の産業に関連

する企業が集 まった、 「業界エコシステム(industrialecosystems)」 と呼 ばれて い る。

メ ンバ企業 はエ コシステム内で相互取引を行 う関係にある。

こ の エ コ シ ス テ ム を 運 営 し、 中 心 と な る 企 業 は 「オ ン ライ ン 仲 介 業 者(on-1ine

intermediary)」 ま た は マ ー ケ ッ ト ・メー カ と呼 ばれ て い る。 オ ン ライ ン仲 介 業 者 の

役 割 は以 下 の 通 りで あ る。

・ 売り手、買い手を探す企業がお互いに出会えるよ う、非公開で信頼の置け

る環境を構築する。

・ 全ての参加企業がEC業 務処 理に必要な システム構築 を行い、取引が行え

るよう、それぞれのエコシステムの特徴 にあわせてカスタマイズされた、

共通のECシ ステ ムを提供す る。

・ それぞれ の業種に特化 したコンテンツの提供や、サービスを提供する。

信頼のおける環境構築がオンライン仲介業者にとって最も重要な役割 となっている。

産業エコシステムの構築は、 「バタフライ ・マーケッ ト(butterfiymarkets)」 と

呼 ばれ る構造 を持つ産 業 にとって効果的である。これ らの産業では、蝶の 「羽根」部

分にあたる複数の売 り手、買い手が存在 し、取引パー トナを探 している。新たな取引

関係 を構築す るために、売 り手、買い手が出会 う接点が必要 とな り、それが蝶 の

「体」の部分にあたる。オンライン仲介業者が この 「体」部分とな り、マ ッチメーカ

の役割 を果たす。それぞれの売り手、買い手が試験的な取引を行う前に、仲介業者が

企業同士の情報 を交換する場を提供 し、双方の合意があれば、その後、取引企業は独

自にオンラインでの取引を行い、徐々に信頼を構築 していくことができる。

オンライン仲介者の役割を果たす企業の特徴は、以下の通 りである。

1)オ ンライ ンマーケ ッ トを構築す る ことで、市場の効率化を図ろうという目

的のもと、業界のビジネス慣行に詳 しい企業家による 「ベ ンチ ャ系」

2)自 社 の ソ フ トウェアをサ イ トエ ンジンとして提供することで、顧客 のニー

ズにあったソフ トウェアの改善、サービスの提供を行おうという、ウェブ

ECや 関連 ソフ トを扱 う企業 によ る 「ソフ ト会社系」

3)業 界全体 が参加 す る形 で、 中立 す る立場 にある母体が立ち上げた 「業界

系」

4)買 い手独 占市場 く売 り手 は多 いが買い手が少ない)に おいて、 自社 企業 の

必要性 か らエコシステムを設立させた大企業による 「大手系」
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(2)各 オンライン仲介業者の活動内容

1)ベ ンチ ャ系

ベ ンチ ャ系仲介業者は、オンライン仲介業市場の中では最 も一般的なタイプである。

その理由として、第一に、ベンチャ企業であるため、ある特定の企業の便宜を図るた

めの運営を行 っていないことか ら、企業が安心 して参加できる こと、第二に、B2B

ECサ イ トを支援す る豊富 なベ ンチャキャピタルを最大限に利用 して大々的な運営を

行い、大企業幹部をひきつけられること、そ して 第三に、 これ らのベンチャー企業

は、既存の企業よりも、急速な発展を遂げるウェブECの 世界へ の適応が早 い ことが

挙 げ られ る。

ほとんどのベンチャ系オンライン仲介業者は一つの産業、または一つのセクターに

特化 した市場を構築 している。主なオンライ ンB2B仲 介企 業 を次表 に挙 げた。

表1

ベンチャ系オンライン仲介業者一覧

MarketName

Wor1(1Varts

URL

SciQuest.com

BidCom

FastParts

VirtualChip
Exchane

AltraEnergy

Technolo'es

IMXExchane

InstillCooration

e-STEEL.com

RateXchange

National

Transportation

Exchane

s

WWW.sciquest.com

wwW.Ωstpa柱S.COm

virtualchipexchange.

com

WWW.lranet.com

WWW.lmx.com

www.instil1.com

www.ratexchallge.co

狐

wWW.nent

Industry

Automotlve

Chemicalsand

lastiCS

Construction

Electronic

comonents

Electronic

comonents

Energy

Mortaebankin

Foodandbeverae

Metals

Telecommunications

Transportation

1」ocation

ＬNorWlch,UK

ResearchTriangle

ParkNC

SanFrallcisco,CA

SanJose,CA

Montreal,Quebec

Houston,TX

SanRamonCA

PaloAltoCA

NewYorkNY

SanFrancisco,CA

DownersGrove,IL

出典:文 献 、デー タを もとに ワシ ン トンコアにて作成

オンライン仲介業者は、産業内でも小規模だが、高い専門性 を持つニ ッチ市場にタ

ーゲ ッ トを絞 っている。例えば、サイクエス ト(SciQuest)は 研 究所 で利用 され る

化 学製品市場 のみに注目し、他の化学産業仲介業者と競合 している。同じように、多
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くの不動産担保ローン産業のWebサ イ トは、家屋購入希望者 と銀行 を引き合わせる

役割をしているが、IMXエ クスチ ェ ンジ(IMXExchange)は 家屋購入希望者 と取

引を行 う抵 当ローンブローカと、家屋購入希望者に対 して資金を提供する抵当権業者

とをつなげる市場である。

オンラインベンチャ企業は、他の仲介企業同様、それぞれの産業にあった業務処理

を、サイ ト上で行っている。売 り手が取 り扱 う商品の詳細を掲示 し、それを見た買い

手が個別に交渉を行 うというものもあるが、ほとんどのサイ トはよりフォーマルなシ

ステムを導入している。

・ ファス トパーツ ・ドッ ト・コム(FastParts .com)や サ イ クエ ス トな どのサ イ

トでは、売 り手が製品の情報 を掲示 し、買い手 となる企業は、最終的に落札が

行われるまで、継続的に入札 を行 うという標準的オークションが行われている。

・ ビッド ・ドッ ト・コム(Bid .com)で は、建設 業者 が逆 オー クシ ョンを行 うこ

とで建設プロジェク トを探す ことができる。建設プロジェク トマネージャ(買

い手)が 希望価格 を提 示 した プ ロジ ェク トを掲示 し、建設サービスを行 う業者

(売 り手)が プ ロジ ェク トを落札す るとい うシステムである。

・ レー ト ・エクスチェンジ(RateXchange)の サイ トでは、エ クスチ ェ ンジ とよ

ばれる二重オークションシステムを採用 している。買い手は希望価格な どの条

件を掲示し、売 り手は 自社が提供できる製品や希望価格を掲示する。コンピュ

ータが これ らの条件か らマッチする売 り手、買い手を自動的に選択するという

ものである。 レー ト・エクスチェンジはテレコミュニケーションの余剰周波数

の売買に特化 した市場 を提供している。

それぞれの市場で最 も効果的な方法が、それぞれのサイ トで行われている。例えば、

標準的オークション方式は、各企業が提供す る製品に対する需要量は少ないが、購買

力の強い多 くの買い手が存在する、産業内でも小規模な市場に向いている。逆オーク

ションは買い手が少なく、売 り手が多い、買い手市場の産業で うまく機能する。エク

スチェンジシステムは主に売 り手が商品を最適の価格で、短期間で販売できるため、

過剰在庫を抱える必要性がな くなる。

これ らのベンチャ企業は、B2BECに お いて の仲介業 において大 きな成功を収めて

いるが、さらに大規模で資金 も豊富な競合企業の参入によ り、競争は激しいものとな

っている。このため、多 くの企業が独 自のコンテンツやサービスを提供して、市場の

優位性を保つ努力を行っている。例えば、ビッ ド・ドッ ト・コム(Bid.com)は 建設

業者 とプロジェク トをマ ッチ させるだけでなく、プロジェク トマネージャがプロポー

ザルや入札のための書類作成ツールなど、プロジェク トの詳細を業者 とよりよい方法

で交渉できるようなツールを提供している。

4-32



2)ソ フ ト会社系

多 くのECソ フ トウェア企業 は、 自社製品パ ッケージを特定の製品購入、販売を目

的 としたWebサ イ トの構築 を行 う企業 に個 別 に販売している。複数のソフ トウェア

企業が自社のECパ ッケー ジをコア ・エ ンジン とした、独 自のオンラインマーケッ ト

を構築しようとしている。

・ コ マ"ス ・エ ック ス(Commercx)社 は 工 業 製 品 製 造 企 業 に対 し、 オ ン ライ ン調

達 を行 うた め の シ ス テ ム を提 供 して い る 。 同 社 は1995年 に プ ラス テ ィ ック ス ・

ネ ッ ト(PlasticsNet)を 設 立 した 。 このサ イ トを 通 じて 、工 業 用 プ ラス チ ッ ク の

売 買 が 行 え る よ う にな って い る。

・12テ ク ノ ロ ジー 社 は1999年 初 頭 、 オ ン ライ ンSCMサ イ トで あ る トレー ド ・マ

トリ ック ス(TradeMatrix)を 立 ち 上 げ た 。 トレー ド ・マ トリ ッ クス に登 録 す る

企 業 は 、取 引 企 業 と共 に 同社 のWebサ イ トを利 用 す る こ とで 、 自社 の 全 て のサ

プ ライ チ ェ ー ン を トレー ド ・マ トリ ックス を通 じて 管 理 で き る よ うに な る 。 これ

に 対 抗 して 、 マ ニ ュ ジ ス テ ィ ッ ク 社 も1999年 終 わ り に 、 ウ ェ ブ ワ ー ク ス

(WebWorks)と い う同様 の サ イ トを立 ち 上 げた 。

・ オ ン ライ ン調 達 シス テ ム の 開発 を行 うク ラ ラス(ClarusCorporation)社 は 、

トレー ド ・ユ ニ バ ー ス(TradeUniverse)と 呼 ばれ る シ ス テ ム を立 ち 上 げ た 。

このサ イ トはXML(eXtensibleMarkupLanguage)技 術 を利 用 し、 売 り手 、 買

い 手 の プ ロ フィ ー ル を マ ッチ させ 、 買 い 手 の間 接 的 サ プ ライ チ ェー ン管 理 を支

援 す る 。

ソフ トウェアベンダがオンライ ンマーケッ トサイ トを立ち上げるには、以下の理 由

が挙げられる。

・ これ らのサイ トは、そのまま自社製品のショーケースとな り、 自社製品の特徴

や利益などをア ピールする機会 となる。

・ これ らのサイ ト運営により、ベンダは、 自社の利益を、ライセ ンス販売による

ものか ら、手数料 を通 じて利益を得る、サー ビスを中心とした ものに移行 して

いくことができる。

・ ベンダは、特定の産業にターゲ ットを置いたサイ トの運営を通 じて、顧客 とよ

り緊密な提携を行 うことができる。例えば、オラクルはフォー ドと提携 してフ

ォー ドのSCMシ ス テ ム を管 理 す る こ と にな る オ ー ト ・エ クスチ ェ ンジ

(AutoXchange)を 開発 した。
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3)業 界 系

特 定 の 業種 にお いて は、 信 頼 性 の あ る、 中立 的 な 立 場 を持 つ第 三 者 に よ り、 オ ン ラ

イ ン仲 介 業 者 の機 能 が す で に果 た され て い る ケ…一一・ス が あ る 。Webの 発 展 に よ り、 第

三 者 によ る仲 介 業 の役 割 が 、サ イ バ ー ス ペ ー ス に まで 拡 張 され て き て い る。 この よ う

な 例 で 最 も有 名 な 団体 は も と も と 自動 車 産 業 内で のEDI規 準 を設 定 した 自動 車 産 業

ア ク シ ョ ン グル ー プ(AutomotiveIndustryActionGroup)に よ り設 立 され た 、 オ
ー トモ ー テ ィ ブ ・ネ ッ トワ ー ク ・ネ ッ ト ワ ー ク(ANX

、AutomotiveNetwork

Exchange)で あ る。ANXは 、 ビ ッ グ ス リー 自動 車 メ ー カ と 自動 車 サ プ ライ 産 業 全 体

の業 務 調 整 をよ り効 率 的 に行 う もの で あ る。

第三仲介業者の第二の形態は、クライアントの必要性 に応じてITベ ースのイ ンフ

ラ提 供を行 ってきた、システム統合、ITコ ンサ ルテ ィ ング企業 によ るものである。

例えば、EDS社 は1999年 、同社 のク ライア ン トな ら誰 もが利用できるオンライ ン

調達管理システムサイ トを立ち上げた。またEDS社 は、傘下 のマネジメ ン トコ ンサ

ル テ ィング会社のA.T.カ ーニー社(A.T.Kearney)と 共 に、コネクス ト(CoNext)

とい う、フォーチュ ン500企 業 に対す る電子調達 のた めのWebサ イ トを開いて いる。

第三の形態 は、多 くの企業の間で信頼 と実績を築いている金融サービス企業 による

仲介業である。 アメリカ ン ・エキスプレスやメ リル リンチによ り、顧客 に対 して総

合的なECマ ーケ ッ トブ レースが提供 され ている。

第三者による仲介業は、仲介業を行 う企業がすでに産業とのコネクションや、B2B

取 引 に必要な、信頼 の置 ける中立性をすでに打ち建てているため、マーケットメーカ

として大変将来性のあるものである。 しかし問題点 として、これ らの仲介業者は、サ

イ トを運営 していくためのソフ トウェア製品を持っていないことが挙げられる。この

ため、ECサ イ ト立 ち上げ の際、 ソ フ トウェアベンダと提携 していかなければならな

い。また、もう一つの問題点として、システム統合や金融サービス企業などは、本業

で取 り扱 う産業が広いため、ある産業に特化 したマーケッ トプレイスを提供す ること

が難しいことが挙げられる。 このため、B2BECを 通 じて特定市場 にア クセス した い

と願う企業に対して、有効なツールを提供することができない。

4)大 手系

いくっか の産業では、大規 模な市場 リーダが企業内の調達オペ レーションのネッ ト

ワークを、顧客、サプライヤ、そ して時には競合企業 にも広げ、活気あるオンライン

マーケッ トプレイスを作る試みがなされている。 最近登場 したマーケッ トプレイス

の例 を以下に挙げる。
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ボ ー イ ン グ社 は 、航 空 会 社 が 自社 の航 空機 の スペ ア部 品 を調 達 で き る よ う、 同社 と

サ プ ライ ヤ 、 部 品 卸 売 り業 者 をつ な ぐサ イ トを構 築 して い る 。 自動 車産 業 にお いて は 、

フ ォー ドが オ ラ クル と提 携 しオー ト ・エ クス チ ェ ンジ(AutoXchange)を 構 築 した 。

一 方 ゼ ネ ラル モ ー ター ズ は トレー ド ・エ ク スチ ェ ン ジ(TradeXchange)と 呼 ば れ る

サ イ トを ア リバ ・ソ フ トウ ェ ア(AribaSoftware)社 、i2テ ク ノ ロジ ー 社 と と も に

構 築 して い る。 電 気 部 品 産 業 で は 、 電 気 卸 売 り3大 業 者 ア ロー ・エ レク トロニ クス

(ArrowElectronics)、 ア ヴ ネ ッ ト(Avnet)、 マ ー シ ャ ル ・イ ン ダ ス トリー ズ

(MarshaUIndustries)と 産 業 メ デ ィアで あ るCMPメ デ ィ ア に よ りチ ップ ・セ ン タ

ー(ChipCenter)が 開設 され た
。

産業内の有力企業によるオンライン仲介業は、産業全体 の利益よりも、 自社の利益

の為に運営 しているのでは、という危惧を他企業に与えて しまうため、伴 うリスクも

大きいものになる。 しかし、このような企業が既に自社専用の購買グループを持って

いる場合、その市場の大きさか ら多くのサプライヤを引き付け、それがバイヤ も引き

付ける要因ともな りうる。

既 存 の マ ー ケ ッ トリー ダ が ス タ ー トア ップ企 業 と提 携 して オ ン ライ ン仲 介 業 を行 う

傾 向 が 、近 年 顕 著 に な って い る。 市 場 リー ダが ス タ ー トア ップ企 業 を支 援 す る こ とで 、

サ イ トの信 頼 性 を増 す こ とが で き るが 、大 企 業 は前 面 に出 る ので はな く、 「サ イ レ ン

ト ・パ ー トナ」 と して の存 在 を強 調 す る もので ある 。特 に この傾 向 は化 学 産 業 界 で 顕

著 で あ り、 例 え ば 、 オ ン ラ イ ン 仲 介 業 者 で あ るCHEマ ッ チ ・ ド ッ ト ・コ ム

(CheMatch.com)は 戦 略 的 投 資 を デ ュ ポ ン ・ コ ー ポ レ ー シ ョ ン(Dupont

Corporation)や ミ レニ ア ム ・ケ ミカ ル ズ(MillenniumChemicals)か ら受 け て お り、競

合 企 業 で あ る ケ ミ コ ネ ク ト(ChemConnect)は ダ ウ ・ケ ミ カ ル カ ン パ ニ ー(Dow

ChemicalCompany)、 イ ー ス ト マ ン ・コ ダ ッ ク ケ ミ カ ル ズ(EastmanKodak

Chemicals)、 ロー ム ・ア ン ド ・バ ー ス(Rohm&Haas)社 の後 ろ盾 を得 て い る 。

(3)オ ンライン仲介業者の将来の展望

Eコ マース アナ リス トの間で は、オ ンライン仲介業が、今後5年 か ら10年 のB2B

EC市 場の発展に、重 要な役割 を果たすとの見解で一致 している。B2BECの 取 引の

ほ とん どは直接企業間 で行われるが、仲介業者により、売 り手と買い手が効率的に出

会える機会が提供されることになる。特に迅速な対応 と柔軟性が必要とされる市場に

おいては、仲介業者の存在が成功への重要な鍵 となる。ガー トナーグループによると、

オ ンライン仲介業者を通 じて2004年 には2兆7,100億 ドルの取 引が行われ ると予測

されて いる。 これはB2B取 引の37%を 占め、全世界 の市場 全体 の2 .6%を 占める も

ので ある。 フォ レスター ・リサーチ社は45-75%のB2BECが 今後2、3年 の間に

オ ン ライ ン仲 介業 者 によ って扱われるであろ うとして いる。化学産業 だけでも、
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2003年 には仲介業者が1280億 ドルの取 引を扱 うと予測 されて いる。

オンライン仲介業者は、特に大企業のSCMネ ッ トワー クの代替 にな りうるもので

ある。SCMは 企業 と、企業 のサ プ ライチ ェー ンとの間での調整、取引を効率的に行

うためにデザインされたものであるが、このSCMを 導入す る多 くの企業 は、 オ ンラ

イ ンマーケッ トプレイスを、SCMを 通 じて取 引 を行 う新 たなサ プライヤを探すツー

ルと見なしている。企業は、新たなサプライヤをオンラインマーケットプレイスを通

じて継続的に探す ことによ り、サプライチェーン内での取引価格 をよ り優位な レベル

に引き下げようとする。例えば、大企業はオンライン仲介業者 を使って、現在取引を

行っている取引先より条件の良いサプライヤを探 し、既存の取引先に対して、新たな

サプライヤの存在を示すことができる。 これにより、取引先と価格交渉を行いコス ト

の削減を図った り、新たなサプライチェーンと入れかえることができる。
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4.5「 ネ ッ トワー ク ・エ ン ター プ ライ ズ 」 を 目指 して

4.5.1「 ネ ッ トワ ・・一・・ク ・エ ン タ ー プ ラ イ ズ 」 の ビ ジ ョ ン

米国企業は、部品供給者、委託製造事業者、顧客まで、企業を取 り巻 くプレイヤを

全方位的に取 り囲むことで、きわめて洗練された統一性のある情報システムの構築を

目指 している。業務ITイ ンフ ラとして のERPを ベース に、取 引先 との連携 を図る

SCM、 顧客 との リレー ションシ ップ管理を行うCRM、 そ して実 際の取 引業務 を遂行

す るB2BECを 全て統合 した システムは、 「ネ ットワーク ○エンタープライズ」 と

呼ばれている。

「ネ ッ トワー ク ・エ ン ター プ ライ ズ 」 の概 念 自体 は、 米 国 で は 目新 しい もの で は な

か っ た 。 大 学 な ど の 研 究 者 に よ り 「バ ー チ ャ ル ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン(Virtual

Corporation)」 、 「レ ス ポ ン シ ブ ・エ ン タ ー プ ライ ズ(ResponsiveEnterprise)」 、

「フ レキ シ ブル ・エ ン ター プ ライ ズ(FlexibleEnterprise)」 な ど につ いて の論 文 が 以

前 か ら発 表 され て お り、 また 、 「ネ ッ トワー ク ・エ ン ター プ ライ ズ 」 につ いて の議 論

は 、 リ一 八 イ 大 学 ア イ ア コ ッカ研 究 所 で の企 業 戦 略 研 究 を支 援 す る、 ア ジ リテ ィー ・

フ ォー ラム と呼 ばれ る コ ン ソー シ アム を 中心 に 、 さか ん に行 わ れ て いた 。 「ネ ッ トワ

ー ク ・エ ン ター プ ライ ズ 」 の 原 型 は
、 トヨタ 自動 車 が 採 用 した 、 第 二 次 生産 革 命 と も

呼 ばれ る 「リー ン ・プ ロダ ク シ ョ ン(LeanProduction)」 で あ る といわ れ て い る 。

ジ ャス トイ ン タイ ム 生 産 方 式 と在 庫 ゼ ロ操業 を基 本 とす る この トヨ タ シス テ ム で は 、

自社 の 顧 客 も巻 き込 ん だ 、広 範 囲で 正 確 なサ プ ライ チ ェー ンの 調 整 が 必 要 で あ る。 今

日、 企 業 向 け ソ フ トウ ェ アベ ン ダ は 、企 業 内 、企 業 間 の シ ス テ ム を統 合 させ る こ とで 、

この トヨ タ シス テ ム の よ うな サ プ ライ チ ェー ンの調 整 を実 現 させ る こと を狙 って い る。

ERPを バ ックボー ンと して付 加価 値機能が搭載された 「ネ ットワーク ・エ ンター

プライズ」の効用は、単なるERP導 入 による効果 を大 き くしの ぐものである。ERP

導入 によって ビジネス プロセスの リエンジニアリングや、業務の自動化が実現 され る

が、 「ネッ トワーク ・エンタープライズ」のメリットは全方位 に広がる。例えば 「ネ

ッ トワーク;エ ンター プ ライズ 」 にお いてERPシ ステ ム は、他 のエ ンター プライ

ズ ・システムか らデータを収集 し、一旦自らのデータベースに格納 し、その後、ニー

ズに応 じて別のシステムにそのデータを提供できるよ うにするものである。例えば、

「ネ ッ トワー ク ・エ ンター プライズ」の場合、エンジニ リア リング部門で用いる

CADシ ステムか ら製品デー タ管理(PDM、ProductDataManagement)フ ァイ ル

を取 り出す ことができ る。その後、取 り出された情報を、直接製造工場フロアの生産

システムに送信 し、生産をモニターし、結果得 られた生産情報を、サプライヤには部

品の需要予測 として、顧客には、製品の引渡 し予定 日という形で提供することができ

る。
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「ネ ッ トワー ク ・エ ンター プライズ」 の特徴は以下 の通 りである。(図8参 照)

・ERPを ネ ッ トワー クアプ リケー シ ョンのハブとして、企業のシステムを一貫

統合させる。

・ 従業員は、必要なデータにアクセスでき、イン トラネッ トで検索可能。

・ エクス トラネッ トを通 じ、他企業やサプライヤ、顧客 、投資家、規制当局な

ど関係者は、それぞれが必要 とする様々な情報にアクセスすることができる。

・ 共通のエクス トラネ ッ トを通 じ、取 引先企業が持つアプ リケーション内の情

報に、直接アクセス することができる。

図8「 ネットワーク・エンタープライズ」の概 要

EnterphseSystems

出典:ワシントンコア作成

4.5.2「 ネ ッ トワー ク ・エ ンタ ー プ ライ ズ 」 の メ リ ッ ト

「ネットワーク ・エンタープライズ」を構築す るためには、取引企業との間で、必

要なデータをや り取 りできるよう、企業間での一環 したビジネスプロセスを構築する

ことが重要になる。この概念は 「Eビ ジネス」の裏 にあるの と同 じものである。Eビ

ジネスは当初、取 引企 業 との間の業務処理を、書類や電話 によるものから、ただ単に

電子ネットワークに移行することを意味 していた。 しかし現在では、単に業務の電子

化で終わるのではな く、企業内、企業間での業務処理の流れを統一させるため、企業

内外での業務プロセスをも変化させることを意味 している。

既存の縦割 り組織か ら 「ネットワーク ・エンタープライズ」モデルへの移行により、

企業は以下のようなメリットを得ることができる。
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製品開発 と生産のサイクルタイムの短縮化

多くのアメリカの製造業者は、新技術をいち早く自社コンポーネン トに統合するた

め、サプライヤへの依存を強めている。技術革新に迅速に対応することで、製造業者

は革新的な製品をライバル企業よ りも早く市場に提供することができる。また、企業

はライバル企業が新技術を採用した際も、よ り迅速に対応できるという、柔軟性のあ

る戦略をとることができる。

在庫の削減

多 くの部品や製品の在庫を抱えているために、その生産能力を発揮できていない企

業は多い。 これ らの在庫は、突然の需要の増加や、サプライチェーンの遅れに対応す

るためには必要なものである。サプライチェーン ・ソフ トウェアのベンダ企業、i2

テク ノロジー による と、1996年 ア メリカ企業 の総在庫 は1兆2700億 ドル で、その

維持 めために3,110億 ドル のコス トがか かって いる。需要予測 と供給計画をうまく統

合することによ り、高 レベルの在庫を削減 し、運営コス トを結果的に削減することが

できる。L

生産性 をア ップさせ る

在庫 同様 、ほとんどのアメリカ企業は、自社の生産能力のピーク以下での操業を続

けている。1997年 の アメ リカ産業全体での生産能力活用度は85%で あった。 これ は、

企 業が、製品 に対する需要が急上昇し、サプライチェー ンが供給不足を引き起 こす こ

とを恐れた結果である。また同じように、需要が急降下 した場合には、供給過度を起

こし、製品の値崩れを起 こってしまう。もし、企業が こういった需要の変化 に迅速に

対応する柔軟さを保ちなが ら、生産能力を100%に よ り近 い形で操業で きれ ば、生産

性 を高め、コス トを削減することができる。

4:5.3Tネ ッ トワー ク ・エ ンター プ ライ ズ」への移行の際のハー ドル

「ネッ トワーク ・エンタープライズ」への移行は、同時に企業に大きな リスクをも

た らす ことも忘れてはな らない。自動車製造企業のフォー ド社は1997年 、在庫 ゼ ロ

を目指すサ プライチ ェーンシステムを導入したが、そのために、主要ブレーキシステ

ム工場の従業員のス トライキに直面するという代償を払った。ス トライキの間、部品

供給がス トップしたため、フォー ド社は、ス トライキ開始後数時間以内に、フォー ド

社の5つ の生産工場 を閉鎖 しな くて はな らなかった。このス トライキは2週 間続 き、

フォー ド社 は販 売、賃金、生産の面で、推定100万 ドル の損失 を出す結果 とな って

しまった。

同じく1997年 、ボーイ ング社 は、サ プ ライチェーン統合のまずさから、同じよう

な問題 に直面した。同社は1990年 初頭 か ら 「ネ ッ トワー ク ・エ ンタープライズ」モ
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デルへの移行を始めていた。しかし、新たなビジネスプロセスに対応するために、従

業員に大規模な研修を行わなければな らず、また、航空機の注文が落ち込んだ時期に

行 った人員削減がたた り、ボーイング社は1990年 中期 の航空会社 か らの注文の増加

に対処できなかった。その結果、多 くの注文の納期に間に合わなかったために、多額

のペナルティを払わなければならなかった。同社はペナルティをカバーするために、

1997年 の第三期 には、16億 ドル の特別 損失 を計 上 し、続 いて生産の問題か らも、

1998年 には10億 ドル の損失 を出して しまった。

「ネ ットワーク ・エンタープライズ」モデルへ移行するには、いくつかのハー ドル

を越えなければならない。

第一に、企業経営者と従業員は、ネットワーク ・エンタープライズを通 じ、顧客、

サプライヤとの緊密な業務協力を進んで行 うことが出来る様、再研修を受ける必要が

ある。多くの従業員は、ビジネス情報などを自分の管理下に置き、所有化することに

慣れきって しまっていて、他の部署や企業外部の者が、自らが持つ情報に自由にアク

セスすることを快く思わない。全ての従業員は、取引企業を、真のビジネスパー トナ

として扱わなければな らない。根本的な問題であるが、システム導入に際し、企業文

化の変革 も要求される。

第二に、企業は、企業間活動を統一化するために、ビジネスプロセスと業務内容を、

拡張 していかなければな らない。例えば、業務によっては、ある従業員は自社内よ り

も、社外の人間と緊密に連絡を取 り合い、業務パー トナとして常に共に働 くことにな

る。また、ある業務はアウ トソーシングされ、企業外の第三者 に低コス トで委託され、

効率的な業務処理が行われるようになる。また業務責任の一部は、企業内か らサプラ

イチェーンに移行 される。これは組織的な観点か らの変化 を求めるものであ り、企業

はネットワーク ・エンタープライズのビジョンに基づき企業内の再構築 を行わなけれ

ばならない。

第三 に、企業は、ビジネスプロセスに沿った情報のオンライ ン処理を可能にするた

め、 レガシーシステムか ら新分散型情報システムに移行 しなければな らない。 この技

術移行を通 じて、ERP、 サ プライ チ ェー ンマ ネ ジメ ン ト(SCM)、 顧客 関係マ ネジ

メ ン ト(CRM)、Eコ マー スな ど を機能 させ る、エ ンタープライズ ・ソフ トウェア

パ ッケージの導入が行われる。 レガシーシステム全体の入れ替え、または、パッケー

ジアプリケーションとレガシーシステムを統合させる、 「ミ ドルウェア」の開発も必

要になる。
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4.5.4「 ネ ッ トワー ク ・エ ンタ ー プ ライ ズ」 先 進 事 例

「ネットワーク ・エンタープライズ」は、業務ITイ ンフラとしてのERPを ベー

スに、SCM、CRM、ECを 全て統合す る もので ある。ERPを 基本 にSCMを 通 じて

企 業内プ ロセス を既存 サプ ライヤと統合 し、CRMを 使 って顧客 情報 を管理 し、B2B

ECを 通 じて新規サ プ ライヤ、顧客 とのネ ットワークを統合する。多くの企業は、原

材料調達か ら製造、顧客への発送まで、全てのバリューチェーンをネッ トワーク化す

ることを目指 してはいるが、未だどの企業も完壁な 「ネッ トワーク ・エンタープライ

ズ」を構築 して いる ところは無い。その中で も、以下の2つ のケー ス は、ERP、

SCM、CRM、ECシ ステム を統合 した、よ り高度 で洗練された、 「ネットワーク ・

エンタープライズ」に近いものを構築している例である。

(1)エ アタ ッチ ・コ ミュニケー ション社

エ ア タ ッチ ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン社(AirTouchCommunications)は ペ ー ジ ン

グ 、携 帯 、 パ ー ソナ ル コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンサ ー ビス な どの 地 上 モ バ イ ル テ レ フ ォ ニ

ー
、ベ ンチ ャ子 会 社 で あ る グ ローバ ル ス ター を通 じた衛 星 通 信 サ ー ビスな どの 、 ワ イ

ヤ レス通 信 サ ー ビス を提 供 す る大 手 プ ロバ イ ダで あ る。 エ ア タ ッチ ・コ ミュニ ケ ー シ

ョ ン社 は 、 カ リフ ォル ニ ア州 とネ バ ダ州 で サ ー ビス を提 供 して い た パ シフ ィ ッ ク ・テ

レ シス 社(PacificTelesis)が 、 ワイ ヤ レス コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン部 門 を ス ピ ン オ フ

して で き た企 業 で あ る。 同社 は最 近 、 イ ギ リス の ワイ ヤ レス コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン最 大

手 企 業 の 一 つ で あ る ヴ ォダ フ ォ ンPLC(VodafonePLC)に 買 収 され て い る 。

同社は、10の サー ビスエ リアに分 けた地域 グループオフィスを全米に展開 してい

る。従来 これ らの地域 グループは、購買、顧客関係、財務管理な ど、それぞれ独立 し

た運営管理を行っていたが、購買、ビジネスプロセスを統一化 し、サプライヤに対す

る購買力を高めるため、オラクルのERPパ ッケー ジを利用 して全 オ フィスにまたが

るエンタープライズシステムが導入 された。 このシステムはその後、顧客 とも電子取

引が行えるシステムへ と拡大されて いった。 同社は これ らのイニシアチブ全体 を

『eCommerceシ ステ ム』 と呼 んで いる。

エ ア タ ッチ ・コ ミ ュニ ケー シ ョン社 の 『eCommerceシ ス テ ム 』 は、 以 下 の4つ

の機 能 を持 つ 。

1)携 帯電話 用 タワー 、交換機 な ど、インフラ関連構築のための機器、資材の購入を

行う。

2)ハ ン ドセ ッ トな ど、顧客用サー ビス機材の在庫管理を行う。

3)間 接材 の購入 を行 う。
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4)www.airtouch.comを 通 じ 、Webベ ー ス のECと カ ス タ マ ー サ ー ビ ス を 行 う 。

1)イ ンフラ資材購入

イ ンフ ラ資 材購 入 のため、エアタ ッチ ・コミュニケーシ ョン社は、オラクルの

ERPア プ リケー シ ョンを利 用 し、新 たなサプライの需要管理を行い、戦略的パー ト

ナシップを結ぶサプライヤへ注文を送信する。ノキア、サムソン、ブライ トポイン ト、

NEC、 モ トロー ラといった大 手サ プライヤがEDIで の業務処 理 を行 っているため、

ERPを 通 じて送信 され た注文 は、オ ラクルのゲー トウェイアプ リケーションを通 じ

てEDIメ ッセー ジに変換 され る。EDIシ ステム を利用 して取 引を行 うことで、サプ

ライヤとの業務処理がERPシ ステムで一貫 して行 う ことがで きる。これによ り、取

引企業との取引業務が全て統一化 され、EDIを 使用 しない競合 企業 と比べ 、柔軟性、

生産性において、競争力を増す ことができる。例えば、政府系機関は、機材やサー ビ

スの購入を効率化するため、取引にEDIを 利用す る ことを要 求 して お り、 このよう

な公的機関も顧客として取 り込む こともできる。

エアタッチ ・コミュニケーション社 のEDIシ ステム は、サ プ ライヤ との取 引に

EDI処 理 の基本セ ッ トを採用 して いる。

・Form850(購 入注文)

・Form855(購 入注文確 認)

・Form856(購 入 に伴 う配 送確 認)

・Form861(領 収書)

取 引のための書類 がサ プ ライや側 にEDIを 通 じて送信 され 、サ プ ライヤか らの返

信はゲー トウェイを通 じてオラクルのERPシ ステムに送 られ る。 この方法 を利用 し

て、同社はどの注文 もリアルタイムで管理できる。

2)顧 客用機器の在庫管理

端末など、顧客用機器の在庫管理 も、このシステムを通 じて同じように行われてい

るが、それに加え、同社はメーカの在庫システムに直接アクセスできるようになって

いる。エアタッチ ・コミュニケー ション社の顧客が端末を注文 した場合、この注文は

直接製造業者の倉庫に送 られ、エアタッチ ・コミュニケーション社の販売店に配達さ

れるシステムになっている。オラクルによるERPシ ステム は、 これ らすべての業務

処理 を管理するが、エアタッチ ・コミュニケーション社 自身は、端末 をメーカから販

売店に輸送するプロセスには全 く関わっていない。
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3)間 接材購入

間接 材の調達 に関 して は、2つ の システムが導入 され ている。1つ 目は、指定 のベ

ンダか ら頻繁 に使 う製品を購入する際のシステム、2つ 目は指定ベ ンダ以外か ら製 品

を購入する場合のシステムである。購買担当者は社内のイン トラネットを通 じオンラ

イ ンカタログを利用 して、エアタッチ ・コミュニケー ション社 と販売契約を結ぶ指定

ベ ンダへ注文を送信することができる。 この注文は、注文を入力したWebペ ー ジか

ら直接オ ラクル のERPシ ステムに転送 され、ERPシ ステムがそれ を指定 ベ ンダ に送

信す る。 このソリュー ションを通じて、エアタッチ ・コミュニケーション社は指定ベ

ンダへの全注文を統括管理することで、各ベンダの注文量を最大にし、大 口ディスカ

ウントを得ることがで きる。

指定ベンダ以外から製品を購入する際は、企業間ECソ フ トウェア企業であ るクラ

ラス(clarus)社 が運営す るウェブサイ トを利用 して注文 を行 う。クララス社が独 自に

運営するWebサ イ トを通 じ、注文 を入 力 し、GEキ ャ ピタル社が提供す るエ アタ ッ

チ ・コミュニケーション社専用購入カー ドを利用して支払いが行われる。全ての注文、

支払い処理はクララス社を通 じて行われるが、オラクルERPを 通 じて、 これ らの情

報全てがエアタッチ ・コミュニケーション社に報告 される。この方法で、指定ベンダ

が提供 していない製品を購入することができると同時に、最 も効率的な方法を常に追

求することができる。他企業が提供するこのソリューションのおかげで、同社 自らが

カタログを作 り、調達 のためのWebサ イ トを運営管理す る必要 もな くなっている。

4)Webベ ー スECと カ ス タ マー サ ー ビス

同社はオ ンライ ン顧客サー ビスサイ トとしてhttp:〃www.airtouch.comを 運営管理

している。 このサ イ トを通 じ、顧客は注文管理、顧客サー ビスシステムに直接アクセ

ス し、製品注文情報、 レー トプランやサー ビス情報、アカウン ト情報や特別割引情報

などを閲覧できる。このWebを 通 じて行われた全て の注文 は、顧客サー ビスシステ

ムを通 じてオラクルのERPパ ッケー ジに送信 され る。ERPシ ステムはそ の後 、顧客

のアカウ ン トを開設するなどのサー ビスを開始した り、注文された機材調達のため、

ベンダにEDIを 通 じて 注文 を送 る。

エ ア タ ッチ ・コ ミュ ニ ケー シ ョン社 は 、洗 練 され た ネ ッ トワー ク ・エ ン ター プ ラ イ

ズ であ るeCommerceシ ス テ ム か ら、3つ の メ リッ トを得 て い る 。

・ 全ての業務処理情報を、一つに統合されたシステムで管理することができ

る。 これによ り、従業員は全ての注文の リアルタイムな情報を引き出す こ

とができる他、同社の経営陣が購入パターン分析や購入戦略を練るときの

4・43



重要な情報源となる。

・ このシステムによ り、顧客 の購入パター ン、ワイヤレス市場の情報、ベン

ダとの情報交換な ども一貫 して行 うことができる。これ らのデータは、同

社がマーケティング、販売や流通の新 しい戦略を練る際の材料 となる。

・eCommerceシ ステム内のEC機 能 によ り、同社 の戦略的パー トナのオ ン

ライン広告を掲載す ることができ、広告料 という新たな収入を得ることが

できる。例えばwww.airtouch.comの サ イ トか ら、 同社 が取 引 をす る端末

メーカのサイ トに直接行けるようになっている。オンライン広告の掲載を

サプライヤ との割引交渉の材料にした り、エアタッチ ・コミュニケーショ

ン社のサイ トに掲載された広告を通 じて、メーカの製品を購入 した顧客が

いた際、その売上の一部を共有することができる。

(2)リ ズ ・ク レイボー ン社

リズ ・ク レイボーン社(LizClaibone)は 創業20年 の婦人服製造販 売 を行 う企業で

あ る。同社はリズ ・クレイボーンやDKNY(DonnaKaranNewYork)な どの有名 ブ

ラン ドを抱 える市場 リーダであ り、4年 連続 の売上増、そ して5年 連続の売上増 を記

録す るな ど、大きな成功を収めている。

1997年 、同社 はさ らなる事業拡 大 を目指 し、年間売上を20億 ドルか ら5年 間で

50億 ドル に伸 ばす とい う目標 を立て 、アグレッシブな買収戦略を通 して事業拡大を

狙 う戦略を立てた。

同社の幹部は、事業拡大のゴールを目指 して走 り出そうとしたが、同社全体 におい

て業務 システムが一貫性を伴わず、全 くばらば らに行われていることが 目標達成の大

きなハー ドル となっていることを素早 く察 した。そ こで、同社は、大掛 りなビジネ

ス ・プロセス ・リエ ンジニアリングを遂行す る、 『変革2000年(Transformation

2000)』 と呼 ばれ る大 きなイニ シアチ ブを打ち上げた。

リズ社は、 『変革2000年 』 の中で も中核 的な役割 を担 うことになるITプ ロジェ

ク トを 『リズ ・フ ァー ス ト(LizFirst)』 と名づ け、商 品企画及 び商品が市場に出

るまでのサイクルの縮小を狙った新ITシ ステ ムの開発 に着手 した。また、 『リズ ・

ファース ト』は、注文を受けてか ら生産 を行 う、 「メイク ・ツー ・オーダー」方式へ

の移行 も含んでいた。さらに、 『リズ ・ファース ト』は、買収 ・合併によって次々に

傘下 に入れた新規事業をスムーズに既存オペ レーションに包含できるための、極めて

フレキシブルなシステムを目指 した。
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同社 は 『リズ ・フ ァー ス ト』 プ ログ ラム の ビジ ョン達 成 のた め に 、IBMグ ロー バ

ル サ ー ビス 、 ア ー サ ー ア ンダ ー セ ン、小 売 業 コ ンサ ル テ ィ ング を行 うカ ー ト ・サ ロモ

ン ・ア ソ シエ ー ツ(KurtSalmonAssociates)社 と提 携 した 。 これ らの コ ンサ ル タ

ン ト企 業 は 、新 しい プ ロセ ス を設 計 し、 プ ロセ ス変 更 を企 業 全 体 に行 き渡 らせ る た め

の 、"ビ ジ ネ ス チ ェ ン ジ"チ ー ム の編 成 の 支援 を行 っ た 。

新 しいエンタープライズシステムを構築するために、リズ ・クレイボー ン社は様々

なベンダか ら、よ りよいソフトウェアを選んで組み合わせる 「ベス ト・オブ ・ブ リー

ド(best-of・breed)」 の方法 を とった。中心 となる システムには、ERP機 能 のほ と

ん どを包含 するオ ラクル のデータベース ・ソリューションを利用 した。オラクルのシ

ステムはまた、他のベ ンダか らのモジュールにリンクすることもできた。同社が選ん

だソフ トウェアは以下の通 りである。

・J .D.エ ドワー ズ 社(J.D.Edwards)の 財 務 管 理 ソ フ トウ ェ ア

・ リ ヒタ ァ ・シス テ ム ズ社(RichterSystems)の 卸 売 調 整 ソ フ トウ ェ ア

・ マ ク1:ユ ー ・ソ フ トウ ェ ア 社(Mc且ughSoftware)の 倉 庫 管 理 シ ス テ ム ソ フ

トウ ェア

・ ロ ッ クポ ー ト社(Rockport)の 運 輸 、流 通 管 理 ソフ トウ ェ ア

・・ イ ンタ ー ビ ッ ド(Intrepid) ,の 意 思 決 定 支 援 ソ フ トウェ ア

『変革2000年 』 導 入 計 画 の も と、 これ らソ フ トウ ェ ア の選 択 と、 新 た に構 築 され

た シ ス テ ム を小 規 模 な 形 に して デ モ ン ス トレー シ ョ ンす る 「会 議 室 用 パ イ ロ ッ ト版

(conferenceroompilots)」 が1997年 に行 わ れ た 。1998年 に は、 主 要 モ ジ ュー ル

のパ イ ロ ッ ト導 入 が 完 了 し、 ア プ リケー シ ョ ンが初 公 開 され た 。1999年 に は、 さ ら

に、新 たな プ ロセ ス に対 応 す る よ う シス テ ム の改 訂 、 カ ス タム化 が行 わ れ た 。

『リズ ・ファース ト』の発展に伴い、同社は、インターネッ トを使ったビジネス戦

略にも着 目するようになった。とりわけ、大口、小口小売店及び製造メーカなど、 リ

ズ社の取引先を全て取 りこんだ、企業間電子商取引業務ネットワークの構築を目指 し

た。これ ら取引先をリンクしたエクス トラネッ トは、 「リズリンク」 と呼ばれ、同社

の"ネ ッ トワー ク ・エ ンタープ レイ ズ"の 中核 を成 している。

「リズ リンク」は、まず、注文管理システム、次に商品情報システム、最後に製造

元への製造発注 システムの3つ の段階を経て、発展 を遂 げていった。

第1フ ェーズ と して 、小 売店 とのネ ットワーク化から始まった。小規模小売店 に、

なぜ 「リズ リンク」に接続することが彼 らにとってメリッ トがあるのかを説得する必

要があった。そため、比較的安価な投資で大きなメリットが得 られるシステムとして、
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インターネ ットを使ったオンライン注文管理か ら着手した。同社はEDIト ラ ンス レ

ー タを導入 し、同社のERPシ ステム に、小売業者か ら送付 される注文な どのEDIデ

ー タを取 り込 めるようにした。ERPシ ス テム 内の情報は、 ウェブサイ トに掲示され、

小売業者は店舗、口座番号、スタイルな ど、様々な角度か ら同社に行った注文を検索、

閲覧す ることができる。 このサイ トは1時 間お きに更新 され、24時 間 アクセスが可

能 にな って いる。

リズ社は、小規模小売店ではなく、今までVANを 使 ってEDIを 行 って きた大手

小売店 を取 り入れ ることが最 も苦労 した点であると述べている。大手小売店は、旧来

型EDIに 慣れてお り、イ ンターネ ッ ト上でのEDIに 移行す る際抵抗 を示 した。そ の

た め、 リズ社は、それ らの大手小売業者 を1件 ず つ訪 問 し、新 規イ ンター ネ ット

EDIシ ステム の導入 の賛 同を得 る必要 があった。 リズ社は、その際、新規システム

のデモンス トレーションか ら、イ ンターネッ ト接続の設定、従業員 に対する研修など、

あらゆる面で支援をほどこした。その結果、大手小売店へのインターネットEDIの

普及 を実現 した。 リズ社 は、イ ンターネ ット購買システムによ り、今まで大規模小売

店 としか活用できなかったEDIを 、小規模な 小売店へ も拡張す る ことで、注文処理

業務の効率が大きくアップした。

「リズリンク」の第2フ ェー ズ と して 、小売店のバイ ヤを対象 とした商品情報 シ

ステム 「@Market」 を立 ち上 げた。 この システム を通 じ、バイヤは同社の新 しいア

パ レルラインを閲覧、調査 し、プロモーションに必要な情報をダウンロー ドすること

ができる。 このシステムの構築にあた り、同社はケンブリッジ ・テクノロジー ・パー

トナ社 と契約を行い、画像イメージ技術に則 したサイ トを設計 した。また、小売業者

を回り、カラー レーザープリンタなど、必要な機器を購入するよう要請 した。特にリ

ズ社の倉庫を訪れ商品をチェックする時間のない、小規模な専門小売店を対象にこの

システムは開発された。このシステムにより、リズ商品の売り手である小売 り店との

リレーションシップが大きく改善されただけでな く、rLizLink」 サ イ トにお ける高

度なイ メージ管 理システムが開発されるなど、多大な効果が出ている。

「リズ リ ンク 」 の第3フ ェー ズ と して 、 製 造 業 者 との ネ ッ トワー ク化 を 図 る サ プ

ラ イ チ ェ ー ン ・マ ネ ジ メ ン トの た め の ネ ッ トワー ク 「Supply.Link」 を立 ち 上 げた 。

この シ ステ ム で は、 セ キ ュ リテ ィ の 高 いイ ン ター ネ ッ トア クセ ス を確 立 し、 同社 と、

ア ジ ア を 中心 と した 米 国 国外 に あ る戦 略 的 製 造 パ ー トナ と の業 務 連 絡 を行 って い る 。

この 「SupplyLink」 を利 用 して 、 同社 は アパ レル の 製 造 過 程 を 管 理 した り、 委 託 製

造 業者 に対 し、継 続 的 に製 品 の 需 要 、デ リバ リー ス ケ ジ ュー ル の情 報 を確 認 す る こ と

が で き る。 委 託 製 造 業 者 は 、 リズ 社 か ら供 給 され た シ ト リ ッ クス ・ウ ィ ン フ ラ ム 社

(CitriXWinFram)の"シ ン ・ク ライ ア ン ト(thinclient)"と 呼 ばれ るデ ス ク トップ

PCを 使 っ て 、 「Supply.Link」 に ア クセ スす る ことが で き る。 委 託 製 造 業 者 は これ

4-46



を利用して製品のアップデー ト情報を交換した り、オンラインで リズ社か らの注文に

関する問い合わせに対応することができる。以前はデータベースを維持、刷新するた

めに、毎 日少なくとも1時 間システム をス トップさせ る必要があったが、このサイ

トは24時 間アクセ スが可能 にな って いる。 グローバルな生産体制をしくリズ社にと

って 、世界 中の委託製造業者 といつで も、 どこで も取 引業務連絡 を可能 にす る

「SupplyLink」 は、不 可欠な存在で ある。

このよ うな委託製造会社は、リズ社以外のアパ レル大手会社に対 し、各社の情報が

一つにまとまった総合Webを 構築す るよ うに要求 して いる。 これ らの委託製造会社

は、現在、 リズ社、 ギャ ップ社(Gap)、 トミー ・ヒル フ ァイ ガ ー 社(Tommy

Hilfiger)な ど、製造発注元 であるアパ レル各社 ごとに情報管理をしなければいけな

いが、今後 はごこれ らの競合社の情報が全て1ヶ 所 にて管 理で きるよ うな体 制 を整

備するよう促 している。このような要求に対応するため、リズ社は、競合企業 とも連

携 し、アパ レルデザイナーと布地製造業者をつなげるオンライン ・マーケ ットプレイ

スとサプライチェー ン ・マネジメントサイ トを構築中である。

これ らの一連のイニシアチブによ り、同社は1998年 運営 コス トを1億 ドル削減す

ることがで きた。 また、顧客である小売 り店や、供給元である委託製造業者 との リレ

ーションシップ改善な ど、目に見えない利益 も大きい。例えば、 「@Market」 シス

テム を通 じ、1998年 には、小売業者が 同社製品 の販売フロア面積を29%ま で に広 げ

る ことに役 だった。

このよ うな取引先を取 り囲んだネッ トワーク化のみならず、リズ ・クレイボーン社

は、社内及びエン ドユーザである消費者 に対 しても、同様のネットワーク化を図って

いる。例えば消費者に向けたWebサ イ トwww.LizClaiborne.comを 開設 し、新商 品

のシ ョー ケースを行い、同社製品を扱う小売店の紹介 を行なった り、従業員に向けた

イ ン トラネ ットWWW.Liz.C。mを 開設、従業員 が人事 、購買な どの機能 をセルフサー

ビスで利用できるようにした。

このように、取引先、社内、消費者など、全方位 に向けて企業情報システムを延長

し、よ り効率的、効果的な 「ネットワーク ・エンタープライズ」を発展させているエ

アタッチ ・コミュニケーション社や リズ ・クレイボーン社の例 は、全米企業の中で も

先端を行 くケースであるといえる。

4.5.5「 ネ ッ トワー ク ・エ ンタ ー プ ライ ズ 」 の 展望

米国企業 において、 「ネットワーク ・エンタープライズ」への取 り組みは早いピッ

チで進んでいる。 「ネッ トワーク ・エンタープライズ」の構築 によ り、企業を取 り巻
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く全てのプレイヤたちとのリレーションシップを組みなお し、新 しいネッ トワークが

形成されつつある。 「ネットワーク ・エンタープライズ」によ り、将来生まれると予

測される様々なビジネスモデルが、アー ンス ト・アンド ・ヤング社のビジネス ・イノ

ベーションセンターが発表 した レポー トの中で示されている。

"要塞(W
alledfortress)"モ デル 。企業 は リンク を通 じて、サ プライチェーンや顧

客 とより強固な結びつきを持つ。その結果、企業によってそれぞれ独立 した、閉鎖的

なエコシステムが連立し、エコシステム間で顧客獲得に向けての競争が行われるよう

になる。

"ケイ レツ"モ デル
。企 業 はよ り柔軟 なネ ッ トワークで結ばれ、業態エコシステム間

での取引も行われるようになる。日本の系列システムのように、企業は特定産業 「グ

ループ」に所属するが、グループを超 えた協力も行われる。

"ロー カル"モ デル
。企業 は地域別 に分か れた地元サプライや集 団と取引を行い、企

業間で緩やかなリレーションシップを保っていく。しかし、グローバルなコミュニテ

ィとの連携はあまり行われない。

"シ リコンバ レー"モ デル
。 これ は最 も現実 的 に起 こり得 るモデルである。企業は多

数の取引パー トナと関わるようになる。顧客のその時々の需要により、パー トナシッ

プが様々な企業の間で一時的に結ばれる。顧客の需要が変化すれば、企業 とそのサプ

ライチェーンは新たな市場の状態に合わせてその形態を変化 させる。B2BECの オー

プ ンスタンダー ドの開発や企業間システム統合によ り、このモデルはよ り現実的なも

のとなっていくであろう。

これらの4つ のモデル は理想 的な状態 を表 したもので、 「ネッ トワーク ・エンタ

ープライズ」は、実際にはこれ ら4つ のモデル の様 々な特徴 を組 み合わせた ものに

なると思われる。また、業種により、その業種の特徴、グローバル化の度合いなどに

よって異なるモデルが形成されるであろう。 米国企業はERPを 通 じ内部業務 の統合

化 を目指 し、SCMを 通 じてサ プ ライヤ と緊 密な統合 を行い、CRMを 通 じてよ り顧

客 との関係 を強化 し、ECを 通 じて迅速 に新 しいパー トナ シップの可能性 を探索しよ

うとしている。 このような 「ネットワーク ・エンタープライズ」への動きは、米国企

業にとって更なる効率性をもたらし、ひいては国際競争力の優位性 をもた らすであろ

う。
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〈添付資料1:EDI実 態調査(国 内編)・ 調査票〉

〈添付資料2:EDI実 態調査(国 際編)・ 調査票〉





平成ll年12月

「第4回EDI実 態調査(国 内編)」 について

〈調査の目的 〉

産業情報化推進セ ンター(CII)とEDI推 進協議会(JEDIC)は 、 日本 におけるEDIの 普

及 を推進す るために、産業界各位の ご協力をいただきなが ら、各種の普及 ・啓蒙活動 を行

って います。 こうした活動や多 くの業界、企業 の努力を通 じて、EDIは 日本で も着実 に発展

して きているように思われます。

しか し、その発展状況を定量的 に把握できるデー タは残念なが らほとんどあ りません。

このため、CIIとJEDICで は、国内企業のEDIの 実態を把握 し、その結果を広 く一般に公表

する ことを目的 として、平成8年 度から継続 して、EDIの 利用実態 に関する調査を実施 して

います。本調査は、その第4回 目にあた ります。

〈調査の範囲 〉

EDIの 正 しい定義は、「異なる組織間で、取引のためのメ ッセージを、通信回線 を介 して

標準的な規約(可 能な 限 り広 く合意された各種規約)を 用いて、 コンピュータ(端 末 を含

む)間 で交換する こと。」であ り、 「広 く合意された」標準 によ り実施 され るものですが、

本調査では、広範囲にわた り情報 を集めるため に、電子的 に行われているデータ交換全般

を対象 としています。便宜的に"電 子データ交換"を 次 のように定義 して調査範囲としま

す。

今回の調査 における電子データ交換:

取引に必要なデータを他の企業や組織 と交換す る際、コ ンピュータ間の通信 を利用す る

こと。ただ し、電子メールによる事務連絡な どは除きます。

また、本調査票(国 内編)で は、 日本国内にある相手(日 本 国籍、外国資本 にかかわ ら

ず)と の取引での"電 子データ交換"を 対象 としています。

回答 にあた りまして は、差 し支 えのない範 囲で ご回答下 さい。回答の範 囲は、必ず しも

貴社全体 についてではな く、貴部署が把握されて いる範囲について ご記入頂 ければ幸 いで

す。

その他 、ご記入 にあたってのご質 問は以下の連絡先 にお願 いいた します。

連絡先:EDI推 進協議会事務局

(財)日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

山 崎 武 紀(yamazaki@jipdec.or.jP)

瀬 楽 丈 夫(seraku@jipdec.or.jp)

TEL:03-3432-9386





1平成11年12月 実施1

Q1.会 社概要(各 数字は右詰めでご記入下さい)

》Q1.1～Q2.3は 、 すべ て の方 に ご回答 を お願 い致 します。

Ql.1資 本金(平 成ll年3月 末時点)

Q1.2売 上高(国 内:平 成ll年3月 末 まで1年 間の年商)

Q1.3従 業員数 一(国内:平 成11年3月 末時 点)

,Q1.4業 種(別 添 「業種分類」から1つ 選択して下さい。)
・複数め業種が考えられる場合は、売上高が最も大きい事業の業種を1つ だけお答え下さい。

Ql.5取 引状況(国 内:平 成11年3月 末 まで1年 間の月平均)
・発注、受注それぞれの件数について、下記の選択肢から選んで下さい(平 成10年 度の1ヶ 月平均)。
・1回 の受発注で複数種類の商品、サービスの取引が行なわれている場合は、総延べ数でお答え下さい。

a)国 内企業へ の発注 件数:発 注伝票(あ るいは商品、サービスの発注に付随する伝票や電子データ)の 件数

b)国 内企業か らの受注件数:受 注伝票(あ るいは商品、サービスの提供に付随する伝票や電子データ)の 件数

◆Q1.5の 選 択肢◆

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

1件 以 上 ～

500件 以 上 ～

1000件 以 上 ～

5000件 以 上 ～

1万 件以上 ～

5万 件以上 ～

10万 件 以上 ～

50万 件 以上 ～

500件 未満

1000件 未満

5000件 未満

1万 件未満

5万 件未満

10万 件未満

50万 件未満

Q1.6企 業 コー ド
・取引の際に使用する企業コー ド(企 業ID)に ついて、下記の選択肢か ら選んで下さい。

(複数使用している場合は、使用している取引先数の多い順に最大3つ まで)

◆Q1.6の 選択肢 ◆

(1)EANロ ケー シ ョンコー ド

(2)DUNSNumber[米 国 の企 業信用調査会社で使用]

(3)SWIFT

(4)標 準 企業 コー ド(EIAJ統 一 企業 コー ドを含む)[CII]

(5)共 通 取 引先 コー ド(GLN:グ ローバル ・ロケー ション ・ナ ンバー を含 む)

[流 通 システム開発セ ンター]

(6)自 社 コー ド体 系

(7)取 引先企業 の方式

(8)業 界 方式

(9)そ の他(具 体 的にお書 き下 さい)

(10)使 用 していな い
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Q2.電 子 デー タ交 換 の状 況

里 ユ 貴社では国内の企業との取引で、

◆Q2.1の 選択肢◆

"電 子 データ交換"を 行 って いますか。

(1)行 って いる

(2)行 って いない

QZ,-Z電 子デー タ交換 の阻害要 因につ いて下記 選択肢か ら3つ まで選んで下 さい。

・Q2 .1に おいて 「(1)行 っている」とお答えの場合は、電子データ交換の更なる推進上の課題をお答え

下さい。 ・
・Q2 .1に おいて 「(2)行 っていない」とお答えの場合は、導入しない(で きない)と いう立場でお答え

下さい。

◆Q2.2の 選択肢◆

(1)必 要性がない

(2)コ ス トがかか りすぎる

(3)人 手が足りない

(4)社 内の情報化が進んでいない

(5)ハ ー ド、ソフトなどの環境整備不足

(6)効 果が分からない

(7)得 意先の理解を得 られない

(8)そ の他(具 体的にお書き下さい)

Q2.3"電 子データ交換"を 行 うため に要望す る ことがあ りま した ら、下の選択肢 か ら3つ まで選 んで

下 さい。

◆Q2.3の 選択肢 ◆

(1)安 価な トランスレータがほしい

(2)行 政がEDIを 実施 してほしい

(3)EDIの 重要性を一般に知 らしめてほしい

(4)EDIの 現状を一般に知 らしめてほしい

(5)国 内の標準を統一してほしい

(6)業 界内の方式を統一してほしい

(7)そ の他(具 体的にお書き下さい)
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》Q2.4とQ2.5は 、Q2.1に お いて 「(2)行 って いな い」 と回答 した 方 のみ お答 え下 さい。

金口 貴社で"電 子データ交換"を 行う計画はあ りますか。

◆Q2.4の 選択肢◆

(1)平 成11年 度中(平 成12年3月 まで)に 実施予定

(2)3年 以内に実施予定

・,(3)必 要性を調査中

(4)計 画はない

≡"電 子データ交換"を 実施する場合、希望の相手業種はありますか。

販売側、購買側のそれぞれについて、別添 「業種分類」か ら主な業種を3つ まで選択 して下 さい。

(a)販 売側(受 注側)

(b)購 買側(発 注側)

》Q2.1に おいて 「(2)行 って いない」と回答 した方 は、ここで終 りです。 あ りが とうございま した。

引き続 き 「国際編」にもご回答下さい。

》 これ以 降は、Q2.1に おいて 「(1)行 って いる」 と回答 した方のみ お答え下 さい。

Q2.6"電 子デー タ交換"を 実 施 した ことによるメ リッ トを、下 の選択 肢か ら3つ まで選んで下 さい。

◆Q2.6の 選択肢 ◆

(1)重 点顧客とのパー トナーシップが強化された

(2)顧 客満足度が向上 した

(3)社 内の情報化 ・標準化が進んだ。または、進むきっかけになった

(4)在 庫量の削減および在庫の回転率が向上した

(5)納 期の短縮が進んだ

(6)省 力化が進んだ

(7)事 務処理コス トが低減 した

(8)多 端末現象の解消につながった

(9)変 換地獄の解消につながった

(10)そ の他(具 体的にお書き下さい)
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Q3.業 務区分と利用通信回線

"電子データ交換"を 行っている業務 にっいて、利用 している通信の接続形態に○を付けて下さい。

◆Q3の 記入例◆

Q3.業 務区分と利用通信回線

業務区分
VAN

利用

インターネット

利 用

パ ソコン

通信利用

公衆回線

利用

自社の

専用線

その他の接続

(具体的な接続形態を

お書き下さい)

商流EDI ○ ○ 関係会社の回線

物流EDI ○

金融(金流)EDI ○
その他の業務①

(座席照会予約) ○
その他の業務②
()

その他の業務③

()

▼1

それぞれの業務区分の代表的なものは以下の通 りです
・南流EDI:受 発注、見積 り、納期間合せ 等
・物流EDI:運 送指示、倉庫管理、貨物追跡 等
・金融EDI:請 求支払、ファームバ ンキング 等
・その他の業務:設 計管理、照会業務、生産工程管理 等

なお、その他の業務については括弧内に具体的な業務をお書き下さい

Q4.取 引先との電子データ交換の仕方

[販売業務(受 注業務)に ついて]

Q4.1販 売(サ ー ビスの販売 を含 む)側 の業務で"電 子 データ交換"を 行 ってい ますか 。

◆Q4.1の 選択肢◆

(1)販 売 側の業務では行 って いない →Q4.2の 回答 は不要です

(2)受 注 データ件数の10%未 満 について行って いる

(3)受 注 データ件数 の10%以 上 、30%未 満 につ いて行 って いる

(4)受 注 データ件数 の30%以 上 、50%未 満 につ いて行 って いる

(5)受 注 データ件数 の50%以 上 、70%未 満 につ いて行 って いる

(6)受 注 デー タ件数 の70%以 上 、90%未 満 につ いて行 って いる

(7)受 注 デー タ件数 の90%以 上 につ いて行 って いる
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≡ 受注データについて、下記の記入例に従って、表にご記入下さい。

使用 している業 界標準が"ClI準 拠"か"EDIFACT準 拠"か 、 わか らな い場合 には、
"
c.自 社 側 の業 界標準方式"か"d.取 引先側 の業界標準方式"に 記入 して下 さい。

また、 自社 と取引先側が 同じ業界 に属す る場合 は、"c.自 社 側 の業 界標 準方式"に

記 入 して下 さい。

◆Q4.2の 記入例 ◆

電子データ交換の方式(標 準) 取引先業種(※D 取引企業数
1カ 月平均のデータ件数

(※2)

a.CIIま た はCII準 拠 の標準

(※3)
9 ∫ 6 3 7 0 0 0

b.UN/EDIFACTま た は

UN/EDIFACT準 拠 の標準(※4)

c.自 社側の業界標準方式
レ

(→Q4.3で 名称記入)

d.取 引先側の業界標準方式
2 7 0 3 6 0 0 一

(→Q4.3で 名 称記入)
7

e.自 社 の独 自フォーマ ッ ト

f.取 引先 の独 自フ ォーマ ッ ト

※1「 取引先業種」について
・主なものを別添 「業種分類」か ら3つ まで選択 して下さい。

※2「1カ 月平均のデー タ件数 」について

・データ件数は、概数で結構ですか ら、できるだけお答え下さい。

件数を明記することに差支えがありましたら、回答欄に○を付け、全取引先を

10眺 とした割合で記入して下さい。

※3rCIIま た はCII準 拠 の標準」 につ いて

・別添の 「CIIまたはCH準 拠の標準一覧」に、標準を使用している代表的な業界を

記載してありますので参考にして下さい。

※4「UN/EDIFACTま た はUN/EDIFACT準 拠 の標準」 につ いて

・ ・別添 の 「UN/EDIFACTま た はUN/EDIFACT準 拠 の標準 一覧」 に標準 を使用 して いる

代表的な業界を記載 してありますので参考にして下さい。

♪

坐Q4.2の 電子データ交換の方式で、c,dの"業 界標準方式"を 利用 している方は、電子
データ交換の方式、取引先業種、標準の名称をご記入下さい。(主 なものを3つ まで)

該当するものがない場合や標準の名称がわか らない場合は、記入しな くて結構です。

◆Q4.3の 記入例 ◆

交換の方式

d

取引先業種

2

標準の名称

S業 界データ交換方式

坐 販売業務で新たに"電 子データ交換"を 実施したい相手業種 はありますか。
ありました ら、別添 「業種分類」から選択して ご記入下さい。(主 な業種を3つ まで)
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[購買業務(発 注業務)に ついて]

Q4.5購 買(サ ー ビスの購 買 を含む)側 の業務 で"電 子デー タ交換"を 行 って いますか。

◆Q4.5の 選択肢◆

(1)購 買側の業務では行っていない →Q4.6の 回答は不要です

(2)注 文データ件数の10%未 満 について行っている

(3)注 文データ件数の10%以 上、30%未 満について行っている

(4)注 文データ件数の30%以 上、50%未 満について行っている

(5)注 文データ件数の50%以 上、70%未 満について行っている

(6)注 文データ件数の70%以 上、90%未 満について行っている

(7)注 文データ件数の90%以 上について行っている

Q4.6注 文データ について、下記 の記 入例 に従 って、表 に ご記入下 さい。

使用 している業 界標 準が"CII準 拠"か"EDIFACT準 拠"か 、 わか らない場合には、
"
c.自 社 側の業界標準方式"か"d.取 引 先側の業界標準方式"に 記入 して下 さい。

また、 自社 と取 引先 側が同 じ業界 に属する場合は、"c.自 社 側の業界標準方式"に

記入 して下さい。

◆Q4.6の 記入例◆

電子データ交換の方式(標 準) 取引先業種(※1) 取引企業数
1カ 月平均のデータ件数

(※2)

a.CIIま た はCIl準 拠 の標準

(※3)
9 1 6 3 ∫ 0 0 0

b.UN/EDIFACTま た は

UN/EDIFACT準 拠 の標準(※4)

c.自 社側の業界標準方式
2 ∫ 0 3 6 0 0 レ

(→Q417で 名 称記入)

d.取 引先側の業界標準方式

(→Q4.7で 名 称記入)
)

e.自 社 の独自フォー マ ッ ト

f.取 引先の独自フォーマ ッ ト

※1「 取引先業種」について
・主なものを別添 「業種分類」から3つ まで選択 して下さい。

※2「 データ件数(1カ 月 平均)」 について

・データ件数は、概数で結構ですから、できるだけお答え下さい。

件数を明記することに差支えがありました ら、回答欄に○を付け、全取引先を

100%と した割 合で記入 して下さい。

※3「CIIま た はCII準 拠 の標準」 について
・別添 の 「CIIま た はCII準 拠 の標 準一覧」 に

、標準 を使 用 して いる代表的な業 界 を

記載 してありますので参考にして下さい。

※4rUN/EDIFACTま た はUN/EDIFACT準 拠 の標 準」 につ いて
・別添 の 「UN/EDIFACTま た はUN/EDIFACT準 拠 の標準 一覧」 に標準 を使用 して いる

代表的な業界を記載 してありますので参考にして下さい。

次の ページへ
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前のページから

↓
SlfLZQ4.6の 電子 デー タ交換 の方式 で、c,dの"業 界標準方 式"を 利用 して いる方 は、

電子デ ータ交換の方式 、取 引先業種 、標準 の名称 を ご記 入下 さい。(主 な ものを3つ まで)

該 当す る ものがな い場合や 標準の名称がわ か らない場 合は、記入 しな くて結構です。

◆Q4.7の 記入例◆

交換の方式

C

相手業種

2

標準の名称

丁業界データ交換方式

坐 購買業務で新たに"電 子データ交換"を 実施したい相手業種はあ りますか。
ありましたら、別添 「業種分類」から選択してご記入下さい。(主 な業種を3つ まで)

これでアンケー トは終了です。 ご協力あ りが とうございま した。

引き続き"国 際編"に ついてもご回答下 さい。
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〈別添〉

[業種分類]

(1)水 産 ・農林 (ll)ガ ラス ・土石 製 品 (2D卸 売業 (31)倉 庫 ・運 輸

(2)鉱 業 (12)鉄 鋼 (22)小 売 業 (32)通 信

(3)建 設 (13)非 鉄 金属 (23)銀 行 (33)電 気

(4)食 料品 (14)金 属 製 品 (24)そ の他金融 (34)ガ ス

(5)繊 維製品 (15)機 械 (25)証 券 (35)旅 行関連サービス

(6)パ ル プ ・紙 (16)電気機器 (26)保 険 (36)情 報 サー ビス

(7)化 学 (17)輸 送用機 器 (27)不 動 産 (37)そ の他サ ー ビス

(8)医 薬品 (18)精 密機器 (28)陸 運 (38)行 政

(9)石 油 ・石炭 (19)そ の他 製 品 (29)海 運 (39)そ の他

(10)ゴ ム製 品 (20)商 社 (30)空 運

[CIIま たはCII準 拠 の標準一覧]

識別子 標準 メッセージ開発機構

EIAJ (社)日本電子機械工業会EDIセ ンター

JPCA 石油化学工業協会

CINT (財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター

HIIS (財)住宅産業情報サー ビス

JEMA (社)日本電機工業会

FEPC 電気事業連合会

JCMA (社)日本電線工業会 ～

JISI (社)鋼材倶楽部

VMDI 食品業界企業間情報システム研究会(自 動販売機業界)

JDIY (社)日 本 ドゥ ・イ ッ ト ・ユ アセ ル フ協会

JGAS (社)日本ガス協会

TIRA 中小企業総合事業団

NEWS (社)日本新聞協会 広告委員会

JTRN 国内物流標準

JAMA (社)日本 自動車工業会

CPSD 通信資材EDI推 進部会

WAVE (社)日本広告業協会

HWSW 小型コンピュータ業界EDI取 引委員会

JALF (社)日本アルミニ ウム連盟

PAJE 石油連盟

SJAC (社)日本航空宇宙工業会

[Ul9/EDIFACTま た はUN/EDIFACT準 拠 の標準 一 覧]

名 称 業 界

IATA 航空業界

JEDICOS 流通業界

NACCS 通関業界

POLINET 海運業界

SCNET/SFNET 貿易業界



FAXで の ご回答 →03-3234-4456:EDI実 態調査事務局宛

(平成11年 度)

1平成11年12月 実施1

会 社 名
.

(フ リガナ)

ご

回

答

者

お名前

ご所属 お役職

お電i活 () E¶ail

Q1.会 社概要

(1マ スに1文 字、右詰めでご記入下さい。)

Q2.電 子データ交換の状況1

Q2.1

(例) 1 2 2 "122"の 場合

資本金(千 万 円)

売上高(千 万 円)

従 業員数(人)

Q2.2 口
Q1.1 「(8)そ の 他」の場合 、具体 的 に:

Q1.2

Q1.3 Q2.3 1川
Q1.4 業種 「(7)そ の 他」の場合 、具体 的 に:

Q1.5 (a) 発注件数(1ヵ 月平均)

(b) 受注件数(1ヵ 月平均) Q2.4 1
Q1.6

一

… i il Q2,5 (a)販 売側

「(9)そ の他 」の場合、具体 的 に: (b)購 買側

Q2.6 ll日il
「(10)そ の 他」 の場合、具体的 に:

Q3..業 務 区分 と利用通信 回線

業務区分
VAN

利用

インターネット

利 用

パソコン

通信利用

公衆回線

利用

自社の

専用線

その他の接続

(具体的な接続形態をお書き下さい)

南流EDI

物流EDI

金融EDI

その他の業務①
()

その他の業務②
()

その他の業務③
()

※芦[

1裏 面 へ続 く

竃i'

忌



Q4.取 引先との電子データ交換の仕方 1

販
売
側
業
務

Q4.1 1(実 施状況)

Q4.2

灘 鍵雛構
'"、

i割合を記入
「▼ 　

司

電子データ交換の方式(標 準) 取引先業種 取引企業数 データ件数

a.CIIま た はCII準 拠 の 標 準

b.UN/EDIFACTま た は

UN/EDIFACT準 拠 の 標 準

c.自 社側の業界標準方式 →

→

←

d.取 引先側の業界標準方式

e.自 社 の独 自フォーマット

f.取 引 先 の独 自フォーマット

Q4.3 交換の方式 取引先業種 標準の名称

Q4.4 新たに電子データ交換を実施 したい相手業種1

(例) 4 8 1 5 "4 、8、15"の 場 合

(販 売 業 務)

購
買
側
業
務

Q4.5 1(実 施状況)

Q4.6
窪 蝋 清新燗佗靴 濠§襟 鱈 場ぽ 縮 ¢1煮線装i割 合を記入

微 撲'べ ・
ミ__.

K

電子データ交換の方式(標 準) 取引先業種 取引企業数 データ件数

a.CIIま た はCII準 拠 の 標 準

b.UN/EDIFACTま た は

UN/EDIFACT準 拠 の 標 準

c.自 社側の業界標準方式 →

→

←

d.取 引先側の業界標準方式

e.自 社 の独 自フォーマット

f.取 引 先 の 独 自フォーマット

Q4.7 交換の方式 取引先業種 標準の名称

Q4.8 新たに電子データ交換を実施したい相手業種 1
(例) 4 8 1 5 "4 、8、15"の 場 合

(購 買 業 務)プ



平成11年12月

「第4回EDI実 態調査(国 際編)」 について

〈調査の目的 〉

本調査は、海外の企業 とのEDIに 着手、拡大 しようとしている企業のため に、国際取引

に伴 って行われているEDIの 様々な実態を把握 し、その情報 を提供することを目的 として

います。

国際EDIの 規格 としては、国連がUN/EDIFACTと 呼ばれる方式を制定、推奨 してお り、狭

い意味ではこの方式に準拠 したものを国際EDIと 呼ぶ場合 もあ ります。 しか し現実 には、

世界各国で これ以外の様々な方式によるEDIが 行われてお ります。

本調査では、 こうした様々な方式 について、各企業の方々か ら情報 をご提供いただき、

その情報を報告書 にとりまとめ、広 く公開いた します。

〈調査の範囲 〉

EDIの 正 しい定義は、「異なる組織間で、取引のためのメ ッセージを、通信回線を介 して

標準的な規約(可 能な 限 り広 く合意された各種規約)を 用 いて、コンピュータ(端 末を含

む)間 で交換すること。」であ り、「広 く合意された」標準 によ り実施 されるものですが、

本調査では上記の 目的か ら、UN/EDIFACTに 限定せず、電子的 に行われているデータ交換全

般 を対象 とし、便 宜的 に"国 際電子データ交換"と"電 子 デー タ交換"を 次のように定義

して調査範囲 とします。

今回の調査における国際電子データ交換:

貴社 と外国の取引先企業 との間での商品やサー ビスの取引 にともなって行われる、電子

データ交換。

※貴社と外国の取引先企業との間に商社や貴社の関連現地法人等が介在する場合であって

も、貴社と外国の取引先企業との間で最終的に商品やサービスが取引される場合には、

本調査で対象とする国際電子データ交換と考えます。

今回の調査における電子データ交換:

取引に必要なデー タを他 の企業や組織 と交換す る際、コ ンピュータ間の通信を利用す る

こと。ただし、電子 メール による事務連絡な どは除きます。

回答にあた りま して は、差 し支えのない範囲で ご回答下 さい。回答の範 囲は、必ず しも

貴社全体 についてではな く、貴部署が把握 されている範囲 について ご記入頂 けれ ば幸 いで

す。

その他、 ご記入 にあた っての ご質問は以下の連絡先 にお願 いいたします。

連絡先:EDI推 進協議会事務局

(財)日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

瀬 楽 丈 夫(seraku@jipdec.or.jp)

山 崎 武 紀(yamazaki@jipdec.or.jp)

TEL:03-3432-9386





匡 成11年12月 実施1

Q1.国 際電子データ交換の導入状況

Ql.1国 際取 引に"電 子デー タ交換"を 導入 して いますか。

◆Ql.1の 選 択肢◆

(1)導 入済みである

(2)導 入作業中である

(3)導 入の予定である

(4)導 入の予定がない

Q1.2電 子デー タ交換 の阻害要 因につ いて下 記選択肢か ら3つ まで選 んで下 さい。

・Ql .1に おいて(1)～(3)と お答えの場合は、電子データ交換の更なる推進上の課題をお答え下さい。
・Ql .1に おいて(4)と お答えの場合は、導入しない(で きない)理 由にっいてお答え下さい。

◆Ql.2の 選択肢◆

(1)必 要性がない

(2)法 制度上ペーパーレスにできない

(3).ペ ーパーレス以外の法律の問題

(4)コ ス トがかかりすぎる

(5)人 手が足 りない

(6)社 内の情報化が進んでいない

(7)ハ ー ド、ソフトなどの環境整備不足

(8)効 果が分からない

(9)ト ップの理解を得られない

(10)得 意先の理解を得られない

(ll)そ の他(具 体的にお書き下さい)

》Q1.1に おいて 「(4)導 入の予定がない」と回答 した方は、ここで終 りです。

あ りがとうございま した。 「国内編」 にもご回答下さい。

》 これ以降は、Q1.1に おいて(1)～(3)と 回答 した方のみお答え下さい。
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Q1..3"電 子デー タ交換"に よる メリッ トを、下の選択肢 か ら3つ まで選ん で下 さい。

・Ql .1に おいて 「(1)導 入済みである」とお答えの場合は、現在の状態についてお答え下 さい。
・Q1 .1に おいて(2)ま たは(3)と お答えの場合は、期待する効果についてお答え下さい。

◆Ql.3の 選択肢◆

(1)重 点顧客とのパー トナ・一・一ーシップが強化された

(2)顧 客満足度が向上した

(3)社 内の情報化 ・標準化が進むきっかけになった

(4)在 庫量の削減および在庫の回転率が向上した

(5)納 期の短縮が進んだ

(6)省 力化が進んだ

(7)事 務処理コストが低減 した

(8)多 端末現象の解消につながった

(9)変 換地獄の解消につながった

(10)そ の他(具 体的にお書き下さい)

Q2.UN/EDIFACTに つ い て

Q2.1"UN/EDIFACT"と い う規 格 を ご存 知 で す か 。

電 子 デー タ 交換 の 国 際 標 準 と して 、UN/EDIFACT(UnitedNations/ElectronicDataInterchange

forAdministration,CommerceandTransport:行 政 、 商 業 、 運 輸 の た め の電 子 デ ー タ 交 換)と い う

規 格 が1987年 に 国 連 に よ っ て 制 定 され て い ま す 。 こ の規 格 を ご存 知 で す か 。

・複数 の選択肢 に該 当す る場合 は、一番 小さい番号 をご回答下 さい。

◆Q2.1の 選択肢 ◆

(1)自 社での取引に利用 している

(2)2年 以内に利用を開始する計画

(3)利 用する方向で検討している

(4)内 容を知っている

(5)名 前を知っている

(6)知 らない

(7)そ の他(具 体的にお書き下さい)
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》Q2.2とQ2.3は 、Q2.1に お いて(1)'～(3)と 回答 した方 の み お答 え下 さい。

Q.Z,-Z国 内、国際、 どち らの取引にUN/EDIFACTを 利用 して います か。(計 画 を含 む)

・国内取引 ピ日本国内に存在する企業と貴社 との取引

・国際取引:日 本以外に存在する企業と貴社との取引

◆Q2.2の 選択 肢◆

(1プ 国内取引のみ利用 している

(2)国 際取引のみ利用している

(3)国 内/国 際の両方に利用している

(4)そ の他(具 体的にお書き下さい)

坐UN/EDIFACTの 導入 理 由は何ですか。

◆Q2.3の 選択肢 ◆

(1)自 社の自発的な判断

(2)購 買側(発 注側)企 業か らの要請

(3)販 売側(受 注側)企 業か らの要請

(4)所 属する業界団体からの要請

(5)所 轄行政機関からの要請

(6)そ の他(具 体的にお書き下さい)

》Q2.4は 、Q2.1に お いて(4)～(7)と 回答 した 方のみ お答 え下 さい。

Q2.4UN/EDIFACTを 使 っていない理 由につ いて下 の選択肢 か ら3つ まで選んで下 さい。

◆Q2.4の 選択肢 ◆

(1)UN/EDJFACTに ついて知らない

(2)自 社/自 業界の現在の電子データ交換システムが安定稼働してお り、変更の必要が無い

(3)取 引先がUN/EDIFACT以 外の方式を要求している

(4)V州 事業者などがUN/EDIFACTを サポー トしていない

(5)自 社業務に使えるメッセージが開発されていない

(6)UN/EDIFAcTに 関して日本語で適切に解説した情報が無い

(7)UN/EDIFACTの ほか、ANSIX12、CHな どの規格が複数存在 しており、どの規格を使用

すべきか決 られない

(8)業 務上、電子データ交換を行 う必要が無い

(9)そ の他(具 体的にお書き下さい)
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Q3.貴 社で行われている国際電子データ交換の方式について

(5ペ ージの記入例をご参照下さい)

貴社で行われている海外企業 との取引に伴 う国際電子データ交換についてお伺いします。

Q3.1～Q3.6に ついて、取引先企業の国(地 域)別 、業界別に1行 つつ、回答用紙にご記入下さい。

(貴部署で電子データ交換の状況を把握されている範囲についてのみで結構です)

Q3.1取 引先企 業の国(地 域)と 業種

国(地 域)と 業種につ いて、別添 の[国(地 域)分 類]

ご記入下 さい。

[業種分類]か ら選んで、番号を

Q3.2電 子データ交換の主な形態

国際電子データ交換が、次のどの形態で主に行われているか、番号をご記入下さい。

なお、VAN事 業者等の介在は無視 してお考え下さい。

◆Q3.2の 選択肢◆

(1)直 接交換型:貴 社のコンピュータと、海外の取引先企業のコンピュータとの間で、

直接電子データ交換が行われるケース

(2)現 地法人型:貴 社と海外取引先企業との電子データ交換に、貴社の海外現地法人が

介在するケース

(3)在 日法人型:貴 社と海外取引先企業の在日法人との間で電子データ交換が行われる

ケース

(4)商 社型:貴 社と日本国内の商社との間で電子データ交換が行われるケース

口

B社 の在日法足

魎

A社 の現地法人

@一 →コー ←一ーー一@

Q3.3購 入か販売か
これ らの取引先との間で、貴社は商品を購入 していますか、販売していますか。

記入例の選択肢から選んで、番号 をご記入下さい。
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Q.3,-f!通 信 プロ トコル、 シ ンタ ックスルール、企業 コー ド

記入例 の選択肢か ら選んで、番号 をご記入下 さい。

複数 の方式 を利用 されて いる場合 は、 「シンタ ックスル ール」 につ いては複数 ご回答下 さい。
「通信 プロ トコル」 および 「企業 コー ド」につ いては、国 、業界 ごとに最 も多 く利用 されている

方式 を ご回答下 さ い。

なお、
一 「現地法人型」 と記入された箇所では、 「貴社の現地法人」と 「海外取引先企業」との間
一 「在 日法人型」 と記入された箇所では、 「貴社」と 「海外取引先企業の在 日法人」との間
一 「商社型」と記入された箇所では、 「日本国内の商社」と 「海外取引先企業」との間

について、それぞれ ご回答下さい。

また、
一企業 コー ドとは 、電子 データ交換 でのデー タ配送の ために使用す る企 業IDの ことであ り、

貴社 のシステム 内部 でのコー ド体 系の ことで はあ りませ ん。

iQ3,-gVAN事 業者名
取引先企業 とのデrタ 交換に使われているV州 事業者の名称をご回答下さい。

鯉 導入状況
ご回答の電子データ交換の導入状況をご回答下 さい。

(記入例)

Q3.1 Q3.2 Q3.3 Q3.4 Q3.5 Q3.6

取引先
主な形態 購入/販 売 プロ トコル も

シンタックスルール

(複数可)
企 業 コー ド VAN事 業者名 導入状況

国. 業種

7 ∫6 7' 2 7 2 2 6ε∫5 7

7 ∫6 2 2 7 7.2 2 6ε∫5 2

25 17 2 2 7 7 7 s〃s 3
べ↓ '↓ ↓

↓
別添参照

[国(地域)分 類]

[業種分類]

(1)購 入(発 注)

(2)販 売(受 注)

(3)両 方

(1)導 入済み

(2)導 入作業中

(3)導 入予定
▼ ▼

(1)直 接交換型

(2)現 地法人型

(3)在 日法人型

(4)商 社型

(1)X.400,435

(2)X.25

(3)SDLC,HDLC

(4)TCP/1P

(5)自 社 方 式

(6)取 引 先 企 業 の 方 式

(7)業 界 方 式

(8)そ の 他

(DUN/EDIFACT

(2)ANSlX12

(3)HL7

[米国の医療 関係 業界

の標準]

(4)Cll

(5)固 定長 自社 方式
'(6)固 定長取 引先方式

(7)業 界方式

(8)そ の他

(1)EANロ ケーション]一ド

(2)D洲SNumber

[米 国 の 企 業信 用 調 査

会 社 で使 用]

(3)SWIFT

(4)標 準 企 業 コード(EIAJ

統 一 企 業 コード 含 む)[Cll]

(5)共 通 取 引 先 コード(GLN:

グ ローバ ル・助 一ション寸ンパ ー含

む)[流 通 システム開 発 センター]

(6)自 社 コード 体 系

(7)取 引 先 企 業 の 方 式

(8)業 界 方 式

(9)そ の 他
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Q4.標 準 メッセー ジ(ト ランザ クシ ョンセ ッ ト)に ついて(記 入例 を ご参照下 さい)

UN/EDIFACTあ る いはANSIXI2の シンタックスルール に準拠 した国際電子 デー タ交換 を行わ れて いる

企 業の方にお伺 い します。取 引先企 業の国(地 域)、 業種 ごとに、使 われ てい る標準 メッセージ

(ト ランザ ク ションセ ッ ト)と 、そ の開発 組織名 を ご回答 下 さい。

(記入例)

取引先

国

∫

1

∫

2

2

2

3

3

業種

4

4

4

76

∫6

76

16

16

UN/EDIFACT

orANSIXI2

E・ ⑧

E・ ⑧

⑤ ・⑧

◎ ・x

⑤ ・x

⑥ ・x

◎ ・x

◎ ・x

メ ッセー ジ名

(ト ランザ クシ ョンセ ッ ト番号)

850

855

860

ORDERS

ORDCHG

INVO'C

ORDERS

ORDCHG

開発組織名

v'cs

Vlcs

Vlcs

ED'FICE

EDIFICE

EDIFICE

EDIFICE

ED∫F∫CE

別添参照

[国(地域)分類]

[業種分類]

メッセージ名もしくは

トランザクションセッ ト番号を

ご記入下さい。

「E:UN/EDIFACTＬor「X:ANSlX12」

い ず れ か に ○ を お 付 け 下 さ い 。

使われているメッセージ

(トランザクションセッ ト)

サブセッ トを開発 した組織の

名称をご記入下さい。

同一のメッセージでも、

取引先の国、業種が異なる場合

には、お手数ですが別々に

ご記入下さい。

これでアンケー トは終 了です。 ご協力あ りがとうございま した。

引き続き"国 内編"に ついて もご回答下 さい。
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〈別添〉

[国(地 域)分 類]

(Dア メ リカ (ll)イ タ リア (21)香 港 (31)ハ.プ アニューギ ニア

(2)カ ナ ダ (12)オ ラ ンダ (22)シ ンガポ ール (32)そ の他オセアニア

(3)メ キ シ コ (13)ス ペ イ ン (23)マ レー シア (33)エ ジ プ ト

(4)ブ ラジル (14)ス ウェー デ ン (24)イ ン ドネ シア (34)南 ア フ リカ

(5)チ リ (15)ノ ル ウ ェ ー (25)フ ィ リ ピン (35)そ の他 アフ リカ

(6)そ の他 南米 (16)デ ンマー ク (26)タ イ (36)そ の他

(7)ロ シア (17)そ の他 欧州 (27)ブ ル ネ イ

(8)イ ギ リス (18)中 国 (28)そ の他 アジ ア

(9)ド イ ツ (19)韓 国 (29)オ ー ス トラ リア

(10)フ ラ ンス (20)台 湾 (30)ニ ュー ジー ラ ン ド

※取引先の国(地 域)に つきましては、APECの 電気通信部会での報告のため、特に詳 しく

調べて います。

[業種分類]

(D水 産 ・農林 (ll)ガ ラス ・土 石製 品 (21)卸 売 業 (31)倉 庫 ・運 輸

(2)鉱 業 (12)鉄 鋼 (22)小 売 業 (32)通 信

(3)建 設 (13)非 鉄 金属 (23)銀 行 (33)電 気

(4)食 料品 (14)金 属 製 品 (24)そ の他金融 (34)ガ ス

(5)繊 維製 品 (15)機 械 (25)証 券 (35)旅 行関連サー ビス

(6)パ ル プ ・紙 (16)電気機器 (26)保 険 (36)情 報サ ー ビス

(7)化 学 (17)輸 送用機器 (27)不 動 産 (37)そ の他 サ ー ビス

(8)医 薬品 (18)精 密機器 (28)陸 運 (38)行 政

(9)石 油 ・石 炭 (19)そ の他製造 (29)海 運 (39)そ の他

(10)ゴ ム 製 品 (20)商 社 (30)空 運





FAXで の ご回 答 →03-3234-4456:EDI実 態調査事務局宛
1平劇 年12月 実施1

(平成11年 度)

会社名

(フ リガナ)

業種 一

▼

ご

回

答

者

お名前

"

ご所属 お役職

お電話 ()
P

E-mail

「

別添[業 種分類]よ りご記入下さい。

Q1.国 際電子データ交換の導入状況(1マ スに1文 字、右詰めで ご記入下さい)

"1
、5、10"の 場合

(ll)そ の他の場合、具体的 に(

(10)そ の他の場合、具体的 に(

)

)

Q2.UN/EDIFACTに つ い て

(7)そ の他 の場 合、具体 的 に(

(4)そ の他 の場 合、具体 的 に(

(6)そ の他 の場合 、具体 的に(

(9)そ の他の場合 、具体的 に(

)

)

)

)

'翻 心

　
裏面へ続く/

1・ ぷ 守鼻 ㌘



[Eill9社 で行われている国際電子データ交換の方式について
ノ

Q3.1 Q3.2 Q3.3 Q3.4 Q3.5 Q3.6

取引先
主な形態 購入/販 売 プロ トコル

シンタックス炉ル

(複数可)
企 業 コー ド V州 事業者名 導入状況

国 業種

↓

▼

↓
Q3.1の 業 種 において

「(19)そ の 他製造」 「(24)そ の他金融 」

「(37)そ の 他サー ビス」「(39)そ の他 」の場合、

業種を具体 的にご記入下さい。

()

Q3.4の 企業コー ドにおいて

「(8)業界方式」 「(9)その他」の場合、

具体的にご記入下さい。

()
▼

Q3.4の シンタックスルールにおいて
「(7)業界方式」 「(8)その他」の場合、

具体的にご記入下さい。

()

▼

Q3.1の 国 において

「(6)その 他南米」 「(17)そ の 他欧州」

「(28)そ の他 アジア」 「(32)そ の他 オセアニア」

「(35)そ の 他アフ リカ」 「(36)そ の 他」の場合 、

国名を具体的にご記入下さい。

( )

Q3.4の プロトコルにおいて
「(7)業界方式」 「(8)その他」の場合、

具体的にご記入下さい。

()

Q4標 準 メッセージ(ト ランザクションセ ット)に ついて

取引先 UN/EDIFACT

orANSIXI2

メッセー ジ名

(ト ラ ンザ ク ションセ ッ ト番号)
開発組織名

国 業種

E・X

E・X

E・X

E・X

E・X

E・X

E・X

E・X

♪
1

取 引 先の国において

「(6)そ の 他南米」 「(17)そ の 他欧州」

「(28)そ の 他ア ジア」 「(32)そ の 他オセ アニ ア」

「(35)そ の他 アフリカ」 「(36)そ の他」の場合、

国名を具体的にご記入下 さい。

()

」

取引先の業種において
「(19)その他製造」 「(24)その他金融」

「(37)その他サービス」「(39)その他」の場合、

業種を具体的にご記入下さい。

()

()
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